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はしがき

本学会の第24回大会は,2012年 10月 20日 (土 ),21日 (日 )の両日,自 鴎大学

東キャンパスで石村耕治会員を大会幹事として行われた。シンポジウムのテー

マは「税制改革と消費税」であった。

シンポジウムの冒頭,醍醐聰氏による「消費税の宿罪」の特別報告があり,

その後小山登会員より「消費税法における未経過固定資産税の取 り扱いに関す

る会計的考察」,長島弘会員より「消費税の法的本質から見る財務諸表表示の

問題点」,奥谷健会員より「消費税における『対価性』」,梅原英治会員より「財

政赤字,デフレーション,消費税」,湖東京至会員より「消費税を法人事業税・

付加価値割と合体する提言」,関野満夫会員より「現代 ドイツの売上税 (付加

価値税)の改革をめぐって」の諸報告が行われた。

以上の諸報告を受けて,活発な討論が行われた。

また,シ ンポジウムとは別に,一般報告として本村大輔会員より「国税徴収

法39条 における第 2次納税義務 と詐害行為取消権の関係性」,大飼久美会員よ

り「退職金課税の起源と変遷」,高橋円香会員より「証券化 ビークルの課税実

態に関する会計的分析」の諸報告が行われた。

本号は,以上の報告と討論を収録するものである。

次号は「格差是正と税制」の予定である。

2013年 4月

日本租税理論学会事務局
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I 特別報告

2012年 10月 20日  第24回大会 (於 :白 鴎大学)





消 費 税 の 宿 罪 ―
逆進性 と転嫁の問題 を中心に

一

醍 醐   聰
(東京大学名誉教授)

本稿では,消費税の宿罪といえる負担の逆進性と転嫁の不確定性を理論的実

証的に掘 り下げて検討する。そこでは消費税の 2つ の逆進性対策
一

給付付 き

税額控除と軽減税率
一

のいずれも,税の所得再分配機能と財源調達機能の相

克に直面すること,日 下,逆進性対策の軸に据えられている軽減税率の採用は

消費税の転嫁にも深刻な問題を派生させることを明らかにする。

I 負担の逆進性― 実証方法と実証結果―

消費税の宿罪として負担の逆進性を挙げることに異論はほとんどない。しか

し,逆進性の実証方法は論者によつて必ずしも一様ではなく,実証結果にもば

らつきがある。

財務省がホームページに掲載 している「収入階級別の実収入と税負担額」は

総務省統計局『家計調査 (勤労世帯)』 平成20年,を基に年間収入十分位階級ご

との実収入に対する消費税負担額を推計 したものである。それによると,第 I

分位 (平均実収入321万 円)では消費税負担額は 9万円で28%,第 V分位 (同551

万円)で は13万 円で24%,第 X分位 (同 1,181万 円)で は23万 円で■9%と なって

いる。

これに対して,八塩・長谷川 (2008)は 『国民生活基礎調査』を基礎資料と

して,各世帯の2007年 の年間課税品目消費額を推計し,税率5%で消費税負担

額を等価所得階級X分位別に算定している。それによると,第 I分位の所得階

級では平均世帯所得 (748万 円)に対する消費税負担額の割合は11.9%と なるの

に対し,第 X分位の所得階級では■4%に過ぎなかったとしている。そこでいま,

第 I分位階級の消費税負担率に着目すると,財務省が示したこの階級の消費税



I 特別報告

負担率と八塩・長谷川が提出した消費税負担率の食い違いは主に次の 3つ の要

因から生 じたといえる。

1つ は,負担率を計算する時の分母として財務省が実収入を用いているのに

対 し,八塩 。長谷川 (2008)は 各階級の平均世帯所得を用いているという違い

である。ここでの「実収入」 とは,勤労や事業からの現金収入 (税込み)を合

計 したもの,お よび世帯外から移転された収入を意味する。そこで,八塩・長

谷川 (2008)が 用いた年間所得 (こ こでは給与所得と仮定)を 所得控除率から逆

算 して総収入 (年 間収入)に還元すると,第 I分位階級の平均年間収入は116.5

万円,平均消費税負担額は89万 円,平均実収入比の平均消費税負担率は76%

となる。

しか し, これでもなお,財務省の公表値 と八塩・長谷川 (2008)の 試算値に

大 きな開き (28%対76%)が残る。そのわけは,財務省が勤労世帯,八塩・長

谷川 (2008)が全世帯を対象にしているからである。また,勤労世帯といって

も『家計調査』には「 2人以上の世帯のうちの勤労世帯」,「単身世帯のうちの

勤労世帯」, さらに「総世帯のうちの勤労世帯」の 3種類のデータが掲載され

ている。財務省の公表資料には「勤労世帯」としか明記されていないが,数値

の突き合わせから判断して「 2人以上の世帯のうちの勤労世帯」である。 しか

し, どの世帯構造の勤労世帯を選ぶかで実収入に大きな開きがあり,実収入対

比で逆進的な消費税負担率にかなりの差が生 じる。財務省が使った「 2人以上

の世帯のうちの勤労世帯」の平均実収入は641万 円であったのに対 し,「単身世

帯のうちの勤労世帯」の平均実収入は421万 円となってお り,両者の間には220

万円もの開きがある。つまり,財務省が示 した家計の消費税負担率は 3種類の

勤労世帯の中では負担率が最 も低 くなる「 2人以上の世帯のうちの勤労世帯」

を選んだ結果であることに留意する必要がある。

財務省と八塩 。長谷川 (2008)が 示 した消費税負担率に大 きな開きが出た 3

つ目の理由は,非課税・不課税支出の抽出の仕方の違いである。消費税は消費

支出のうち,税の性格から非課税 とされるもの,社会政策的配慮から非課税と

されるものを除いた消費支出に課税されるから,非課税・不課税支出項 目をど

のように選別するかが問題になる。

4



消費税の宿罪

八塩・長谷川 (2008)は ,上村 (2006)に ならい,「家賃地代」,「保健医療サー

ビス」,「授業料等」を非課税消費支出としている。上村 (2006)は 『家計調査』

の10大費目分類 (用途分類)に基づいて消費支出の課税・非課税の仕分をして

いるのだが,こ れは非常に雑駁かつ不正確である。たとえば,「住居」の分類

では「家賃地代」だけでなく,「火災 。地震保険料」も非課税項目である。また
,

「保健医療」の中で非課税支出は「保健医療サービス」(医科・歯科診療代,整骨・

接骨鍼灸院治療代等)だけでなく,保険診療に係る医薬品代も非課税である。そ

の他,上村 (2006),八塩・長谷川 (2()08)で は, 自動車保険料,冠婚葬祭費,

外国パック旅行費,保育料,介護サービスなど非課税項目とすべき項目が見落

とされている。これについて上村 (2006)は 「本稿で考慮する以外の非課税取

引がある」が,「『家計調査』にて消費金額 〔正しくは,「非課税取引」:引用者

注〕を把握できるのは,こ こで掲げられた「家賃地代」「保健医療サービス」「授

業料等」に限定される」と記している。しかし,こ れは誤りである。なぜなら
,

『家計調査』に収録された「品目別 1世帯当たり1か月間の支出」を見れば,

家賃地代,保険診療以外でも,自動車保険料,冠婚葬祭費,外国パック旅行費,

保育料,介護サービスなどの非課税支出額が独立項目として記載されているか

らだ。

この点で,八塩・長谷川 (2008)の試算では消費税非課税支出の範囲が狭すぎ,

その分,家計の消費税負担率を過大に計算していることになる。

Ⅱ 家計における消費税負担率の推計

以下では,総務省『家計調査』の最新版 (2010年 度調査)を 用いて,年 間収

入階級別に 1世帯の消費税負担率を推計することにする。消費税負担率の推計

の仕方は次のとお りである。

各年間収入階級別 1世帯の年間消費支出一年間非課税消費支出=年間課税消費支出

年間課税消費支出■■05=税抜き年間消費支出合計

税抜き年間消費支出合計×OЮ5=年間消費税負担額

年間消費税負担額一年間収入 (ま たは年間実収入)=消費税負担率



I 特別報告

* 各年間収入階級別 1世帯の年間消費支出 :原資料より既知

* 年間非課税消費支出 :消費税法第 6条 ,別表第 1,第 2よ り,家賃地代,火

災保険料,医薬品,保健診療に係る医科・歯科診療代,整骨 (接骨)・ 鍼灸治

療代,自動車保険料,授業料・教科書代,外国パック旅行費,保育所費用,介
護料,冠婚葬祭費の合計

次に調査対象の世帯構造は,2人以上の世帯 (年 間収入を8階級に区分),そ

のうちの勤労世帯 (同 上),単身世帯 (年 間収入を7階級に区分),そ のうちの勤

労世帯 (同上)の 4類型とする。

試算の結果は図表 1,図表 2の とおりである。これを見ると,2人以上の世

帯内では年間収入階級別に見て消費税負担の逆進性は明瞭に現れているが,勤

図表 1 年間収入階級別の消費税負担額とその対平均年収比率 (2人以上世帯 )

(1`位 :万円 )

年間収入階級 ～200
200
～250

400
～450

600
～650

800
～900

1.000

～1,250

1,250

～1,500
1,500～

世 帯 全 体

現行税率
62

(39%)
98

(43%)
125

(30%)
148

(24%)
18.1

(21%)
214

(19%)
224

(16%)
27.3

(14%)

税率10%
119

(75%)

186

(82%)

238
(56%)

283
(45%)

345
(41%)

408
(37%)

428
(31%)

521

(26%)

うち勤労世帯

現行税率
60

(39%)
9.6

(43%)
l14

(27%)
149

(24%)

188

(22%)

225
(20%)

23.0

(17%)
277

(16%)

税率10%
l14

(74%)

183

(82%)

217
(51%)

283
(46%)

360
(43%)

429
(39%)

439
(32%)

528
(30%)

(出所)総務省統計局『家計調査」2010年 ,よ り作成。各欄の上段は消費税負担額,下段は消費税負担額
の対平均年収比。

図表 2 年間収入階級別の消費税負担額とその対平均年収比率 (単身世帯)

(単位 :万円)

(出 所)図表1と 同じ。

6

年間収入階級 ～100 100～ 200 200～300 300～400 400～ 500 500～ 600 600～

世 帯 全 体

現行税率
44

(61%)
53

(35%)
80

(33%)
85

(25%)
95

(2■ %)
112

(20%)

137
(17%)

税率10%
85

(1■6%)
101

(67%)

153

(63%)

163

(47%)
181

(41%)

214
(3900)

261

(33%)

うち勤労世帯

現行税率
51

(76%)

49

(32%)

69

(28%)
7.5

(22%)

87

(2.0%)

112

(20%)

134

(17%)

税率10%
98

(146%)

9.4

(61%)

132

(53%)

14.3

(41%)

167

(38%)

213
(39%)

255
(33%)

|

|

|



消費税の宿罪

労世帯 とそれ以外の世帯の間で区分 してみて も,年間収入階級別の消費税負担

額,負担率は極めて近似した逆進性を観察できる。

次に,単身世帯を見ると,そのうちの勤労世帯でもそれ以外の世帯でも年間

収入100万円以下の世帯の消費税負担率が際立って高い点が 2人以上の世帯の

場合と違う特徴である。それ以外は,2人以上の世帯の場合と大差は見られな

い。ただし, 2人以上の世帯の場合,年間収入の階級の刻みとして100万円以

下の世帯という区分を設けて調査したなら,こ の階級の消費税負担率は単身世

帯の年間収入100万円以下の階級の負担率に近い値になった可能性がある。

次いで,消費税率が10%に引き上げられた場合,年間収入階級別の消費税負

担額と負担率はどうなるかを試算してみた。結果は図表 1,図表 2で示したと

おりである。これを見ると,年間収入100万円以下の単身世帯の消費税負担率は
,

勤労世帯でもそれ以外の世帯でも,年間収入の10%を 超えると推計される。他

方,2人以上の世帯の年間収入1,500万 円以上の階級では消費税の税率が10%

へ引き上げられた場合でも消費税負担率は3%程度にとどまると推定される。

年間収入の区分を3,000万円,5,000万 円,1億円というように細分していけば
,

消費税負担率はさらに低減し,逆進性がより顕著になるはずである。

このように消費税負担率に明確な逆進性が生じる主な理由は,所得階級の低

い世帯と高い世帯の平均消費性向 (可処分所得のうち消費支出に充てる割合)に あ

る。 2人以上の世帯のうちの勤労世帯の平均消費性向は図表 3で示されている

ように,収入階級が上位にいくほど顕著に下がる傾向が見られる。そのため
,

消費支出を課税ベースにした均一税率の消費税を課すと消費性向が高い低所得

の世帯ほど年間収入に対する消費税の負担率が高くなるのである。

図表 3 年間収入階級別の平均消費性向と基礎的支出の割合-2人以上の勤労世帯の場合一

(単 位 :万円)

(出所)総 務省統計局『家計調査』2010年 による。「基礎的支出」の主なものは,食品,家賃,光熱費,保

健医療サービス,等。

～200
200～
250

400～
450

600～
650

800～
850

1,∞0～
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消費税負担の逆進性を議論する時にはもう 1つ ,留意すべき点がある。それ

は収入階級が上位へい くほど,消費支出全体に占める基礎的支出 (消費支出総

額の変化率に対する当該費目の変化率を表す支出弾力性が■00未満の費目のことをいい
,

■00以上の費目を「選択的支出」と呼んでいる)の割合が低 くなり,選択的支出の

割合が高くなるという点である。図表3を 見ると,年間収入200万 円以下の階

級では基礎的支出の割合702%で あるのに対 して,1,500万 円以上の階級では

384%で ,両者には約32パーセント・ポイントの開きがある。そのために,高

所得層では選択的支出の割合が高い分,消費支出の所得弾力性が相対的に高い

のに対 して,低所得層では基礎的支出の割合が高いため,消費支出の所得弾力

性が相対的に低 くなり,収入比での消費税の負担が逆進的になるのである。

Ⅲ 逆進性対策の実効性・実行可能性・副作用

: 給付付き税額控除の問題点

給付付 き税額控除は,景気変動に左右されにくいとされる消費税の財源調達

機能を確保 しながら,税負担の逆進性を緩和するのに有効な税制とみなされて

きた。 しかし,給付付 き税額控除は,執行面での障壁に加え,税制と社会保障

を一体化する点でも重大な欠陥・限界を免れない。

1つ は執行面での障壁である。つまり,年間所得額をベースにして税額控除

なり給付額なりを算定するのであれば,それぞれの所得を執行機関が把握でき

ていることが前提になる。 しか し,『平成21年税務統計から見た申告所得税の

実態』 (国税庁調べ)に よれば,所得のある個人23,673,901人 のうち,申告納税

額のある者はそのうちの303%に 当たる7,176,061人 に過ぎない。特に税額控除

の対象になると考えられる低所得層として,た とえば,年間所得200万 円以下

の個人は13,115,730人 で全体の554%に 当たるが,こ のうち申告納税額のある

者はその2■0%の 2,756,821人 に過 ぎない。このように申告納税記録がない低所

得層の所得の状況は共通番号 (納税者番号)制度が導入されても正確に捕捉で

きるわけでないことは周知の事実である (岩 田 2∞5)。 なぜなら,平成12年 の

政府税調中期答申「わが国の税制の現状と課題-21世紀に向けた国民の参加と

8
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選択」が指摘 しているように,納税者番号制度を導入 して も,た とえば,事業

者の所得 を把握するには,売上げや仕入れに関するすべての取引を取引の相手

方の記録と照合する必要があるが,そ のような作業はとうてい実行可能でない

からである。

次に,消費税の逆進性を緩和する手段として給付付き税額控除を用いるのは
,

税制を社会保障の手段として使うことを意味する。給付付き税額控除を推奨す

る論者 (藤谷 2009)は ,本来別個の税制と社会保障を「一体化」するメリット

として,①行政コストを削減できる,②所得控除を税額控除に置き換えること

によつて,富裕層に不相応な恩典を与えている税制を解消できる, という点を

挙げている。

しかし,①についていうと,給付付き税額控除を採用する場合にも,所得を

正確に捕捉するために膨大な税務職員を要すること,無申告者の所得を捕捉す

るために必要とされる納税者番号制度の構築にも莫大なコス トがかかることを

指摘しなければならず,こ うしたコストを上回るだけのメリットが得られると

いう証明はなされていない。また②の議論は現行の所得税における所得控除や

社会保険料の逆進性を改めるのに,税額控除に切り替えることがなぜ唯一最善

の方法かについて論証も実証もしていない。現行の所得控除の逆進性は所得控

除制度それ自体の見直し
―

控除の上限設定や控除率の逓減制の採用等
―

で

なぜやれないのか,国民健康保険料の逆進性は均等割や世帯割の比重を下げて

所得割,資産割の比重を高めるよう保険料算定方式を見直すことでなぜやれな

いのか ' こうした疑間に給付付き税額控除推進論者は応答していない。

問題をさらに原点に戻 して考えると,給付付き税額控除は歳入 (税収調達)

の段階で歳出まで決定する仕組みといえる。しかし,こ れは本来,毎年度の予

算策定にあたって議会の審査を経て決定される歳出を議会のコントロールの外

で執行することを意味し,財政民主主義の根幹である財政議会主義,租税法律

主義,単年度予算主義と相容れない (渡辺 2008,藤 谷 2009,鶴 田 2011参照)。 加

えて,給付付き税額控除は「租税支出」(tax expenditure)と いう形で社会福祉

を行うものであることから,多 くの論者が指摘するように,租税特別措置と同

様,財政の透明性を著しく後退させる (渡瀬 2008,近 藤 2009参照)。 こうした財
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政民主主義の観点か らも給付付 き税額の問題点を十分に吟味する必要がある。

2 軽減税率の問題点

食料など生活必需品に標準税率より低い税率を適用する軽減税率方式は給付

付 き税額方式と比べ,納税者ごとの所得を把握する必要がない点で簡易な逆進

性対策とされる一方,軽減税率の適用対象の線引きが難 しい,高額所得者にも

負担軽減効果が及ぶ,と いった難点があるとされてきた。実際,い ざ施行とな

ると軽減税率の適用範囲をめぐって際限のない論争が予想される。たとえば
,

食料といっても外食費を含めるのか除 くのかで大きな違いがある。所得階級別

に外食の割合が異なると同時に,世帯類型 (2人以上か単身か)や各世帯のライ

フスタイルによつても外食の割合は大きく異なるからである。また,飲料水 と

いっても清涼飲料水を含むのかどうか,あ るいは,消費税増税に翼賛する論陣

を張った全国紙が加盟する日本新聞協会は「知識に課税すべきでない」として

新聞購読料に軽減税率を適用するよう求めているが,知識の提供というなら書

籍はどうなのか,書籍といっても絵本やスポーツ新聞はどうなのかといった議

論が延々と続 くのは必至である。軽減税率の適用対象の線引き如何で類似品や

代替品との間で不公平を生む恐れを否定できない。さらにいえば,国民のライ

フスタイルや価値観が多様化 しているなかで,生活必需品の範囲を特定するこ

と自体,至難である。

もう 1つ ,軽減税率の採用に対 して指摘 しなければならないのは,税の所得

再分配機能と,税の財源調達機能が自己撞着を免れないという点である。財務

省が軽減税率の採用に難色を示すのはこの点からである。ちなみに,『全国消

費実態調査』(2009年 )に掲載された全世帯の家計支出のうちの食料,住居費 (非

課税取引の家賃地代を除く),光熱・水道費を生活必需的支出とみなして,それ

らに対する消費税を現行の 5%に据え置 くとしたら,消費税収はどの程度減収

になるかを試算すると,図表 4で示 したように,食料から外食を除いた場合は

約 2兆 1,893億 円となる。これは政府が消費税率を10%へ引き上げることによつ

て得 られると見込む正味の消費税収125兆 円 (見込み税収総額135兆 円から増税の

跳ね返りで増加する政府調達コスト約1兆円を控除した金額)の約18%に 当たる。
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図表 4 全世帯の生活必需品支出に軽減税率を適用 (現行税率で据え置き)し た場合の

消費税の減収見込み額

(注 )「住居費」は非課税の「家賃・地代」を除いた金額。「合計 (減収見込み額)」 の括弧外は外食費を除
いた「食料」支出に軽減税率 (現行の5%の まま)を適用した場合の金額。括弧外は外食費を含めた場
合の金額。総世帯数は,2010年 3月 末現在の533628万 (総務省「住民基本台帳に基づく人口.人口動
態及び世帯数」)。

(出所)総務省「全国消費実態調査』2011年 , より試算。

加えて,軽減税率の採用は消費税の転嫁に深刻な問題を引き起こす。たとえ

ば,食料に軽減税率が適用される場合を考えると,ス ーパーは食品加エメーカー

や産地から食品,乳製品等を仕入れる際は標準税率10%で消費税を負担するこ

とになるが,販売に当たっては 5%分 しか価格に転嫁できず,そ の差 5%分の

消費税はいわゆる「損税」 (売上にあたって購買者から「預かる」消費税よりも仕入

段階で支払った消費税の方が大きくなり,その差額は事業者自らが「自腹を切る」納税)

となってしまう。こうした損税は従来から指摘されてきた医療機関における「損

税問題」を拡散させるものといえるので,節 を改めて検討 したい。

Ⅳ 転嫁の不確実性 と「損税」問題

わが国の消費税は取引の各段階で,それぞれの取引価額に消費税率を乗 じた

金額に課税する「多段階課税方式」を採用 している。つまり,消費者に至るま

での各取引は消費税込みの価格でなされ,消費税は順次,価格に上乗せされ ,

財やサービスの購買者に転嫁されていく建前になっている。ただし,段階ごと

に消費税込みの取引金額に消費税を上乗せすると消費税が累積 し,重複 して課

|
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税されることになる。そこで, こうした税の累積を排除するため,各取引段階

で販売事業者が納める消費税は,売上に係る消費税から仕入に係る消費税を控

除した金額とされている。

しかし,消費税を「円滑かつ適正に転嫁するものとする」(税制改革法,第 11条 )

といっても,法律は消費税を上乗せした価格で製商品を販売する権利を事業者

に与えたわけではないし,そ うすべきという義務を課しているわけでもない。

この点でいうと,先の国会で成立した「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保の

ための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」は「消費税

還元セール」等と称 して取引の相手方に消費税を転嫁しない旨の表示をしたり,

取引の相手方が負担すべき消費税に相当する額の全部または一部を対価の額か

ら減じる旨の表示をしたりすることを禁じる条項を定めた (同 法第3条各項)。

しかし,た とえば,仕入原価や物流コス トの削減によって消費税相当額のコ

ス トを吸収するとして,広告表示なしに税込み価格を据え置いた (実質的には

値下げ)と したら,消費税を転嫁しない価格設定には当たらない。そもそも,

消費税増税推進論者も認めるように,消費税がコストの 1つ の要素として価格

に溶け込み,市場メカニズムの中で事業者の創意で価格設定がなされる環境の

下で消費税だけを取 り出して価格に転嫁している,し ていないを識別できるわ

けではないから,「消費税率上昇分を値引きします」と表示するのは違法だが,

「春の生活応援セール」と銘打った値下げなら問題ないなどと行政当局が解釈

するのは荒唐無稽である。

そればかりか,行政は小売段階での消費税転嫁を厳格に実施させようとする

一方で,親事業者と下請事業者間の取引においては消費税増税分のコス トアッ

プと双方「協議」の原価低減策をことさらに一体化させ,消費税増税分の親事

業者への転嫁を事実上抑制させる行為を推奨するに等しい行政指導を行ってい

ることを注視する必要がある。たとえば,中小企業庁が作成した「下請適正取

引等の推進のためのガイドライン ベストプラクテイス集」(三訂版)では原材

料などのコスト増加分をきちんと転嫁できるしくみは重要だが,国際競争力の

なかでただ転嫁するのではなく,下請事業者と親事業者が改善提案を共有し,

コス トを低減するような生産性向上を図り,そ の成果を両者でシェアするよう
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な関係 を構築 し,競争力を高めつつ,両者が適正利潤 を得るような取引事例 を

ベストプラクテイスの 1つ に挙げている。そうなると,た とえば,親事業者と

下請事業者が消費税増税を受けて原価低減策を「協議」した結果,消費税増税

分に相当するコス トアップ要因と,双方の「協働」で達成された原価低減分を

相殺して納入価格を据え置くことで双方が「合意」したと言われたら,親事業

者の買いたたき (「下請代金支払遅延等防止法」第4条で禁じられた行為)で消費税

の転嫁が拒否されたと申し立てるのは難しくなる。

しかし, こうした行政の当事者「交渉」誘導策は,本来,親事業者と対等の

立場で下請代金を交渉できるわけではない下請事業者を対等のパートナーと見

立てて,法が意図した下請事業者の利益保護を,親事業者との「協議」,「合意」

にすり替えるに等しい。公正取引委員会とともに下請法を所管する経産省が産

業振興も所管するという利益相反-1つ の行政省庁がブレーキとアクセルの

両方を握 り,実態は後者を優位に置く業界保護行政によって前者が形骸化され

るという経済的強者本位の行政
一

がこうした帰結を生み出す元凶になってい

ることを銘記しなければならない。

以上は,小売段階,下請取引段階での消費税の転嫁を阻害する要因の検討だっ

た。次に,(標準税率での)課税取引と非課税取引が混在することによって生じ

る「損税」の問題を検討しておきたい。ここでは,その典型といえる保険医療

機関の「損税」 (控除対象外消費税)を取 り上げる。

周知のように保険診療サービスは非課税取引とされているが,医療機関が仕

入れる医用機器や材料等の取引には標準税率で消費税が課されている。その結

果,仕入段階で負担した消費税を売上価格に含めて転嫁し,回収することが制

度的に不可能な状況が放置されている。これを簡単な数値例で説明しておく。

今,あ る医療機関の課税仕入が 4億円,社会診療報酬 (非課税売上)が 9億円,

自由診療報酬 (課税売上)が 1億円だったとする。ここで,消費税率が10%に

引き上げられたとすると,仕入段階で負担 した消費税は4,000万円となるが,

売上段階で「預かる」消費税は課税売上 1億 円に対応する額,つ まり1,000万

円となる。その結果,納付すべき消費税は,600(=1,000-4,000× 0■ )と なり,

仕入段階で負担 した消費税4,000万円のうちの400万 円 (課税売上に対応する分)

13
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を除く分3,600万円 (非課税売上に対応する分)は「控除対象外消費税」(いわゆる「損

税」)と なってしまうのである。

これについて厚生労働省は,消費税創設時に076%,税 率を5%に引き上げ

る際に0.77%,そ れぞれ診療報酬に上乗せ して補填済みと説明してきた。 しか

し,医療機関の間からは,計h53%の診療報酬引上げでは実損税率22%を 補填

できていない,その後の診療報酬のマイナス改訂で上乗せは帳消 しになってい

る公算が大である,ま た,診療報酬の改定は計36項 目に過ぎず,控除対象外消

費税の補填となるよう公平に配賦されているとはいえないと反論 し,非課税売

上に係る消費税率をゼロとして売上に係る「預か り」消費税のうち,仕入段階

で負担 した消費税で相殺 し切れない部分は還付の形で補填する「ゼロ税率方式」

を求めている。

では,消費税率を5%に据え置 く品目を販売するスーパー事業者の場合はど

うなるか ? この点を次のような簡単な設例で検討 してみよう。なお, ここで

は課税売上割合は95%未満で,一括比例配分方式で仕入控除税額を計算するも

のとする。

【設例】 軽減税率対象品の取引が混在した場合の消費税の転嫁

あるスーパーの消費税増税 (10%へ引上げ)後の1年間の仕入 (すべて標準税

率適用)は 5億 円,売上は計 10億 円,う ち標準税率適用分が4億 円,軽減税率

(5%で据え置き)適用分が6億 円だったとする。

売 上 仕  入

標準税率適用分

4億 円

軽減税率適用分

6億 円

5億 円

(すべて標準税率適用)

支払消費税  5,000万円
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消費税の宿罪

納付すべき消費税 (万 円):

40,000× 0.11-60,000× 0.05-50,000× 4/10× 0.1-← 5,000× 6/10× 0.05==3,500

控除対象外 7肖 費税 :  5,000-3,500=1,500

こうした控除対象外消費税 (い わゆる損税)が生 じないようにするには,仕

入段階で負担 した消費税のうち,事業者が売上段階で「預かる」消費税で相殺

し切れない分は別途,控除対象外消費税として還付請求ができる仕組みに改め

る必要がある。

このように見てくると,一部の消費支出に軽減税率を採用する逆進性対策は
,

逆進性対策それ自体に種々の限界や副作用を内包 しているばか りでなく,消費

税の転嫁の次元でも軽視できない歪みを生み出すことを銘記 しなければならな

い。

狂

1)た とえば,単 身世帯の最上位の年収階級 (600万 円以上)で は外食費が食料費総額の

526%を 占めているのに対して1∞万円未満の階級では194%に とどまる (『家計調査』

平成24年 ,品 目分類.第 12表 より)。

2)以上,高田具視 (2∞4),第 3章 を参照。

3)判例上も,「消費税法が事業者から消費者にその税金の適正な転嫁がなされることを

予定しているということはできるが,同法が消費者に事業者に対する消費税の支払義務

を課したものとか,若 しくは事業者に消費者に対する私法上の請求権として転嫁請求権

を認めたものとまでは解することが出来ない」(大阪地裁,平成 2年 8月 3日 第20部判決)

とするものがある。

4)こ うした行政指導の詳細については,醍醐 (2012)108～ 119頁 を参照されたい。
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■
■ 消費税法における未経過固定資産税の

取り扱いに関する会計的考察

小 山   登
(LEC会計大学院)

はじめに

企業は日々民事契約等に基づき会計行為を遂行 している。企業が行う会計行

為の中に,固定資産の取得に係る付随費用の支出行為がある。本稿では,こ の

付随費用の額が,固定資産の取得価額を構成するか否かの問題点について,会

計理論からのアプローチおよび税務会計学からのアプローチという2つ の視点

から会計的考察を行いたい。具体的には,企業が所有していた土地および家屋

(以下「中古不動産」という)を 売却する際に,当該中古不動産に係る固定資産税

の未経過分 (以下「未経過固定資産税」という)を 買主が負担する場合につき,

取得価額の構成性に焦点を当て,会計理論の立場および税務会計学の立場から

考察を行いたい。

I 固定資産の購入に係る付随費用について

7 会計理論からのアプローチ

固定資産の購入に係る付随費用の取 り扱いについて会計理論の考え方は,企

業会計原則の貸借対照表原則 (資産の貸借対照表価額)五 Dに有形固定資産の評

価 として規定されている。この規定では「有形固定資産の取得原価には,原則

として当該資産の引取費用等の付随費用を含める。」とされている。さらに連

続意見書第三の四固定資産の取得原価 と残存価額の項 目で,「1購入 固定資

産を購入によつて取得 した場合には,購入代金に買入手数料,運送費,荷役費 ,
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据付費,試運転費等の付随費用を加えて取得原価とする。但し,正当な理由が

ある場合には,付随費用の一部又は全部を加算しない額をもって取得原価とす

ることができる。」とされている。以上から,会計理論では,企業が固定資産

取得に係る付随費用を負担した場合には,当該固定資産の購入代価に付随費用

を加算した額をもって取得原価とすることになる。この資産購入に関し若杉明

教授は,「取得原価の決定は,資産の種類によって若干相違してはいるが,一

般的に資産を獲得して,経営目的のために利用もしくは費消する準備がととの

うまでに要した諸支出の合計として把握される。」と述べている。これにより,

企業が取得した固定資産を将来にわたり企業経営に役立てるために,維持し管

理運用する際固定資産の購入代価と同様に,固定資産の取得に係る付随費用の

額も企業のステークホルダーである株主に対するアカウンタビリテイー (会計

責任)の範疇とされているのである。また,連続意見書で固定資産購入に際し

負担した付随費用につき,その一部または全部を正当な理由がある場合には購

入代価に加算しないこともできるとされている。これは,重要性の原則の適用

により,会計担当者のフレキシブルな会計判断を許容していると思われる。こ

の件について若杉教授は,購入した機械設備を自社の従業員や車輌等を用いて

工場内に搬入し,据え付けを行う場合に,本来であれば従業員の工賃とか運搬

費, さらに原材料費やその他の諸経費が発生するため詳細な原価計算が必要で

あるが,かえって当該諸費用の据付け作業分の割当て計算が煩雑になる場合が

多いので,当該機械設備に付随費用を加算しない会計処理も必要であると指摘

している。このようにして,会計担当者の会計判断により購入した固定資産の

取得原価が決定され, この取得原価に基づき毎決算期ごとに費用配分の原則に

より減価償却が遂行され,財務諸表に記載される価額 (帳簿価額・貸借対照表価

額)が算定されることになる。

2 税務会計学からのアプローチ

減価償却資産の取得価額について法人税法施行令第54条に規定されている。

この規定によれば,購入 した減価償却資産の取得価額は当該資産の購入代価に

引取運賃,荷役費,運送保険料,購入手数料,関税その他当該資産の購入のた
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めに要 した費用がある場合には,そ の費用の額を加算 し,さ らに当該資産を事

業の用に供するために直接要 した費用の額を加えた合計額とされている。また
,

非減価償却資産の取得価額の決定については,減価償却資産の規定を準用して

いる (法 人税基本通達 7-3-16の 2)。 以上から資産の購入に関する取得価額の概

念は会計理論と税務会計学は一致 している。しかし法人税基本通達 7-3-3の 2

で,固定資産の取得に関連して支出する費用の額であっても,固定資産の取得

価額に算入 しないことができる費用を例示 している。その主な費用に租税公課

等の額を掲げている。すなわち,不動産取得税又は自動車取得税,登録免許税

その他登記又は登録のために要する費用等を例示 している。このように税務会

計学の視点から固定資産の取得に関して支出する租税公課等の一部に対 し一時

の損金として計上することを容認しているのである。税務会計学の根底には課

税の公平理論の前提とされる実質課税の原則が存在 し,こ の原則を背景に,例

示 した租税公課等の負担については,納税者が支出した時点で一時の損金に計

上できるという有利な選択ができるよう税務会計学では配慮されているのであ

る。

これに対 し,黒澤清教授は,有形固定資産の取得原価に算入されるべ き要素

として不動産取得税,据付費,試運転費等当該資産を経営上使用可能にするた

めの直接の付帯費用の例示を行っている。このように,黒澤教授は会計理論の

観点より,資産購入による取得原価に算入される費用として不動産取得税を例

示 している点は注目に値する。

Ⅱ 税務事例の検討

次に不動産売買に関し中古不動産に係る未経過固定資産税の負担を買主が

行ったケースについて,税務会計学の立場より会計的考察を行いたい。

7概  略

たとえば年の途中での中古不動産 (土地・家屋)の売買 (売主A法人・買主B法

人)を想定する。
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固定資産税は,毎年 1月 1日 現在の土地・家屋・償却資産の所有者に対 し,

その固定資産が所在する市町村が課税する地方自治体の市町村税である。その

ため年の途中で中古不動産の売買を行った場合に,そ の年の固定資産税の納税

義務者は売主A法人であり,買主 B法人には納税義務は無いことになる。そこ

で不動産実務では,不動産売買契約書の中に,特約条項等を設け中古不動産に

係る固定資産税の負担調整を行う場合が多い。なお,毎年 1月 1日 を固定資産

税の賦課期日とすることに対 し石島弘教授は,「 固定資産税の賦課期日は 1月

1日 とされているが,その理由は年の初日であって一般に固定資産の移動が少

なく課税要件を固定するのに便利であること,年度当初 (4月 1日 )に課税を

実施するためには賦課期日以後に固定資産の調査,価格の決定,固定資産課税

台帳の縦覧等の諸手続きを経由して課税要件を確定させるために相当の期間を

必要とすること等の理由からだと言われている。」と述べている。本来は市町

村で中古不動産の売買に係る固定資産税の売主および買主の負担調整を行うべ

きであると考えられる。 しかし現実には,固定資産税の負担調整は行われてい

ないため,不動産実務で買主 B法人が売主A法人より当該中古不動産の引き渡

しを受けた日より12月 31日 分までを日割で計算 した額を未経過固定資産税とし

て,不動産売買の際,買主 B法人は売主A法人に対 し,支払を行うことが慣行

となっている。次に買主 B法人が負担する未経過固定資産税を巡 り,税務会計

学の立場より,固定資産取得に係る付随費用として取得価額を構成するか,あ

るいは租税公課として支出時の一時の費用として計上できるかという問題点に

つき会計的考察を行っていきたい。

2 現在の消費税法上の取り扱い

中古不動産の取得に係る未経過固定資産税に関して,消費税法における取 り

扱いについて検討 したい。この件に関 し,消費税法基本通達10-1-6で 中古不

動産の売主A法人が収受 した未経過固定資産税について規定されている。つま

り売主A法人が収受 した未経過固定資産税の金額は,中古不動産の譲渡の金額

に含まれ,消費税法上課税売上高に該当するとしている。すなわち,固定資産

税の未経過分に対する租税公課としての清算ではなく,中古不動産の譲渡対価



l 消費税法における未経過固定資産税の取り扱いに関する会計的考察

の額を構成する取 り扱いをしている。

これは未経過固定資産税の金額を中古不動産の取得価額の修正額としてとら

えているのである。これに対 して,買主 B法人では,負担 した未経過固定資産

税は,中古不動産の取得に係る付随費用として取得価額に算入されるのである。

これは先に述べた法人税法上の取 り扱いを受け,法人税基本通達 7-3-3の 2に

規定される例示に未経過固定資産税が掲示されていないため,一時の費用に計

上できず,会計理論の観点から取得価額に算入されることになる。取得 した中

古不動産の内,建物の取得価額及び建物に係る未経過固定資産税の金額は,取

得価額を構成し消費税法上課税対象取引され,課税仕入として仕入税額控除の

対象とされる。また,土地の取得価額及び土地に係る未経過固定資産税の金額

は,消費税法上課税対象外取引 (Out Of scope)と され仕入税額控除の対象から

除外される。

3 設例による検討

【設例】

A法人所有の土地・建物を年の途中でB法人へ譲渡し,土地・建物の売買代

金の授受および未経過固定資産税の清算を行った。詳細は次のとおりとする。

A法人の帳簿価額

A法人からB法人への譲渡価額

未経過固定資産税の清算金額

[土地 :6,000万 円

[土地 :7,000万 円

[土地部分 70万 円

建物 :2,500万 円]

建物 :3,000万 円 (消費税込)]

建物部分 30万 円]

まず,現行消費税法基本通達による税務会計学からの会計処理について考え

てみたい。

〔A法人の会計処理〕

(土地譲渡)

現 金 預 金   70,700,000

土地,譲 ,度 原、価   60,000,000

(建物譲渡)[税抜処理]

(単位 :円 )

／

　

／
／

／

土地譲渡収入 70,700,000

60,000,000地土
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現 `Σ 予頁 `)  30,300,000 ／

　

　

／
　
　
　
　
　
　
　
　
　
／
　
　
　
　
　
／

／

　

　

／
　
　
　
　
　
　
　
　
　
／
　
　
　
　
　
／

／

　

　

／

　
　

　
　

　

　
　

　

／

　
　
　
　
　
／

建物譲渡収入

仮 受 消 費税

建    物

28,857,143

1,442,857

25,000,000建物譲渡原、イ面
‐
   25,000,000

〔B法人の会計処理〕

(土地購入)

」二        女L,    70,700,000

(建物購入)[税抜処理]

建    物  28,857,143

仮 払 消 費税   1,442,857

(単位 :円 )

現  金 預 金    70,700,000

現 :金 預 金   30,300,000

不動産売買で未経過固定資産税の清算を行うことについては,民事法に基づ

く契約書の中で特約条項等として規定することが不動産取引の慣行となってい

る。上記会計処理は,未経過固定資産税の清算金を現行の消費税法基本通達に

基づき土地及び建物の売買価額の修正額と思考 しているのである。このように

未経過固定資産税の金額について,売買価額の修正額とすることが果たして税

務会計学の観点より適正であるか次に検討 していきたい。

4 実質課税の原則からの検討

企業が行った会計行為に対 し,税務当局は当該行為を税務行為としてとらえ,

適正性の判断を行つている。税務当局は企業が行った会計行為を税務行為とし

て思考する際,その税務行為に対 し忠実に事実を把握するための事実認識プロ

セスが重要とされる。つまり,こ の事実認識プロセスとは税務行為として発生

した事実を正確にとらえ,認識を行うことである。その結果,事実認定による

事実の確定が遂行されることになる。この事実の確定を行う際,税務会計学で

重要とされる原則に実質課税の原則 (the Principle of Substance over Form)が 挙

げられる。この原則が税務行為に対する事実認識プロセスに影響を与えている

と考えられる。実質課税の原則が事実認識プロセスで重要とされる意義につい

て,税務事例研究を通 じ明らかにしていきたい。

富岡幸雄教授は,こ の原則を実質課税主義の原則 としてとらえ,「納税者の

実質的担税力に即 して公平な課税を実現するため,課税所得の帰属者の決定お
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よび課税所得の概念構成ならびに計測にあたつては,表見的事実にとらわれず

に,課税要件事実の経済的実質に即応 して行うべ きことを要請する原則であ

る。」と述べている。このように実質課税の原則は,税務行為について課税の

公平の見地から,事実認定による真実な事実の確定を行 う際に重要な役割を

担っているのである。

次に,実質課税の原則における「実質」という意義について検討 したい。こ

の「実質」という意義には二面性の問題が存在 している。すなわち,法的実質

主義の側面と経済的実質主義の側面という二面性が挙げられる。法的実質主義

とは,税務会計学の視点から実質課税の原則に基づき税務行為を思考する場合 ,

まず税務会計学の前段階に民事法等の契約関係が存在 している。この点を重視

し,税務行為に対 し実質課税の原則からスポットを当てる立場である。つまり,

民事契約等を前提にして税務行為の実質主義を思考する立場なのである。これ

に対 し,経済的実質主義の側面が存在 している。この主義は,税務行為の経済

的効果のみに着目し,こ こに担税力を見出す立場である。つまり,税務行為が

成立 している基礎的前提である私法上の民事契約等を全面的に否定 し,その税

務行為から経済的効果のみを抽出する立場である。

以上のように実質課税の原則に 2つ の側面が内在されているのである。税務

行為に対 し税務会計学の視点で,事実認定による真実な事実の確定を行うに際

し,課税の公平の見地より実質課税の原則を適用することになる。その際,民

事法による契約等が存在する税務行為であれば,ま ず当該契約等を前提とする

法的実質主義の立場より検討することになる。当該契約が仮装行為等のような

真実の取引について仮装され隠ぺいされた場合は,表面上の民事契約等を全面

的に否定 し,真実の事実関係を浮き彫 りにし,その取引に存在する経済的効果

を抽出し経済的実質主義の立場で税務当局は適正な課税を行うべきである。こ

れに対 し民事契約が仮装取引に該当しなければ,税務行為について法的実質主

義の観点より実質課税の原則を適用すべきである。

次に先の税務事例について実質課税の原則の立場より検討を行いたい。中古

不動産の売主A法人と買主B法人の間で適法な民事契約が締結され,特約条項

等で未経過固定資産税の清算が規定されていることを想定する。

2,
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法的実質主義の立場から思考すると,民事契約による売買契約書で規定され

た未経過固定資産税の清算を行う点について,売主A法人及び買主B法人はと

もに確認 し了承 している。固定資産税の未経過相当額について,清算を行う意

思表示を両法人は行っているのである。この認識のもと未経過固定資産税の金

額の授受を行っており,中古不動産の売買代金の修正という認識のもと不動産

取引を行っているものではない。このように実質課税の原則による法的実質主

義の立場から検討すると,買主B法人が負担 した金額は,あ くまで固定資産税

という租税公課であり支出時に全額費用として容認されるべきものであると思

われる。

5 国税不服審判所の裁決事例

未経過固定資産税に対する法人税法上の取 り扱いを巡 り国税不服審判所で争

われ,平成13年 9月 3日 に裁決が出された事例がある。

この裁決事例は,納税者が土地の取得に際して売主に支払った固定資産税相

当額について,納税者側は,経済的な実質を考慮すると, まさに固定資産税そ

のものであり不動産を維持管理するための経費であるので,損金の額に算入さ

れるべ きであり,法律上の納税義務者でないという理由だけで経費性のないも

のとして更正を行った原処分は,実質課税の原則に違背する違法な課税である

と主張 した。

これに対 し税務当局側は,実際の不動産の売買に当たっては,売主が買主に

固定資産税の負担を転嫁する場合が多いが,こ の場合に買主が負担する税額は
,

本来の納税義務者でないため税 として市町村に納付されるものではなく,売買

代金の別枠として表示された土地そのものの対価であり,固定資産の取得価額

に算入すべき費用であるから,損金の額には算入できないと主張 した。双方の

主張に対 し国税不服審判所は次の裁決を行った。

土地等の非減価償却資産についても土地に係る固定資産税に相当する金額

は,法人税法第22条第 4項で,同法施行令第54条 を適用 し,資産の取得のため

に実質的に欠かせない費用であるから,こ れを「資産の購入のために要 した費

用」として購入の代価に加算するのが相当であると判断し,税務当局の更正処
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分は適法であるとする裁決を行 ったのである。

この裁決事例について武田昌輔教授は,「 この裁決はその負担額があまりに

租税そのものかどうかにこだわってお り,一般に公正妥当な会計処理の基準を

忘れているのではないかと思われる。要するに本件については,そ の分担 した

固定資産税相当額は,固定資産税と同様にみることによって損金算入が認めら

れることになる。課税するときには,拡大解釈をし,納税者における損金に関

する費用については狭義に解釈するというのでは,バ ランスを欠 く結果となる。

これらについて,課税庁及び納税者の間の均衡のとれたものとなることを前提

として,実質課税の原則の立法化を検討すべ きものであると考える。」 と述べ

ている。

6 本来あるべき税務会計学の視点

次に,上記 3で述べた設例について本来あるべ き税務会計学の視点より会

計処理について検討 したい。今まで,未経過固定資産税の税務会計上の取 り扱

いについて,法的実質主義に基づ く実質課税の原則より検討を行ってきた。そ

の結果,買主B法人が負担する未経過固定資産税相当額は,税務会計学上租税

公課として一時の費用に計上されるべ きであり,消費税法上,租税公課の負担

額であるため,課税仕入に係る仕入税額控除の対象に該当しない。つまり,課

税対象外取引に該当すると考えるべきであると思われる。

では,A法人とB法人の本来であるべき会計処理について考えてみたい。

〔A法人の会計処理〕 (単位 :円
)

(土地譲渡 )

現 金 預 金 70,000,000

700,000

60,000,000土地譲渡原価  60,000,000

(建物譲渡)[税抜処理]

現 金 預 金  30,300,000

／

　

　

／

　

　

　

　

　

／

／
　
　
　
／
　
　
　
　
　
　
／

／
　
　
　
／
　
　
　
　
　
　
／

／
　
　
　
／
　
　
　
　
　
　
／

土地譲渡収入

雑  収  入

土    地

建物譲渡収入

仮 受 消 費税

雑  1又  入

28,571,429

1,428,571

300,000
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建物譲渡原価  25,000,000 建        物    25,000,000

〔B法人の会計処理〕 (単位 :円 )

(土地購入)

」二        貴し    70,000,000

租 税 公 言果    700,000

現 金 預 金   70,700,000

(建物購入)[税抜処理]

建    物  28,571,429

仮 払 消 費税   1,428,571

租 税 公 言果     300,000

現 :金 預 金   30,300,000

以上のように買主 B法人が負担 した未経過固定資産税を租税公課としてとら

えることにより,特に建物購入のケースでは,租税公課は課税対象外取引とさ

れるため,税抜処理を行った場合の仮払消費税計算から除外されることになる。

おわりに

企業が行った会計行為を税務当局では税務行為としてとらえ,税務会計学の

視点で適正な課税要件を検討することになる。その際,税務会計学では,納税

者相互間における課税の公平を貫徹 し税務問題を解決することを目的としてい

る。ここに法的実質主義の視点から実質課税の原則を思考する必要性が存在 し

ているのである。先に指摘 したように未経過固定資産税の負担に関しては,実

質課税の原則により租税公課として取 り扱うべ きだと考えられる。これにより,

現行の消費税法基本通達 10-1-6の規定は,実質課税の原則からは論理矛盾 し

た規定であり,今後変更ないし廃止されるべきであると思われる。以上のよう

に,税務会計学の観点から税務行為に対する事実認定による事実の確定を行う

場合は, まず実質課税の原則に従って思考することが重要となるであろう。

これに対 し会計理論の観点から次の結論が導出される。つまり,固定資産の

購入に際 し買主が負担 した未経過固定資産税は,購入に係る付随費用として取

得する固定資産の取得価額を構成する。これは,企業が固定資産の取得に際 し
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支出する稼働前の一連の金額について,原則として資本的支出としてとらえ株

主に対するアカウンタビリテイー (会計責任)の理念により,固定資産の取得

価額として資産管理を行う必要性からだと思われる。

以上のように,未経過固定資産税の会計処理を巡 り会計理論および税務会計

学の観点から考察 してきたが,会計処理に対 して相違点がみられるのは,そ れ

ぞれの理念と目的が相違 していることに依拠 していると考えられる。

今後,様々な会計処理に関し会計理論と税務会計学で相違点が生起する場合

には,何 らかの調整を行うための規準が必要とされるであろう。
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Zし 消費税の法的本質から見る

財務諸表表示の問題点
_仕 入税額控除制度等の問題点を契機として_

長 島   弘
(自 由が丘産能短期大学・税理士 )

はじめに

消費税は一般に消費に広 く薄 く負担を求める税であると考えられている。こ

の前提に立ち,消費税相当額の授受は一種の預かり金であるとして,会計処理

の原則は,税抜経理によることとされている。 しかしながら消費税は本当に預

かり金なのであろうか。本稿は消費税の法的本質を検討することにより,税抜

経理を原則としている点に問題がないかにつき,検討する。

I 消費税法の確認

7 税制改革法にみる租税負担者

消費税はどのような性質を持つ法律であろうか。消費税導入時における税制

改革法 (昭和63年 12月 30日 法律第107号 )に おいてどのように規定されているかを
,

以下に見てみる。

30

(消費税の創設)

第10条  現行の個別間接税制度が直面している諸問題を根本的に解決し,税体系全

体を通ずる税負担の公平を図るとともに,国民福祉の充実等に必要な歳入構造の

安定化に資するため,消費に広く薄く負担を求める消費税を創設する。

2 消費税は,事業者による商品の販売,役務の提供等の各段階において課税し
,

経済に対する中立性を確保するため,課税の累積を排除する方式によるものとし,



2 消費税の法的本質から見る財務諸表表示の問題点

その税率は,百分の三とする。この場合において,その仕組みについては,我が

国における取引慣行及び納税者の事務負担に極力配慮 したものとする。

3 消費税の創設に伴い,砂糖消費税,物品税, トランプ類税,入場税及び通行税

を廃止する。

(消費税の円滑かつ適正な転嫁)

第11条 事業者は,消費に広く薄く負担を求めるという消費税の性格にかんがみ
,

消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする。その際,事業者は,必要と認める

ときは,取引の相手方である他の事業者又は消費者にその取引に課せられる消費

税の額が明らかとなる措置を講ずるものとする。

2 国は,消費税の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため,前項の規定を踏まえ,消

費税の仕組み等の周知徹底を図る等必要な施策を講ずるものとする。

(下線は筆者)

このように消費税法第10条第 1項においては「消費に広く薄く負担を求める」

と,消費者に納税義務がある点が明記されている。また同条第 2項 においては

「課税の累積を排除する方式」と消費税の支払いが二重にならないような仕組

みによる点,同条第 3項においては「納税者の事務負担に極力配慮」と納税者

の事務負担について「極力配慮」する旨が明記されている。

また第11条 第 1項においては,消費税の消費に広く薄く負担を求めるという

性質から「消費税を円滑かつ適正に転嫁すべく,事業者は消費税相当額を適正

に転嫁する旨が明記されている。また同項には,「取引の相手方である他の事

業者又は消費者にその取引に課せられる消費税の額が明らかとなる措置を講ず

る」と,取引において税額が明確に表示される方式がとられる旨が明記されて

いる。そして同条第 2項 には,事業者が消費税相当額を適正に転嫁するための

「必要な施策を講ずる」と,適正な転嫁のための方策がとられるべきことが明

記されている。

このように,消費税導入時の税制改革法には,消費税が「消費に広く薄く負

担を求める」税として,事業者が消費税相当額を後階取引への転嫁および前段

階取引からの控除ができるものとして規定されている。
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2 法規定構造および裁判例から見た租税負担者 (転嫁の点から)

では消費税法ではどのように規定されているのであろうか。実は「転嫁」

という文言は,消費税法では,附則 (消費税法 (昭和63年 12月 30日 法律第百八号)

の附則)第30条 にあるのみである。あくまでも転嫁するための一定の共同行為

については独占禁止法上これを適用しないとする同法の改正を規定する中に

「転嫁」の文言が出てくるのみである。

(私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外等に関する法律の一

部改正)

第30条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外等に関する

法律 (昭和22年法律第138号)の一部を次のように改正する。

附則を附則第 1条 とし,附則に次の 1条 を加える。

第 2条 私的独占禁止法の規定は,事業者が消費税を取引の相手方に円滑かつ適

正に転嫁するため,事業者又は事業者団体が,公正取引委員会規則の定めると

ころにより,公正取引委員会に届出をしてする次に掲げる共同行為 (略)に つ

いては,消費税法 (昭和63年法律第108号 )の施行の日から昭和66年 3月 31日 ま

での間に限り,適用しない。ただし,一定の取引分野における競争を実質的に

制限することにより不当に対価を維持し若しくは引き上げることとなるとき,

不公正な取引方法を用いるとき又は事業者に不公正な取引方法に該当する行為

をさせるようにするときは,こ の限りでない。

1 事業者又は構成事業者が供給する商品又は役務に係る消費税の転嫁の方法

の決定に係る共同行為 (略 )

(以下略)                          (下 線は筆者)

税制改革法の規定にかかわらず,消費税法においては,事業者の後段階ヘ

の消費税相当額の転嫁がまったく保証されていない仕組みとなっている。

では次に, この点,裁判例ではどのようになっているかを見ていく。

① 東京地裁平成14年 4月 18日 判決

これは,取引先に消費税相当額を転嫁できなかった場合の消費税の納税義

務に関する事案である。原告の平成 7年から平成11年 の課税期間の各消費税

に対 して,課税庁が各更正処分及び各過少申告加算税賦課決定処分をしたと

ころ,原告は,消費者に消費税相当額を転嫁 し得なかった取引についても消
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費税を課税したものであること等を理由に,各処分の取消しを求めたものであ

る。この事案では,納税者が取引先に対し一貫して外税方式によつて代金を請

求しており,消費税分を値引きした事実はまったくないにもかかわらず,取引

先が「消費税など納める必要はない」と主張し,事業者の力関係で消費税を転

嫁できなかったのであるが,裁判所はそのような場合でも,「契約で定めた対

価以外に消費税相当額を請求し得ないとすると,そ れは,外税方式ではなく,

内税方式で契約が成立したものというほかない」と判示した。すなわち,個々

の取引においての事業者と消費者間での消費税相当額負担についての合意や,

その合意に基づく消費税相当額の現実の支払いにかかわらず,消費税の納税義

務は免れず,内税方式を前提とした納税義務を課すべきこととしたのであった。

② 最高裁平成11年 7月 19日 判決 (原審大阪高裁平成6年 12月 13日 ,大阪地裁平

成5年 3月 2日 判決)

消費税相当額のタクシー運賃申請が認可されなかった場合の納税義務に関す

る事案である。タクシー事業者であるM社 らは,消費税導入当初は円高差益や

経営努力で納付が可能と考えていたために消費税相当額を消費者に転嫁するた

めの運賃の値上げをしていなかったところ,平成 3年 3月 になって消費税相当

額を転嫁することにし,料金変更認可申請 (それまで認可されていた運賃の額に■03

を乗じ,10円未満を四捨五入した額への変更)を行った。平成元年 4月 からの消費

税の転嫁を理由とするタクシー運賃値上認可申請は短期間のうちに認可された

のに対 し,M社 らの上記認可申請に対 して運輸局長は,平成 3年 9月 になって

申請を却下 した。

運輸局長は,同業他社の運賃との格差が142%あ りながら3%の値上げしか

申請 していないため同業他社と同じ運賃額に値上げするよう行政指導をしよう

として,本件申請書を正式に受理せず,事実上預 り置 くことにとどめたが,平

成 3年 4月 に行政指導に従う意思のないことが明確になったため申請を正式に

受理することとし,M社 らにその旨を告知するとともに,原価計算書等の添付

書類の提出を求めた。これに対 しM社 らは,同年 5月 に昭和57年度に運輸局長

に提出した原価計算書を提出し,運賃変更の理由は消費税の転嫁である旨の陳

述をしたのみであったため申請の却下となったものであった。
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そこでM社 らは,国に対し,運輸局長の上記行為は違法であるとして国家賠

償法に基づく損害賠償請求を,予備的に納付した消費税を不当利得に当たると

して当該納付税額相当分の返還請求を求め,訴えを提起した。

第 1審 (大阪地裁平成5年 3月 2日 判決)では以下のように判示した。

「税制改革法11条 1項は『事業者は,消費に広 く薄く負担を求めるという消

費税の性格にかんがみ,消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする。』と規

定し,消費税の形式上の納税義務者は事業者ではあるものの (消費税法5条 ),

実質上の負担者は消費者であるとの消費税の趣旨を明確に示すこととした。被

告は,右規定は,国の政治的責任を定めたものにすぎないと主張するが,消費

税の右立法趣旨からしても,国やその機関は,消費税に関連した施策や行政上

の事務処理をするに当たり,右趣旨に沿った判断,運用をすべき義務があるの

は当然である。」

「消費税の納税義務者である事業者が消費税相当額を消費者に転嫁すること
,

すなわち,商品代金等の値上げをするか否か,ま た値上げをするとして,そ の

程度及び時期については,専 ら事業者の判断に委ねているということができ

る。」

「タクシー運賃の場合も,消費税の転嫁は運賃額の変更,すなわち運賃の値

上げとして表れることになる。したがって,除外規定もない以上,消費税の転

嫁を理由とするものであっても,タ クシー運賃の変更については,右認可が必

要であるというほかはない。原告らは,も し消費税の転嫁を理由とする値上げ

の場合にも認可が必要であるとすれば,認可があるまでは消費税の納付義務は

免除されるべきであるとも主張するが,・ ……事業者には転嫁義務はないし,資

産の譲渡等 (略 )について税を課すとする消費税制度の中において,原告らが

主張するような免除規定もないから,原告らの右主張を採ることはできない。」

「前記消費税の趣旨を考えると,消費税転嫁の場合にも通常のタクシー運賃

値上げの場合と全く同じ観点からこれを審査すべきであるとするのは,少なく

とも当を欠くものといわざるを得ない。すなわち,消費税は『円滑かつ適正に

転嫁する』とされているのであり,本件のように,右に従い,事業者が転嫁す

べきものと決断し,運賃の値上げ認可を申請してきた場合には,地方運輸局長

34



2 消費税の法的本質から見る財務諸表表示の問題点

は,右法令 に定めてある手続 きにのっとって審査 した結果,申請の内容が,不

当違法な目的による値上げなど,転嫁が『円滑かつ適正』でないとみられるよ

うなものでなく,『 円滑かつ適正』に転嫁することを目的とするものであると

認められる場合には,右申請を認可すべきであり,し たがって,右認可申請に

対する審査 も専 ら右の観点から行われるべ きものである。」

「運輸局長が原告らに消費税の転嫁を許さなかったから,原告 らには消費税

の納付義務がなかったと主張するが,既に判示 してきたとお り,消費税法は事

業者に消費税の消費者への転嫁を義務付けてはいないし,原告ら主張の事由に

より原告らへの消費税の納付義務が消滅,免除される法的根拠もないから,原

告らの右請求は理由がない。」

このように判決は,運輸局長の上記行為の違法性を認め損害賠償請求を認め

たが,予備的請求として行った消費税の不当利得返還請求は,消費税の消費者

への転嫁義務はなく,ま た消費税転嫁を理由とする値上げの場合にも認可が必

要である場合に認可があるまでは消費税の納付義務は免除されるべきとの原告

の主張に法的根拠がないとして却下 したのであった。

控訴審 (大阪高裁平成6年 12月 13日 )は ,地裁の判断を認め控訴を棄却 したが ,

最高裁 (平成11年 7月 19日 )においては,消費税の転嫁である旨の陳述をしたの

みで原価計算の算定根拠等を明らかにしなかったとの事情の下では,却下決定

をした局長の判断に裁量権を逸脱,濫用 した違法はないとして,原判決を破棄

した。

なお,当該事件においては,M社 らから争点を変えてあらためて大阪地裁に

訴訟提起 しており平成 7年 5月 19日 に判決が出ている。そこにおいても,M社

らの主張を認め,運輸局による本件却下決定は違法であると,そ して消費税に

関して以下のように判示 し,3%の 値上げ申請に問題はないとした。

「消費税については,税制改革法11条 1項に『事業者は,消費に広 く薄 く負

担を求めるという消費税の性格にかんがみ,消費税を円滑かつ適正に転嫁する

ものとする。』 と規定されてお り,消費税の形式上の納税義務者は事業者であ

るが,実質上の負担者は消費者であるとの趣旨を明確にしているのであって,

右の消費税の性格に鑑みれば消費税を転嫁するために運賃を値上げすることは
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何 ら不当ではない し,本件値上げ申請 を認可することによって原告 らが超過利

潤 を得るとは認め られない。」

しかしこの控訴審 (大阪高裁平成9年 9月 25日 判決)に おいては,以下のよう

に判示して原判決を取消した。

「消費税は,最終的には消費者が負担するものとして立法された間接税であ

るところ,税制改革法11条 1項は『事業者は,消費に広く薄く負担を求めると

いう消費税の性格にかんがみ,消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする。』

と規定しており,その文言からすれば,事業者の消費税に対する消費税の転嫁

は義務として定められたものであり,そ の反射的効力として,事業者には消費

者に対して消費税を転嫁する権利があるものと解される。しかし,そ うである

としても,その行使については公共の福祉による制約を免れることができない

場合もあるのであり,道路運送法が, タクシー事業が国民生活に重要な影響を

及ぼすものであることを考慮してその運賃の設定及び変更には運輸大臣の認可

を要するものとしていること,ま た,道路運送法より後に制定された法律であ

るとはいえ,消費税法や税制改革法その他においてその転嫁につき特別の調整

規定等を置いていないことからすれば,それが,消費税の転嫁を意図するもの

であっても,運賃に反映するものである以上は,それは運賃の値上げの申請を

し,そ れに対する認可を得るという方法で行使することを要するものというべ

きであるから,右被控訴人らの主張は理由がない。」

「本件処分により被控訴人らの消費税の転嫁権が結果として妨げられたとし

ても,本件処分が適法であれば,そ れは適法な公共の福祉による制約なのであ

るから,同条項に定める違法性を具備することはないものというべきである。」

このように高裁判決においては,消費税の転嫁権も公共の福祉による制約を

免れることができないとして,原判決を取消したのであった。

3 法規定構造からみる租税負担者 (仕入税額控除の点から)

では,仕入税額控除については消費税法上どのように規定されているのであ

ろうか。
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(課税標準)

第28条 課税資産の譲渡等に係る消費税の課税標準は, 資産の譲渡等の対価の

額 (略)と する。ただし,法人が資産を……役員に譲渡した場合において

対価の額が当該譲渡の時における当該資産の価額に比し著しく低いときは

価額に相当する金額をその対価の額とみなす。

(以下略)

その

その

2 消費税の法的本質から見る財務諸表表示の問題点

(仕入れに係る消費税額の控除)

消費税法第30条 1項 事業者が,国内において行う課税仕入れ又は保税地域から引

き取る課税貨物については,……課税標準額に対する消費税額 (略)か ら,当該

課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額 (略)及 び当該課税

期間における保税地域からの引取りに係る課税貨物 (略)につき課された又は課

されるべき消費税額 (略)の合計額を控除する。

(中 略)

7 第 1項の規定は,事業者が当該課税期間の課税仕入 の控除に係る帳

簿及び請求書等 (略)を 保存しない場合には,当該保存がない課税仕入れ又は課

税貨物に係る課税仕入れ等の税額については,適用 しない。ただし,災害その他

やむを得ない事情により,当該保存をすることができなかつたことを当該事業者

において証明した場合は, この限りでない。

8 前項に規定する帳簿とは,次に掲げる帳簿をいう。

① 課税仕入れ等の税額が課税仕入れに係るものである場合には,次に掲げる事

項が記載されているもの

イ 課税仕入れの相手方の氏名又は名称

口 課税仕入れを行った年月日

ハ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容

二 第 1項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額

(中 略)

9 第 7項 に規定する請求書等とは,次に掲げる書類をいう。

① 事業者に対し課税資産の譲渡等 (略)を行う他の事業者 (略)が,当該課税

資産の譲渡等につき当該事業者に交付する請求書,納品書その他これらに類す

る書類で次に掲げる事項 (略)が記載されているもの

イ 書類の作成者の氏名又は名称

口 課税資産の譲渡等を行った年月日 (略 )

ハ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容

二 課税資産の譲渡等の対価の額 (略 )

3ア
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ホ 書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称

② 事業者がその行った課税仕入れにつき作成する仕入明細書,仕入計算書その

他これらに類する書類で次に掲げる事項が記載されているもの (当 該書類に記

載されている事項につき,当該課税仕入れの相手方の確認を受けたものに限

る。)

イ 書類の作成者の氏名又は名称

口 課税仕入れの相手方の氏名又は名称

ハ 課税仕入れを行った年月日 (略 )

二 課税仕入れに係る資産又は役務の内容

ホ 第 1項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額

(以下略)

消費税法の規定を確認すれば,消費税の課税標準は,課税資産の譲渡等の対

価の額である。この点,例えば法人税法における課税標準は所得であり,所得

は益金と損金の差額となつている点とまったく異なる。課税標準が,預かった

消費税相当額と支払った消費税相当の差額というのではなく,課税資産の譲渡

等の対価の額となってお り,そ の課税標準に消費税の税率を乗 じて「課税標準

額に対する消費税額」を算出し,そ れから「課税仕入れに係る消費税額」等を

控除することとなっている。その上で,法第30条第 7項以下 (も っともこの仕入

税額控除適用要件の強化は平成6年改正で盛り込まれ, 9年 4月 より施行されたもので

ある。これを日本型インボイスとする向きもあるが,こ の評価は項を改めて検討したい)

で,課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等を保存 しない場合には

仕入税額控除の適用がない旨規定 しているが, この適用を受けるための帳簿等

について第 8項以下で詳細に規定 してお り,こ の要件を満たさない限り,仕入

税額控除の適用はないこととされている。

不正な仕入税額控除防止のためであるとしても,こ れでは前段階税額控除方

式と言いながら,原則が控除なのではなく,要件を満たした場合のみ控除を認

めるものではないだろうか。またこのように詳細な帳簿等への記載義務等は
,

到底「納税者の事務負担に極力配慮」 したものとは言えないであろう。
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4 納税義務者

次に,消費者が納税義務者ではないと明示 した裁判例を見てみる。

① 大阪高裁平成 9年 12月 25日 判決 (原審は神戸地裁平成9年 7月 14日 判決)

この事案は,神戸市所在のマンションを賃貸 していた原告が,阪神・淡路大

震災により補修せざるを得なくなったため,補修工事を施 し,その際工事業者

に対 し,消費税を支払った。原告は,消費者が納税義務者であるとした上で
,

この消費税の支払いは税務署長の消費税課税処分によるものであり, この課税

処分は,違憲・違法なものであるとしてその取消 しを求め, さらに,控訴審に

おいて追加的請求として消費税の還付請求ないし不当利得返還請求を行ったも

のである。

以下に原告の主張のいくつかを掲げる。

1.消 費税法上,国 は事業者の意思に関係なく取引 (売上)に対 して自動的

に課税 し,事業者は取引 (売上)の際に必然的に消費者から消費税を預かっ

ているはずという前提で会計処理がなされるという仕組みになっている。

したがって,事業者を介して原告と被告との間に権利義務を形成すること

が法律上認められていることになるから,本件課税は「行政庁の処分その

他公権力の行使に当たる行為」に該当する。

2.震 災の被災建物の再建や補修は実質的には被害財産の自己填補としての

単なる原状回復の行為に過ぎず価値の増加を伴わないこと,本件補修工事

の動機は自己責任のない地震による災害であることから,本件補修工事は

「消費」ではない。

3.消 費税法上,憲法が保障する生存権,基本的人権,公共の福祉に関わる

ものが非課税となっているが,震災被災者の被災建物の補修や再建の行為

は,生存に関わる生活基盤の回復への努力であるから,非課税とされるべ

きである。

これに対 し,裁判所は以下のように判示 し訴えを却下 した。

「消費税法は,納税義務者たる事業者がその提供する物品やサービスの価格

に消費税額を転嫁 し,転嫁された価格で消費する消費者が最終的に消費税相当

額を負担することを予定 しているけれども,そ れは消費税が間接税制度である
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ためであり,税務署長の何らかの行為により,消費者が消費税の納税義務を負

わされるわけではない。そうすると,本件『消費税課税処分』取消しの訴えは
,

法律上存在しない処分の取消しを求めるものと考えざるを得ず,不適法であ

る。」

なお控訴審 (大阪高裁平成9年 12月 25日 判決)も 同様の旨判示し,原審を維持し,

原告の訴えを却下した。

② 東京地裁平成 2年 3月 26日 判決

これはサラリーマン新党の青木茂氏らが,消費税法が憲法違反であるとして,

違憲の法律を成立させた国会議員の立法行為は国家賠償法 1条 1項の定める公

務員の不法行為に当たるとして国家賠償請求した事案である。この中で原告は
,

次のような主張をした。

「税制改革法11条 1項は,『事業者は,消費に広く薄く負担を求めるという消

費税の性格にかんがみ,消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする。その際,

事業者は,必要と認めるときは,取引の相手方である他の事業者又は消費者に

その取引に課せられる消費税の額が明らかとなる措置を講ずるものとする。』

と規定している。同各項は,内閣から同法案が提出された際,『事業者は広 く

薄く負担を求めるという消費税の性格にかんがみ,消費税の円滑かつ適正な転

嫁が行われるよう努めるものとし,… …』という条項であったものが,国会に

おいて修正されたものである。

右規定は,あ くまで事業者が納税義務者であることを前提としつつ,事業者

に対し,消費税の転嫁義務を課したものとも解されるが,他の税法を見ても,

実質的な租税負担者と租税債務を負担する納税義務者が相違する場合,納税義

務者に対し,実質的な租税負担者への転嫁を義務付けてはいない。

そうすると,税制改革法11条 1項が,国会において修正され,現行条文のよ

うになったということは,税制改革法及び消費税法上,消費者は納税義務者,

事業者は単なる徴収義務者と考えられていることを意味すると考えられる。」

これに対し被告側は次のように反論する。

「消費税法 5条 1項は『事業者は,国内において行なった課税資産の譲渡等

につき,こ の法律により,消費税を納める義務がある。』と規定しているのであっ
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て,事業者が納税義務者であることは明らかである。税制改革法11条 1項は,

右の点を前提としたうえで,新たに創設される消費税が転嫁を予定 したもので

あることを周知 し,国民の理解を求めることが必要であると考えられたため
,

規定されたものである。

すなわち,税制改革法は,個別の税法において規定することに馴染まない今

次税制改革の趣旨,基本理念及び方針を明らかにし,かつ,簡潔にその全体像

を示すことにより,右税制改革についての国民の理解を深めることに資するこ

と等を目的として制定されたものであり (同 法1条),個別税法の一つである消

費税法に対する関係において,講学上のいわゆる上位規範に当たるものではな

い。

ところで,消費税法自体には,従来の間接税の立法形式と同様,事業者に課

される税の転嫁については規定を設けていない。しかしながら,今次の税制改

革において消費税の創設は重要な意義を有 してお り,その円滑な実施と定着は

是非とも必要であると考えられたことから,消費税の円滑かつ適正な転嫁の必

要性を納税義務者である事業者のみならず消費者にも理解されるようにとの目

的のもとに前記税制改革法に特に規定されたものである。

したがって,右規定は,消 費者を納税義務者であると規定 したものではない」

これら当事者の主張に対 し,判決は次のように言う。

「税制改革法11条 1項は,『事業者は,消費に広 く薄く負担を求めるという消

費税の性格にかんがみ,消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする』 と抽象

的に規定 しているに過ぎず,消費税法及び税制改革法には,消費者が納税義務

者であることはおろか,事業者が消費者から徴収すべき具体的な税額,消費者

から徴収 しなかったことに対する事業者への制裁等についても全 く定められて

いないから,消費税法等が事業者に徴収義務を,消費者に納税義務を課 したも

のとはいえない。『消費税の円滑かつ適正な転嫁が行われるよう努める』 と規

定されていた税制改革法律案が右条項のような表現に修正されたけれども,修

正後の消費税法の内容からして,右修正に,消費税の消費者への円滑な転嫁の

必要性をより明らかにする趣旨で行われたということ以上の意味を見出すこと

は到底困難である。・……消費税の納税義務者が消費者,徴収義務者が事業者で
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あるとは解されない。したがって,消費者が事業者に対して支払う消費税分は

あくまで商品や役務の提供に対する対価の一部としての性格しか有しない」

この判決においても,消費者は納税義務者,事業者は徴収義務者というわけ

ではなく,あ くまでも事業者が納税義務者であり,消費者が事業者に対して支

払う消費税分はあくまでも商品や役務の提供に対する対価の一部にしか過ぎな

いと判示されたのであった。

5 総額表示義務付

では,次に消費税法における消費税の表示につき,いかに規定されているか

を見てみる。

(価格の表示)

第63条の2 事業者 (略)は ,不特定かつ多数の者に課税資産の譲渡等 (略)を行

う場合 (専 ら他の事業者に課税資産の譲渡等を行う場合を除く。)に おいて,あ
らかじめ課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の価格を表示するときは,当該資

産又は役務に係る消費税額及び地方消費税額の合計額に相当する額を含めた価格

を表示しなければならない。

この条文による総額表示義務は平成15年税制改正により設定され16年 4月 よ

り施行されたものであるが,税制改革法第11条第 1項にある「取引の相手方で

ある他の事業者又は消費者にその取引に課せられる消費税の額が明らかとなる

措置を講ずるものとする」とまったく異なる内容が加えられた。

財務省の公表している改正の趣旨は,単に「税抜価格表示」「税込価格表示」

が混在 している中で価格比較が困難といった問題解消のため,「消費者が値札

等を見れば『消費税相当額を含む支払総額』が一日で分かるようにするため」

であるという。これを単なる表示の問題とみるべきではないと考える。これは

消費者が事業者に対して支払う消費税相当額が消費税法上の規定の上だけでは

なく経済的すなわち実質的にも,あ くまでも商品や役務提供の対価の一部にし

か過ぎないということの表れであろう。

もっともこの改正理由にそのような点が挙げられているわけではなく,それ

は憶測に過ぎないという反論もあろう。また事業者間取引においてはこの総額
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表示が義務付けられているわけではないことから,後段階取引への転嫁すべて

においてこのように言うことはできないという反論もあろうが, これは前段取

引の仕入税額控除との関係から総額表示に統一するわけにはいかなかったため

であろう。これが憶測に過ぎないとしても,結果として,消費者からみれば
,

消費税相当額が商品や役務の提供の対価の一部にしか過ぎないものとなってし

まっているのは事実であろう。

6 納税義務者の法的な相違

この消費税の計算上課税対価に諸税が含まれるか議論されることがある。不

動産売買における固定資産税の日割計算分についての議論や,軽油引取税は含

まれない場合もある一方揮発油税は常に課税対価に含まれるため,二重課税で

はないのかといった議論である。固定資産税については,消 費税法基本通達

10-1-6に おいて「当該未経過分に相当する金額は当該資産の譲渡の金額に含

まれる」と,個別消費税については同通達 10-1-11に おいて「法第28条第 1項

《課税標準》に規定する課税資産の譲渡等の対価の額には,酒税,た ばこ税 ,

揮発油税,石油石炭税,石油ガス税等が含まれるが,軽油引取税,ゴルフ場利

用税及び入湯税は,利用者等が納税義務者となっているのであるから対価の額

に含まれないことに留意する。ただし,そ の税額に相当する金額について明確

に区分されていない場合は,対価の額に含むものとする。」とその解釈が示 さ

れている。

ここで判断基準とされているのは,納税義務者が何れにあるかという点であ

る。同通達 10-1-11に 示されている個別消費税 も同通達 10-1-6に 示されてい

る固定資産税 。自動車税 もともに,こ れら諸税の納税義務が対価の支払者であ

る利用者・購入者側にあれば対価に含まれない,納税義務が利用者・購入者側

になければ価格の構成要素をなすものとみて対価に含まれるとしている。消費

税の課税対価の議論から消費税そのものに言及するのは順序が逆との批判もあ

ろうが,消費税の納税義務が利用者・購入者側にないという点は,消費税が固

定資産税や酒税等と同一の性質を有するものであって価格の構成要素に過ぎな

い点を表していると言えるであろう。
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7小  括

以上の考察から,消費税は後段階への, また消費者への価格転嫁が保証され

ていない上に,前段階の税額の控除も一定要件を満たすことを条件として認め

られるのである。そうである以上,事業者は単なる徴収義務者ではなく,名実

ともに納税義務者であり, この消費税の負担者なのである。

Ⅱ 会計基準 による消費税 の会計処理

― 財務諸表の税込・税抜表示の点から
一

: 消費税の会計処理について (日 本公認会計士協会)

消費税分を財務諸表上含めて表示するかという点については,税抜方式が原

則とされている。消費税導入時における平成元年 1月 18日 に日本公認会計士協

会の消費税の会計処理に関するプロジェクトチームから「消費税の会計処理に

ついて (中 間報告)」 が公表された。そこに以下のように示されている。

「消費税は,付加価値に課税するものであり,原則として,資産の譲渡等の

都度その対価の額につき課税を行うこととし,その前段階に課された税額を控

除又は還付して調整することとされている。このように仕入れ等に係る消費税

(略 )は ,一種の仮払金ないし売上等に係る消費税 (略)か ら控除される一種の

通過支出であり各段階の納税義務者である企業に消費税の会計処理が損益計算

に影響を及ぼさない方式 (税抜方式)を採用することが適当である。

ただし,非課税取引が主要な部分を占める企業等当該企業が消費税の負担者

となると認められる場合,簡易課税制度を採用した場合,その他企業の業種業

態等から判断して合理性がある場合には,それに対応する会計処理方式 (税込

方式)を採用することができる。」

このように,消費税が「一種の仮払金又は通過支出の性格を有するもの」と

いう前提に立って税抜方式が原則とされたのであった。

2 中小企業の会計に関する指針・中小企業の会計に関する基本要領

この財務諸表表示の問題については,金融商品取引法上の監査の適用がない

“
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中小企業においてはどの ようになっているのであろうか。

企業会計基準委員会・日本公認会計士協会・日本税理士会連合会 '日 本商工

会議所により公表された「中小企業の会計に関する指針 (平成23年版)」 におい

ても,「60消 費税等の会計処理」に,「消費税等 (地方消費税を含む。)に つい

ては,原則として税抜方式を適用 し,事業年度の末日における未払消費税等 (未

収消費税等)は ,未払金 (未収入金)に計上する。ただし,その金額の重要性が

高い場合には,未払消費税等 (未収消費税等)と して別に表示する。」と税抜方

式を原則としている。

では次に,中小企業関係者等が主体となり,中小企業庁及び金融庁を共同事

務局とする「中小企業の会計に関する検討会」において公表された「中小企業

の会計に関する基本要領」を見てみるが,こ の基本要領の中には,消費税の処

理につき,直接的な記載はない。注記の例示として「消費税等の会計処理消費

税等の会計処理は,税抜方式 (又 は税込方式)に よっています。」とあるだけで

ある。ということは, この基本要領によれば,税抜方式・税込方式いずれによ

り表示することも認められているが,いずれによったかは注記で明示 しなけれ

ばならないとされているものと思われる。

3 総額表示と純額表示

ところで,企業会計上,費用収益は総額で表示せず相殺して利益だけを表示

すると,利害関係者が当該企業の期中に行った取引の規模を把握することがで

きないことから,総額主義が原則である。しかし昨今は,こ の原則を修正する

方向にある。というのも IAS第 18号 では,収益は,企業が自己の計算により

受領し,又は受領し得る経済的便益の総流入だけを含むとされているからであ

る。したがって,物品税,サービス税,付加価値税のように,第三者のために

回収した金額や代理人として取引先のために回収した金額といった,企業の持

分の増加をもたらさない金額は収益には含めないことになる。そうであるなら

ば,消費税をはじめ酒税等の諸税だけでなく様々なものが除外されるべきこと

になると思われるが, この点について平成21年 7月 に日本公認会計士協会が公

表した研究報告第13号 により確認する。
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この中の「(2)収益の表示方法 (総額表示と純額表示)①我が国の現状」に次

のようにある。

「収益の表示方法 (い わゆる総額表示と純額表示)については,企業会計原則に

『総額主義の原則』が示されているが,こ れ以外には,ソ フトウェア取引実務

対応報告を除き,我が国の会計基準では明示されていない。このため,収益の

表示方法については様々な実務がみられるが,一般的には,契約上,取引の当

事者となっている場合には取引の総額を収益として表示し,代理人となってい

る場合には手数料部分のみを収益として表示している例が多いと考えられる。

ソフトウェア取引実務対応報告では, ソフトウェア取引を主たる対象として

いるが,そ こでは『一連の営業過程における仕入及び販売に関して通常負担す

べきさまざまなリスク (瑕疵担保,在庫リスクや信用リスクなど)を負っていない

場合には,収益の総額表示は適切でない。』(4ソ フトウェア取引の収益の総額表

示についての会計上の考え方)と され,契約上,取引の当事者であるか代理人で

あるかにかかわらず,リ スクの負担の観点から収益の総額表示と純額表示に関

する判断が求められている。

このような考え方は, ソフトウェア取引以外の収益の表示方法 (総額表示と

純額表示)の参考になると考えられる。」

これによれば, リスクの負担の有無により,総額表示すべきか純額表示すべ

きかを判断することになる。この観点からは,ガソリンや酒類等を製造販売す

る企業におけるガソリン税や酒税等の税相当額については,売上高 (及 び売上

原価)か ら控除して表示することが適切と考えられるとされている。

この報告書のなかの「ガソリン税や酒税等の取扱い」には次のようにある。

「(a)具体的事例

ガソリンや酒類を製造販売する企業は,揮発油や酒類を基本的に製造場から

移出又は保税地域から引き取った時点で揮発油税や酒税の納付義務を負い,そ

の後の販売活動によりそれらの税金を回収することが予定されている。

このような取引において,ガソリンや酒類を製造販売する企業においては
,

ガソリン税や酒税相当額を売上高及び売上原価のそれぞれに含めて表示してい

る例が多く,税相当額を売上高及び売上原価からそれぞれ控除して表示してい
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る例は少ないと考えられる。

(略 )

(d)会計処理の考え方

ガソリンや酒類等を製造販売する企業が, ガソリン税や酒税等を売上高及び

売上原価に含めて表示 したとしても,税相当額はそれぞれ同額含まれて表示さ

れていることになる。また,各企業でその税相当額を変動させることはできな

い。このように, ガソリン税や酒税等は各企業の判断で変動させることができ

ない部分であり,ガソリンや酒類等を製造販売する企業が納税義務を負ってい

るとしても,それは実質的には徴税業務を代行 しているものと考えられるため ,

いわゆる付加価値を構成するものではないと考えられる。

また,ガソリン税や酒税等を含む売上高に消費税等が課されるとしても,そ

れだけをもって税相当額を含めて売上高及び売上原価を表示する合理的な理由

にはならないと考えられる。

したがって,ガ ソリンや酒類等を製造販売する企業におけるガソリン税や酒

税等の税相当額については,売上高 (及 び売上原価)か ら控除 して表示するこ

とが適切と考えられる。」

この中では,ガ ソリンや酒類等を製造販売する企業においては取引対価に合

めず純額表示すべ きことになるが,ガ ソリンや酒類等を製造販売する企業と仕

入れ販売する企業を分ける必然性は明らかではない。

しかし考え方の 1つ の方向性 としては理解 しうるものであ り,こ の考え方を

基礎 とするならば,消費税が税抜方式で表示されることも理論的に一貫 してい

ることになる。 しかし他の諸税は含めて表示 しながら消費税だけ含めず表示す

ることには論理的な一貫性はないものといえよう。

4小  活

会計基準は,消費税を一種の通過支出とみて各段階の納税義務者である企業

においては,消費税の会計処理が損益計算に影響を及ぼさない方式として税抜

方式を採用することが適当としている。ただし税込方式は,中小企業の会計に

関する基本要領によれば,情報提供機能への要請が少ない中小企業者に許容さ
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れているが,中小企業の会計に関する指針によれば,非課税取引が主要な部分

を占める企業等や簡易課税制度を採用 した場合,そ の他企業の業種業態等から

判断して合理性がある場合に許容されるとしている。

ガソリンや酒類等を製造販売する企業において,ガ ソリン税や酒税等の当該

企業が納税義務を負う個別消費税の処理については,現在はこれを売上及び売

上原価に含めて処理するのが一般的である。 しか し,IAS 18号 に基づいてこ

れを考えるならば,リ スクの負担の有無により,総額表示すべきか純額表示す

べきかを判断すべきこととなるため,当該企業が納税義務を負う諸税に関して

も収益に含めないこととすべきとなると思われる。

Ⅲ 結 論 (消費税の法的本質と財務諸表表示の問題点)

消費税は後段階への価格転嫁が保証されていない上に,前段階の税額の控除

も一定要件を満たすことを条件として認められているものである。そうである

以上,事業者は単なる徴収義務者ではなく,名実ともに納税義務者であり, こ

の消費税の負担者であるが,会計基準においては消費税を一種の通過支出とみ

て各段階の納税義務者である企業においては,消費税の会計処理が損益計算に

影響を及ぼさない方式として税抜方式を採用することが適当としている。 しか

しこれは消費税の法的な本質と合致 していない。後段階に対 して転嫁を保証せ

ずまた前段階に対 しても控除を保証 していない,事業者が納税義務者である消

費税が,一種の「通過支出」とは,と ても思えないからである。

納税義務者が事業者であるならば,ガ ソリンや酒類等を製造販売する企業に

おけるガソリン税や酒税等と実質的には同性質のものではないだろうか。これ

らのガソリンや酒類等を製造販売する企業においては, ガソリン税や酒税を売

上及び売上原価に含めて処理 しているならば消費税 もまた含めて表示すべきこ

とが許容されてしかるべきということになるのではないだろうか。

注

1)こ の詳細は,論点が消費税法ではないため割愛する。

2)例 えば,平成 8年 12月 16日 参議院行財政改革・税制等に関する特別委員会における片



3)

2 消費税の法的本質から見る財務諸表表示の問題点

山虎之助議員の発言。その他,湖東京至「消費税における仕入税額控除否認の法理と日

本型インボイス方式導入の問題点」静岡大学法政研究 1巻 l号 (1996)1頁 参照。

財務省 HP, http://www.molgojp/tax policy/tax_rebrm/outline/fy2004/sougaku―

hyOJi/index htrn。

本大会において小山会員が報告されている。

小西砂千夫「許容できる『二重課税』とは何か―租税原則から考える」税52巻 8号 4

頁以下。

この通達において固定資産税のみならず自動車税についても同様としているが, 自動

車税は廃車時において還付されるといった固定資産税とは異なる点もあり,同一に扱っ

てよいか疑間である。稿を改め検討したい。

IAS 18 pra.8.

日本公認会計士協会会計制度委員会研究報告第13号「我が国の収益認識に関する研究

報告 (中 間報告)一 IAS第 18号 「収益」に照らした考察」 (平成21年 7月 9日 )8頁。

同上。

同上,59頁。

なお,法的側面と経済的実質の相違する例として, リースが経済的実質に即した処

理となっている点から反論があろう。しかしリースは,法形式はともかく法的側面にお

いても実質は売買契約に金融的な取引が付加されたものとして承認されている。拙稿

「『リース会計基準』に対する商法的評価」産能短期大学紀要27号35頁以下,拙稿「フア

イナンス・リースの法的性質から見たリース会計基準及び適用指針の検討」経理研究 (中

央大学経理研究所)52号217頁 以下,拙稿「フアイナンス・リースの法的性質から見た

新リース税制の検討 (前 )(後 )――借手側 (レ ツン~)の処理を巡って」月刊税務事例41巻

3号 (通巻474号 )44頁以下,同 4号 (通巻475号 )36頁以下。
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3 消費税における「対価性」
奥 谷   健

(広島修道大学)

はじめに

消費税において課税対象となるのは,非課税 (消法6条 1項)を 除く資産の

譲渡等すべての取引である (2条 1項 9号 )。 そして, この「資産の譲渡等」に

ついては,「事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務

の提供」とされている (2条 1項 8号 )。 つまり,「事業として」行われている

ものであること,及び,「対価を得て」行われているものであることの 2つの

要件がある。このうち,「事業として」行うことについて,「対価を得て行われ

る資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供が反復,継続,独立して行われるこ

とをいう」とされている (消基通5-1-1)。 これによれば,資産の譲渡等が「対

価を得て行われること」は,「事業として」行われることの重要な判断要素と

いえる。

そうであれば, この「対価を得て行われる」ということは消費税において重

要な要件であると考えられる。そしてこれについて,「資産の譲渡及び貸付け

並びに役務の提供に対 して反対給付を受けること」 とされている (消基通

5-1-2)。 これによれば,何 らかの資産の譲渡等が行われる場合にその受け手が

支出する金員等が「反対給付」であるということが重要であるといえる。

しかしながら, この重要な要素である「対価」及び「反対給付」について消

費税法は明確に示 していない。例えば,「対価の額」について「対価として収

受し,又は収受すべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的

な利益の額」としているに過ぎない (28条 1項括弧書き)。 そのため,消費税法

における「対価」や「反対給付」が何かということは不明確であるといえる。
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ただこの ような場合,こ れ らの概念は民法の有償契約における「対価」の意義

に従うとも考えられる。しかし,民法においても対価的意義をもつ出捐をもっ

て有償契約と考えられているように,「対価」について明確な定義があるわけ

ではない。

このような状況においては,どのような取引が課税対象になるのかを納税者

が予測できないということが考えられる。これは租税法律主義 (憲法84条)の

観点から問題があるといえる。そこで,以下では消費税の対価性について検討

していくことにしよう。

I 対価性が問題になった事例

対価性が問題になるのはどのような場合であろうか。最近では弁護士会を原

告として法律相談センター等において法律相談を受けた弁護士が受任後に支

払った負担金等の対価性が問題となっている。そこでその事例をもとに, どの

ような場合に対価性が問題になるのか,ま た裁判所はどのように対価性をとら

えているのか,についてみていくことにしよう。

, 事実の概要と当事者の主張

原告は,(1)原告に設置されている法律相談センター,刑事弁護 。少年 (等 )

付添センター,消費者・サラ金被害救済センター,高齢者・障害者支援センター

において,申込者等から事件等を受任 した,又は,申込者と顧問契約を締結 し

た場合に当該弁護士が原告に対 し支払わなければならないとされている負担

金,(2)弁護士法23条の 2に基づ く公務所等に対する照会の手続を原告が行う際

に当該照会の申出をした弁護士が原告に対 し支払わなければならない手数料 ,

(3)原告が弁護士協同組合,財団法人法律扶助協会から事業の委託を受けている

ことに基づき支払を受けている事務委託金及び人件費等の実費の負担金,及 び,

(4)司 法研修所長からの司法修習生の実務修習の委託に基づき,弁護士会におけ

る司法修習生の弁護実務修習の指導に要する経費に充てるための費用として原

告に支払われる司法修習生研修委託費について,消費税の課税標準額に含めず
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に申告を行った。それに対 し処分行政庁は,こ れらの収入を課税取引の対価で

あるとして課税標準額に含める旨判断し,更正処分をした。

原告がこれらの収入を課税標準に含めなかったのは次のような理由から対価

性がないと考えたためである。すなわち,「対価 とは,役務の提供があ り,こ

れに対応 して金銭等の反対給付がされるという相関関係の中で形成されるもの

であ り,その典型は,役務を提供する者に対 して,その役務の買い手が代金を

支払う関係である。そして,対価支払というのは,当事者間における自由な合

意を基礎 として,提供された役務に対する相手方の自発的な代価の支払を基本

的な要素とする。

このように考えると,対価を得て行う役務の提供に該当するとする際には
,

その基本的特性として,①役務の提供があらかじめ義務付けられたものではな

く,役務の提供者と代金の支払者との間での合意形成を基本とすること (任意

性),②役務の提供とそれに対応 した代金支払があること (関 連性ないし結合性),

③当該役務と当該代金が同等の経済的価値をもつこと (同等性)が求められる」。

このように,原告は対価性を認定するための基本的特性を示した上で,個別具

体的な対価性の判断に決定的なのは,役務提供と対価支払との間における個別

的,具体的関連性の有無であると指摘している。

この点を踏まえ原告は本件で問題となっている各収入について,「構成員に

対して納付義務を課して強制的に徴収するものであり,・ ……上記①～③の要素

を満たさないし,原告の活動に対する対価ともいえない」と述べている。

これに対して,被告は次のように対価性の判断基準について主張している。

「消費税法上の対価性は,『資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供に対して反

対給付を受けること』で足りるのであり,それが自由な交換として行われない

限り対価性をもたないという根拠はない」。つまり,自 由な交換として取引が

行われていなくとも基本的には対価性が認められることになる。

そして原告の主張に対しては,「消費税の課税対象は,・……任意性や同等性

をもたないものにまで及ぶから, これらによって具体的な課税対象の限界を画

することは困難であるし,・ ……〔原告も〕これら要素は基本的な判断基準にす

ぎ」ず,「関連性ないし結合性の判断を,客観的かつ公平に行うことは困難で
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あり,こ れを課税の対象の限界を画する独立の基準であると解することはでき

ない」として,基本的要素を対価性の判断基準として採用できないとしている。

その上で,「役務の提供等に対する反対給付か否かの限界は,当該役務の提

供がなければ,当該給付はなかったであろうという条件関係があるか否かで判

断するほかないものと解される。〔原告〕が対価性の判断基準として示してい

る任意性,関連性ないし結合性,同等性は,対価性の限界を画する判断基準と

してはあいまいにすぎて妥当でなく,上記のような条件関係をもって限界を画

することこそ,課税の客観性,公平性に資する」と述べている。つまり,提供

した給付と反対給付との条件関係によつて判断すべきであると主張しているの

である。

そしてこれをもとに原告の各収入について,例えば法律相談という機会を提

供するという役務提供があり,その機会を通じて受任しているという条件関係

から,対価性を認定している。

2 京都地裁判決

上述のように,原告は対価性の基本的要素から解しているのに対して,被告

は条件関係をもとに対価性をとらえている。このような主張の対立について京

都地裁は以下のように判断している。

例えば本件各受任事件負担金について次のような認定をしている。「……本

件各センターにおける名簿の作成,紹介の仲介などの事務処理があることに

よって,各弁護士が相談者等と接触することになり,その後に当該相談者等か

ら事件を受任した場合には,そ の受任は,上記の事務処理があったことに起因

しているといえるから,各弁護士は,本件各センターの運営とその事務処理に

よって,受任の機会を得ている面があると評価することができる。そして
,

……本件各センターの事務処理は,原告による事務処理であるということがで

きるから,原告の事務処理によって,各弁護士は,受任の機会を得ていると評

価することができる。

……原告の事務処理によって,受任の機会を得たことにより,それがその後

の受任に基づく利益につながるからこそである,と 解するのが合理的である。
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以上によれば,結局,各弁護士は,原告の事務処理という役務の提供によっ

て受任の機会を得たため,その反対給付として本件各受任事件負担金を支払う

こととされているものということができ,当該役務の提供と本件各受任事件負

担金との間には明白な対価関係がある」。このように,法律相談による事件の

受任の機会を得るという役務提供があったという条件関係を認定し,それに対

する対価性を認めている。

しかし,原告はそのような条件関係ではなく,対価性の基本的特質を挙げて

主張している。それに対して裁判所は,「……原告がその主張において指摘す

るとおり,対価性の基本的要素を示すものにすぎないから,こ れは,対価性の

判断基準となり得るものではないといわざるを得ない。したがって,〔原告の〕

見解を基に対価性を判断する必然性はなく,そ の挙げる基本的要素の充足の有

無を検討する必要性はない」と述べ,基本的要素ではあるが判断基準とはなり

得ないとしている。このように本判決は,原告の主張する対価性の基本的特質

をまったく検討しないままに条件関係のみに着目して対価性を認定している。

3 ′」ヽ  才舌

ここまでみてきたように,弁護士が弁護士会に対して負担する事件受任負担

金等の弁護士会の収入について,原告は対価の基本的特質を挙げ負担金等の性

質を考慮し,対価性がないと主張している。それに対して被告も裁判所も,弁

護士会の行った役務提供があるからこそその負担があるという条件関係に着目

し,原告が主張する対価の基本的特質を考慮せずに対価性を認定している。

このような収入の特質を考慮しないままに判断している本判決に対しては批

判もみられる。これとの関連では特に,対価の基本的特質を考慮しない点につ

いてどのように評価すべきか,条件関係だけに着目して対価性を判断すること

に妥当性はあるのか,と いう点に疑間が生じる。そこで次のこれらの点につい

てみていくことにしよう。
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Ⅱ 対価性をめぐる見解

上記のように京都地裁判決においては,条件関係にのみ着目して対価性が認

定されている。このような判断に問題はないのだろうか。以下でみていくこと

にしよう。

7 対価の基本的特質

原告が主張している対価の基本的特質について,半」決が検討していないこと

に対して原告の主張を支えた意見書をもとにした批判がある。この見解は対価

の意義について,「財産や労力を他人に与え又は利用させた場合に,その報酬

として受け取る利益」であるという一般的理解を前提としている。そして,対

価についてのこのような理解は,役務提供とこれに対応した反対給付との相関

関係があることがその核心部分であると指摘 し,「対価性の基本的要素は,①

役務の提供があらかじめ義務づけられたものではなく,市場 (も し,こ のように

いうのが理解しがたいのであれば,取引当事者間)に おける合意形成を基本とする

こと (任意性),②役務の提供とそれに対応した代金支払があること (関連性な

いし結合性),③当該役務と当該代金が同等の経済的価値を持つこと (同等性)

という,少なくとも3つの基本的特性,基本的要素」があるとしている。

これによれば,対価性が認められるのは市場取引であって,寄附や強制的な

金員の支払のような市場外取引は対価性がないことになる。しかし,下水道料

金や NHK受信料などの付合契約の場合には任意性の判断が困難になるから,

対価性の基本的要素のうち関連性ないし結合性と同等性を考慮して対価性の有

無を判断することになる。そして,そ の場合に重要となるのは,資産の譲渡等

と支払との間の個別的,具体的関連性であると述べている。つまり,金員の支

払が資産の譲渡等に対する直接的な反対給付といいうるかどうかを判断するこ

とで,対価性の有無が判断できるとされている。そして,対価の一般的意義か

らその基本的特質を導き出し,本件へのあてはめを行い,本件各負担金等に対

価性が認められないとしている。
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このような理解に対して,条件関係に依拠した理論はどのような根拠に基づ

くものであろうか。対価性を因果関係に求める見解についてみていくことにし

よう。

2 因果関係による対価性判断

この見解は,消費税法 2条 1項 8号における「対価」概念を明らかにするた

めに,所得税法34条 1項にいう「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価」の

意義に関する東京高判昭和46年 12月 17日 及び東京地判平成 8年 3月 29日 を参考

にしている。東京高判では,役務の対価とは「狭 く給付が具体的・特定的な役

務行為に対応・等価の関係にある場合に限られるものではなくて,広 く抽象的,

一般的な役務行為に密接・関連してなされる場合をも含むものと解するのが相

当である」と述べられている。また東京地判では,「供与が具体的な役務行為

に対応するだけでなく,一般的に人の地位及び職務に関連してなされる場合も,

偶発的とはいえないものについては,対価性の要件を充たすと解するのが相当

である」と示されている。そしてこれらから「対価性」のメルクマールとして

「課税資産の譲渡と給付 (支出)の関連性」を抽出している。

そしてこの関連性について,東京高判をもとに,「消費税は消費支出に負担

を求める性質を有する以上,一般的・抽象的な役務の提供を受けたとしても,

その役務の提供を受けたものがその役務の提供に関連して (反対)給付をなし

ていると認められる限り,その一般的・抽象的な役務の提供について消費支出

をなしているといえるから」,「具体的な役務の提供と (反対)給付との関連性

が要求されるのではなく,(反対)給付と一般的・抽象的な役務提供との関連

性が存在するだけで,『対価』が十分に認定することができる」としている。

この考え方は,「『消費に広 く薄く負担を求めるという性質を有する』消費税

の趣旨にも合致して」おり,「そのような (反対)給付と関連性のある一般的・

抽象的な役務の提供を,消費税の課税対象外におくことは,消費税導入時の基

本方針である中立性の確保という観点で大いに問題がある」となる。つまり,

中立性の確保という観点から,一般的・抽象的関連性のある反対給付に対価性

を認めることが適切といえる。そして対価性の基本的特質は重要ではないので
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ある。

またこのような役務提供と (反対)給付との関連性について,「 どの主体 (役

務を提供する者か,それとも,役務を提供された者か)」 をもとに検討している。そ

して消費税法28条 1項括弧書について「役務の提供と(反対)給付との関連性は
,

役務を提供する者,すなわち事業者の視点で行うべきであるようにも見える。

しかし,消費税が最終消費者の消費支出に負担を求める性質を有するのであっ

て,事業者による課税資産の譲渡等への課税要件の結びつけが単なる徴税技術

上の考慮に過ぎないことを考慮すれば,む しろ,役務を提供された者……の視

点においてこそ,役務の提供と (反対)給付との関連性を判断すべきである」

と述べている。その上で「ある役務が提供されたからこそ(反対)給付をおこなっ

たという関係が客観的に想定できれば,役務の提供と (反対)給付との関連性

を認定することができる」と示 している。そして「役務の提供と (反対)給付

との関連性の判断に当たっては,両者の因果関係をベースに判断すべき」とし

ている。

このように, この見解は所得税における「対価性」に関する裁判例から「役

務の提供と (反対)給付との関連性」というメルクマールを抽出している。そ

してそれは,一般的・抽象的な関連性のみで足 り,そ の判断は役務の提供を受

けた者の視点から因果関係に基づいてなされるとしている。

しかし,こ の考え方については対価性の基本的特質をどのように評価するの

か,と いう点に疑間が残る。また,こ の見解は所得税の裁判例をもとにしてい

るが,所得税法における「対価」と消費税法における「対価」は同じ意義に理

解してよいのだろうか。確かに,税法という分野においては統一的に理解すべ

きであろうと思われる。しかし,「対価」概念は税法上定義がなければ,取引

関係を規律する私法からの借用概念であると考えられる。そうであれば,私法

上の意義について検討しないまま所得税法と消費税法だけの統一的な理解をす

るということは妥当なのかとも考えられる。

また,こ の因果関係に基づいてとらえる立場が所得税法と消費税を統一的に

とらえていることについて,次のような点も疑間となる。例えば,消費税法で

は「保険料を対価とする役務の提供」が非課税取引として挙げられている。し
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かし,保険契約は射幸契約であり保険料に対する給付は保険金である。また
,

所得税は保険金と保険料を対応 した関係とみている。そうであれば,保険料に

対する役務提供は考えられていないことになる。仮に,保険金を受領する地位

の提供を役務の提供とすると,ギ ャンブルや宝 くじについても賞金を得るとい

う地位の提供があり対価性があると考えられる。しかし所得税法でも消費税法

でも対価性を認めていない。そうすると,保険料に対する役務提供とは何かが

観念しがたく,保険料に関する対価性が認められないとも考えられる。にもか

かわらず,消費税法においては保険料について対価性を認めている。そうであ

れば,消費税法の「対価」は私法とも所得税法とも異なる理解をしていること

になる。それにもかかわらず,所得税法に関する裁判例を前提に因果関係に基

づいて対価性をとらえてよいのだろうか。

さらに,因果関係に基づいて対価性をとらえた場合,保険金は保険料の支払

があったからこそ支払われるため,保険金は保険料を対価とした反対給付とし

て認められることになる。しかしこれについて対価性がないことは上記のとお

りである。そうすると,因果関係に基づいて対価関係をとらえることは,現行

の取扱いに反する結果につながることになる。このように対因呆関係に着目し

た判断にはいくつかの疑間が生じる。

3小  括

ここまでみてきたように,対価性についてその基本的特質に着日した考え方

は,提供された役務提供とその給付との個別的・具体的な関連性をもとに対価

性を判断するとしている。それに対して,因果関係に着目した考え方は,所得

税法における対価性に関する裁判例から役務提供と反対給付との関連を一般

的・抽象的なもので足 りると解している。しかし,こ のような考え方にはいく

つかの疑間が生じる。そのため, この見解についてより詳細に検討する必要が

あるように思われる。
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Ⅲ ドイツにおける対価性 をめ ぐる議論

因果関係により対価性 を判断する見解の理論的背景には ドイツ売上税法

(Umsatzsteuergesetz)に おける対価性をめぐる議論がある。そこで,次に ドイ

ツ売上税法における議論についてみていくことにしよう。

7 給付交換のメルクマール

売上税における課税対象は,「事業者が国内においてその事業の範囲内で対

価に対して行う給付及びその他の給付である」(1条 1項 1号 1文 )。 この「対価

に対 して行う」から,事業者が何らかの給付,つ まり資産の譲渡等をし,それ

に対する対価があるという給付交換関係が課税対象の基本要件となる。つまり,

事業者が給付者としてその事業の範囲で国内において給付を行い,そ の給付が

反対給付 (対価)を もたらす給付の受領者に提供される。このとき,給付と反

対給付の間の直接的な関連性がなければならない。この直接的な関連性は,給

付者と受領者の間にある法律関係から生じ,その範囲で相互の給付が交換され

ることになる。

そしてこの給付交換関係を認める基準について,連邦財政裁判所 (BFH)は ,

給付が反対給付を意図して提供されるという目的性に基づいて判断していた。

これは,「対価とは,給付の受領者が,給付を得るために消費するすべてのも

のである」という文言 (10条 1項 2文)か ら導かれている。この考え方は給付

の受給者,つ まり消費者の観点から対価をとらえている。

しかし,1条は「対価に対して給付を行う」事業者の観点からの規定と考え

られる。つまり,事業者が “対価を得るために"給付を行っている場合に給付

交換関係,対価性を認めることもできる。実際に BFH 1981年 5月 7日 判決で

は,給付提供者は反対給付を得るためという目的のもとで給付行為を行ってい

ること,そ の行為が反対給付を得るという目的にかなったものであるという合

目的性が求められている。そして給付交換関係は反対給付が見込まれるような

場合の給付の提供も「対価のために」なされたものであると評価されている。
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そうすると,給付交換が成立するのは,「給付がその (可能な)反対給付の獲

得に向けられ,それによって,意図又は期待され,あ るいは期待可能な反対給

付を生じる場合のみである」ことになる。このとき,「相互に提供される給付

は相互に内部的に結びついている」。そのためには,「対価獲得という目的のた

めに提供された給付が存在しなければならないということが要請されている」。

これに対 して連邦財務大臣は本件について,「給付と反対給付の双務的な結

びつきは必要ではな」く,「既存の雇用関係に現れている強い内部的結びつき

で十分である」としている。つまり,「契約当事者によって相互に保障される

給付すべてが,そ こには原因が認められるので,既存の雇用関係による給付交

換関係にある」ということである。

しかしBFHは ,目 的性の考慮から因呆関係による給付交換関係の判断を否

定している。つまり,事業者が契約に基づいて反対給付を得るために給付提供

していることが給付交換関係にとって重要なのである。また因果関係に基づく

対価性の認定も否定しているのである。

それにもかかわらず,わが国で紹介された見解は対価性を因呆関係によつて

判断するとしている。そして, これについて同見解によれば,「給付交換は相

互の契約に基づいている。さらに,給付と反対給付が目的的又は原因的に相互

に結びつき,相互に依存しているということも充たしている。消費又は所得支

出課税の観点の下で,給付受領者が所得を支出しているのは,給付を獲得する

ため (目 的的)か,又は給付を得たから (原因的)かに係る」ことになる。また

「10条 1項 2号の文言 (「給付を得るために」)は包括的に解釈されるべきである。

これは “給付を得たために"と も考えられる」ことになる。そしてこの見解は
,

消費課税の原則によれば,対価性の判断は「給付受領者としての消費者が実際

に何を支出しているかである」としている。つまり,消費課税という点からす

れば消費者の観点を重視すべきなのである。そして,一般消費課税という点に

着日し,事業者を税を徴収するための存在として位置づけている。すなわち,

売上税は間接税として価格に転嫁されその負担は消費者に帰着することになる

ため,そ の負担を最終的に負う消費者の観点から,給付と反対給付の結びつき

をとらえるべきだと指摘している。
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そして10条 における「得るために」という文言について,「 1条 1項 1号に

おける……定式よりも明確に,原因的な結びつき,つまり受給者,消費者に依

拠する原因的な結びつきの要請を定めている」と指摘している。つまり,消費

者の行為が課税対象になるかの判断基準となるというのが消費課税の原則であ

り,その適用が公正な結果につながるのである。

このように,BFHは ,売上税法の対価の定義に関する文言が目的的なもの

であるため,対価性の判断も目的性に着日し,対価を得る事業者の観点からそ

れを判断している。それに対して学説では,売上税法の「対価に対する」とい

う文言から,対価として給付を得るための支出を反対給付としてとらえる考え

方もある。これは消費者の観点からの考え方である。消費課税である売上税に

おいて,担税者である消費者の行為に判断基準をおくという考え方である。

ところで,売上税については EUに おける統一的な運用が求められている。

そのため,EU法での給付交換概念も重要といえる。そこでヨーロッパ裁判所

(EuGH)の判断,そ れに基づくドイツにおける議論をみていくことにしよう。

2 EuGH判 決による法律関係の要請と対価性

代表的な事例として EuGH 1994年 3月 3日 判決がある。この判決において

EuGHは,EU指 令との関係での対価性の判断について,役務の提供者と受領

者の間に給付交換に関する法律関係がなければ対価性が認められないと示 して

いる。

そして, この判決から次のような場合に給付交換関係が肯定されると考えら

れている。すなわち,①提供された給付と得られた対価の間に直接的な関連が

存在し,②給付者と給付の受領者の間に「法律関係」が存在する。そして③給

付受領者が利益を得ており,④給付受領者において消費が生じている場合にの

み,給付交換関係が認められるということである。これは受給者の観点からの

とらえ方である。

これについて, ドイツでは消費課税の原則により,給付受領者の観点から直

接的な法律関連を要請する判決もある。例えば BFH 2006年 11月 9日 判決であ

る。本判決において BFHは ,「提供された給付と受領した反対給付の間の直
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接的関連の存在を前提としている」と述べている。そして,給付受領者の観点

から法律関係をとらえている。本判決では,EuGH判 決を受けて,給付者と給

付の受領者の間に「法律関係」の存在をとらえている。そして,給付受領者が

自身に提供された給付のために消費を行ったということのみに依拠すべきであ

ると, より原因的な関係を強調 している。

しか しこの考え方によっても,a)給付は,給付者が他者に目的行為が要請

する個別に考慮可能な利益を譲渡 し,b)給付受領者 (又はその者のために第三者)

が原因的にこの給付によって給付者に対価を保障する場合にのみ認められるこ

とは,正 しいと評価されている。これは,売上税法上,給付受領者又は第三者

が,事業者の給付を得るために行うすべての消費が対価として把握されること

から,給付は反対給付のために提供されなければならないと目的性を重視する

立場が根拠として考えられる。

3 ノ」ヽ  才舌

このように, ヨーロッパにおける対価性をめぐる議論では,①提供された給

付と得られた対価の間に直接的な関連が存在し,②給付者と給付の受領者の間

に「法律関係」が存在する。そして③給付受領者が利益を得ており,④給付受

領者において消費が生じている場合にのみ,給付交換関係が認められるという

ことは認められている。

これらのことから,給付交換関係は,給付者が他者に目的的に個別に考慮可

能な利益を提供すること,及び,給付受領者 (又 はそのための第三者)が原因的

にこの給付によつて給付者に対価を保障する場合にのみ認められるということ

が適切なように思われる。

おわりに

以上のことから,京都地裁判決のような因果関係によって対価性をとらえる

ことには問題があるといえる。なぜなら,給付交換関係を因果性に基づいてと

らえる場合,給付 と反対給付の間の直接的な関連を要求すべ きだからである。

62
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また,消費税の「広 く薄く」課税するという性質から,一般的・抽象的な関係

で対価性を認めているが,考慮すべきなのは消費税が最終的に消費者の負担と

なる性質なのである。だからこそ消費者の観点からも給付交換について判断す

べきなのである。

他方で,給付を提供する事業者は,反対給付が得られる,あ るいはそれが期

待できるからこそ給付を提供するといえる。そのため,対価性には事業者の観

点から目的的な関連性の判断も必要となる。

以上のことから,両者の面をとらえた上で,個別・具体的な,直接的な関連

性についての検討が必要になると思われる。また,こ のような検討での判断基

準は法律関係である。消費税が様々な取引活動を前提とし,そ こでの対価を中

心概念としている以上,それを基礎づける法律関係が重要になると考えられる

からである。つまり消費税における対価性のとらえ方は,給付と反対給付の関

連を給付者と受領者の両側面から,法律関係において個別・具体的に,直接的

な関連があるかを判断すべきなのである。

注
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費・補助金」金子宏編著『租税法の発展』 (有斐閣,2010)401頁。
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4 財政赤字,デフレーシヨIЧ〆
, 消費税

梅 原 英 治
(大阪経済大学)

はじめに

本報告の課題は,消費税が財政赤字とデフレーションという現代日本の経済

財政運営の抱える2つの最重要問題とどのように関わるかを明らかにして,今

後の経済財政政策のあるべき方向を提示することである。

以下,Iでは,財政赤字拡大の要因を分析し,収入調達手段としての消費税

の寄与度を示す。Ⅱでは,デフレが税収と歳出面から財政赤字を拡大してきた

ことを整理し,特に1997/98年度以降の雇用・賃金構造の変化が社会保障関係

費の増加をもたらしてきたことを強調する。Ⅲでは,今後の経済財政政策のあ

るべき方向として,デフレ脱却を最優先すること,それに伴う名目 GDPの増

加を吸収するには消費税増税よりも所得税・法人税中心の税制の再建が有効で

あることを訴える。

I 財政赤字と消費税

: 現下財政危機の 3つの局面

戦後財政の起点となる財政法 (1%7年制定)は第 4条で公債不発行を原則とし,

建設公債を国会の議決の範囲内で発行を認めた。

それ以降の日本財政は公債発行からみると4つ の時期に区分でき,公債不発

行の第 1期 (1947～ 65年度当初予算),建設公債発行の第 2期 (1965年 度補正～75

年度当初予算),赤字特例債を含む公債大量発行の第 3期 (1975年 度補正～92年度

当初予算),赤字特例債大量発行の第 4期 (1992年 度補正予算以降)に分かれる。
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なお,財政法第 4条でいう公債は交付国債,借換債,外国債,短期国債,政

府保証債,地方債などを対象外 としており,第 1期ではこれらを活用すること

で “公債不発行"を
維持 していた。その意味で,上記 4つ の時期は公信用への

依存深化の過程でもある。

戦後 4期 日となる現在の財政危機は1992年度補正予算から始まる。1980年代

後半のバブル経済は90年代に入るとともに崩壊 し,そ れに対 し1992年 8月 の総

合経済対策を起点として建設公債が増発され,1994年 度当初予算からは赤字公

債の発行が再開され,次第に発行が大規模化 し公債残高を膨張させて現在に至

る。

第 4期 に入る直前の1991年 度末の国債残高が17■ 6兆円で,2012年 度末見込

みが708.9兆円であるから,第 4期 だけでそれまでの国債残高の 3倍以上 も積

み上げたことになる。

この第 4期 も公債依存の深まりによつて 3つ の局面に分かれる。第 1局面は

1992年度補正予算から1998年度当初予算までの時期で,バブルの破綻により公

債依存度が「10%越 え」「20%越 え」 した。第 2局 面は1995年度補正予算から

2008年度当初予算までの時期で,橋本内閣の財政構造改革の失敗と金融恐慌に

より公債依存度が「30%越え」「40%越 え」 した。そして第 3局面は2008年度

補正予算以降の時期で, リーマン・ショックや政権交代,東 日本大震災により

公債依存度はついに「50%越 え」する。

2 財政赤字を拡大 した 5つ の主要因

このように1992年度以降,日 本財政は凄まじい勢いで公債依存を深めてきた。

何が公債依存を深化させたのだろうか。

財政危機に陥る直前の1991年度決算額を基準とし,それ以降の各年度におけ

る歳入 (公債金,前年度剰余金受入,決算調整資金受入を除く)と 歳出 (決算不足補

てん繰戻を除く)の各費目の増減額を累計することによって,こ の時期の 3つ

の局面における財政赤字の規模 と要因を分析すると表 4-1の ようになる。

1992～2012年度の21年 間に増加 した財政赤字 (収支差額)の規模は5137兆 円

で,歳入の減少で22LO兆 円 (430%),歳 出の増加で2937兆 円 (570%)を 生 じ
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表 4-1 財政赤字拡大の要因分析
(単位 :兆円,%)

構成比 (%)

第 1局面 (92～ 97年度) 540 299 ▲118 58.81 t7 9 430 ▲ 101 412 1000

第2局 面 (98～ 07年 度) 429 187 ▲201 M.el n3 97 97 551 1000

第3局 面 (08～ 12年 度) 345 207 ▲132 3521 388 ハ19 112 648 1000

合 計 412 209 ▲164 €01 30e 96 77 570 1000

(注 )1 2010年度まで決算.2011年度は第4次補正まで,2012年度は当初予算。

2 計算方法については,梅原英治「∞年代以降の日本における財政危機の要因と背景」(『立命館経

済学』第59巻第6号 ,2011年 3月 所収)を参照されたい。

ている。その内訳を大きいものから順に挙げると,①所得税の減収21■6兆円

(4■2%),②社会保障関係費の増加1589兆 円 (309%),③法人税の減収1074兆

円 (209%),④公共事業関係費の増加493兆円 (96%),⑤国債費の増加397兆

円 (77%)と なる。これが財政赤字拡大の主要因である。これらを合計すると

100%を 超えるのは,消費税の増加84.5兆 円 (164%)な どの黒字要因によって

超過分が相殺されるからである。

3 1998年 度以降,財政赤字の規模 と要因は変化する

局面ごとにみると,5137兆 円の財政赤字は,第 1局面 (1992～ 97年度)で657

兆円 (128%),第 2局 面で2546兆 円 (496%),第 3局 面で1934兆 円 (377%)

発生 しているが,1年当たりでみると,第 1局面109兆円,第 2局面255兆円,

第 3局面387兆 円,全体平均245兆円となり,局面を追うごとに規模が拡大 し

ている。

要因も局面ごとに変化 し,第 1局 面では所得税の減収 (355兆 円)と 公共事

業関係費の増加 (282兆 円)が財政赤字の大 きな要因となっている。第 2局 面

では所得税の減収 (1093兆 円)が大 きな要因となるとともに,社会保障関係費

の増加 (720兆円)も 比重を増や している。第 3局面では社会保障関係費の増

加 (750兆 円)が トップになり,公共事業関係費は黒字要因に転 じている。

区  分

歳入側の主な要因 歳出側の主な要因
財政赤字
(収支差額)

(参考)

公債金所得税 法人税 消費税
その他と

も歳入計
社会保障
関係費

公共事業
関係費

国債費
その他と

も歳出計

第1局面 (1992～ 97年度)
▲355 ▲197 78

^38 
61 il 8l n2 ▲66 271 ▲657 633

第2局面 (1998～ 2∞7年度)
▲l"3 ▲477 512

^ 
r14 31 72.01 24.6 246 1403 ▲2546 2571

第3局 面 (2∞ 8～ 12年度)
▲668 ▲400 256

^ 
68.0 75.01 r: 0 217 1254 ▲1934 1959

合  計 ▲2116 ▲1074 &5
^22t 

0 1s8.91 49.3 397 2927 ▲5137 5163
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以上のように,1992年 度以降の財政赤字拡大は規模と要因で1998年 度以前の

第 1局面とそれ以降の 2つの局面とでは違いがある。規模では,1998年 度以降

に生 じたものが全体の872%を 占め,後の局面ほど規模が増大する。財政赤字

の要因では,1997年 度までは公共事業関係費が大きかったが,1998年 度以降は

所得税・法人税の減収と社会保障関係費の増加が主因となり,近年になるほど

社会保障関係費の増加が比重を増 している。

4 消費税の伸び悩みも財政赤字拡大要因

消費税は1989年 4月 に税率 3%で実施され,1997年 4月 に4%(地方消費税

と合わせて5%)に 引き上げられた。

1991年度を基準にした消費税の増収額は1992～ 2012年度累計845兆円で,財

政赤字を16.4%相殺する効果があった。もっとも,所得税の減収 (21■6兆円),

社会保障関係費の増加 (589兆円)はいうに及ばず,法人税の減収 (1074兆 円)

にも達していない。

局面ごとにみると,第 1局 面7.8兆 円 (1■8%),第 2局面512兆円 (20■ %),

第 3局面25.6兆 円 (132%)で ,第 3局面では増収額が低下している。これは財

政赤字が拡大する一方,後述のように消費税収がデフレ下で横ばいになったた

めである。

Ⅱ デフレーションと消費税

7 デフレに陥った日本経済

財政赤字は第 1局面と第 2,第 3局面とでは量的・質的に変化する。その背

景には1997/98年 度を境 とする日本経済の構造変化があ り,その象徴が名 目

GDPの減少である。

名目 GDPは ,バブル経済の破綻で「複合不況」に陥った1993年度を例外と

して,常に前年度より増えてきた。 ところが,1997年 度5213兆 円をピークに

名目 GDPは減少に転 じ,2002～ 07年度の「戦後最長の景気拡大」によっても

ピークを上回ることができないまま,2008年 9月 のリーマン・ショックによっ
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て激減させ,2010年度でも4792兆円にとどまっている (内閣府『国民経済計算 (2010

年度確報)』 2012年 )。 日本経済は1997/98年 を境 として名目 GDPを増やすこと

ができない構造へと変質した。

名目GDPは 「実質 GDP× GDPデフレータ (物価指数)」 で表されるが,実

質 GDPは景気循環の波を描きながらリーマン・ショックまで趨勢的に増加す

るので,名 目GDPの減少はGDPデフレータの低下に起因する。GDPデフレー

タは1993年度頃から低下傾向がみられるが,消費税が増税された1997年度を

ピークに連続的に低下する。このような物価の持続的下落を「デフレーション」

というが, 日本経済は1997/98年 を境としてデフレに陥ったのである。OECD

諸国を見ると,GDPデフレータを2年連続低下した国がほとんどなく,日 本

だけが10年以上も低下させている (OECD,Economic Outlook,No.90,Nov 2011)。

物価が下落すれば暮らしやすくなるという「よいデフレ」論があるが,デフ

レは他国通貨に対する円の価値を引き上げ,過剰な円高をもたらして国内産業

を苦境に陥らせ,生産拠点の海外移転 (い わゆる産業空洞化),雇用の悪化,地

方経済の衰退をもたらす。国民の大多数は消費者であるとともに労働者であり,

所得を稼がなければ消費はできず,「良いデフレ」論は当てはまらない。

2 デフレの原因を探る

デフレの原因については,実体経済面では,①グローバル化による安価な輸

入品の増大,IT技術革新や流通革新によるコストダウンなどの供給要因,②

景気の弱さや人口構造の変化などによる需要要因,③銀行の金融仲介機能低下

(貸 し渋り)な どの金融要因が挙げられる (内閣府『経済財政白書 〔平成13年 度版〕』

2(Ю l年など)。 しかし,①は欧米諸国でも当てはまるが,デフレは起きていない。

②の人口構造の変化 (特 に生産年齢人口の減少)では1997,98年 の画期性を証明

できない。③については,銀行が貸出態度を軟化させても,デフレは進んでい

る。

マネタリス トたちは「インフレはいつでもどこでも貨幣的現象である」 (ミ

ルトン・フリードマン)と いう言葉をデフレにも当てはめ,デフレの基本原因を

貨幣増加率の低さに求め,マネタリーベース (現金通貨十日銀当座預金)の供給
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不足によって起こっているとみなす。そこから目標インフレ率を設定 して,マ

ネタリーベースを増やし,人 々の期待 (投資収益に対する予想)を 動かして株高・

円安をめざし,デフレから脱却すべ しという「インフレ・ターゲッティング」

論が登場する。

これに対 して日銀は,量的緩和をしても企業が借入を増やして金融機関の貸

出が増えなければ,日 銀の当座預金残高が増えるだけとの反論を行っている (い

わゆる「ブタ積み」論)。

インフレ・ターゲッティング論は ,日 銀が大量に国債を購入 してマネタリー

ベースを増やし,マ ネース トックを増加 してインフレを起こそうとする。ただ
,

マネーベースの増加がマネース トックの増加に結びつ くには ,銀行による貸出

の増加という信用創造のプロセスが動かなければならない。 しかし,銀行がい

くら貸出を増やそうと思っても,企業や家計に借入需要がなければ貸出は増え

ない。実際 ,2001～ 06年の量的緩和政策では貸出が増えず ,マ ネタリーベース

の増加に応 じてマネース トックは増えなかった。

本報告では ,実体経済と金融経済を結ぶ媒介環として賃金を重視 したい。多

くのデフレ原因論では ,賃金はサービス価格の下落要因としてしか扱われてい

ないが ,賃金は労働者の所得として消費と貯蓄の元本を形成する。賃金の下落

や不安定雇用は安上が りの生活スタイルを必要とし,安価な輸入品などへの需

要を生み出す。家計の消費や住宅投資は総需要の 6割を占め ,そ の動向を左右

する。消費や住宅投資の高まりがなければ ,企業は設備投資も資産需要も増や

さない。家計や企業の資金需要が高まらなければ ,マ ネース トックは増えず ,

物価は上昇 しない。そして貯蓄が低迷すれば ,金融仲介機能も低下する。この

ように ,賃金の動向は供給・需要・金融の各面に大きな影響を与える。

この点で, 1年 を通 じて勤務 した給与所得者の 1人当たり給与額は1998年分

467万 円をピークに減少 し,リ ーマン・ショック後の2009年分では406万 円と

ピークから13■ %も 減少 している (国税庁『税務統計からみた民間給与の実態』各

年版)。 OECD諸 国を見ても,1人 当たり雇用者報酬が1997年 より下がった国

は日本だけである。そして賃金の引き上げが伴わなければ,イ ンフレ・ターゲッ

ティング政策は実質賃金の引き下げを招き,内需を軸にした経済成長につなが
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らない。デフレか らの脱却には賃金の上昇が不可欠である。

3 非正規雇用の増大と賃金の二極化

重要なことは,今回の賃金下落が雇用の劣化を伴って起こっていることだ。

1995年の日本経営者団体連盟 (現在の日本経済団体連合会)報告書『新時代の「日

本的経営」』は「総額人件費の抑制」を掲げつつ,今後の雇用システムのあり

方として,労働者を①「長期蓄積能力活用型」,②「高度専門能力活用型」(企

画・営業・研究開発),③「柔軟雇用型」(一般職。技能職など)に 3分割し,②③

への有期雇用の導入,年功制の否定を提起した。すなわち, フルタイムの正社

員を限定し,派遣社員や契約・委託社員,パー トタイムなど非正規労働者の活

用を促したのである。

こうした経済界の要望などに基づいて雇用改革が進め%れ ,労働者派遣法に

ついては,1996年 改定で対象業務を16業務から26業務に拡大し,1999年 改定で

は対象業務を限定列挙するポジテイブ方式から,禁止業務 (製造現場,港湾運送,

建設,警備,医療)以外は原則自由とするネガテイブリス ト方式に変えられた。

そして2003年改定によって,2004年 から製造業務の派遣が解禁された結果,工

場現場作業への労働者派遣が一挙に拡大した。正規労働者は1997年3812万人を

ピークに減少に転 じ,2011年 には3300万 人,135%も 減る一方,非正規労働者

は増加し続け,2011年 では雇用者数5130万 人に対し非正規労働者は1834万人
,

35.8%を 占めるに至っている (総務庁『労働力調査』)。

このような非正規労働者の賃金は全体として正規労働者より低く,月 給ベー

スでは正社員3■2万円に対し,正社員以外 (契約・嘱託・出向社員,派遣労働者,

臨時的雇用者,パートタイム労働者など)は 198万円と6割程度にすぎず,年功制

もなく賃金カーブはほぼ横ばいである (厚生労働省『賃金構造基本統計調査』2010

年)。 社会保険の適用率は正社員では100%近 いが,正社員以外では雇用保険

60%,健康保険486%,厚生年金1466%と 大きく下回る (厚生労働省『就業形態

の多様化に関する総合実態調査』2007年 )。

このような雇用構造の変化は,成果主義賃金の普及などと相まって,多数の

低賃金労働者を生み出す一方,高所得労働者 も少ないながら増やし,賃金構造
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を二極化 して格差を拡大 した。

給与所得者の数は,給与所得総額が ピークに達 した1997年分4526万 人から

2010年分4552万 人へ26万人 (05%)増 加 しているが,その内訳をみると,400

万円超2000万 円以下の層が大幅に減少する一方,400万円以下の層で438万人 (中

でも100万円超200万 円以下で203万 人,200万円超300万 円以下で157万 人),2000万 円超

の層で 3万人増えてお り,少数の上層と多数の下層へ分解 しつつある(国税庁『税

務統計からみた民間給与の実態』各年版)。

多数の低賃金労働者,と くに生活保護基準以下のワーキングプア (働 く貧困者)

の増大は,1998年 以降 4%台を超えた完全失業者の増大とともに,国民の間に

貧困を広めることとなった。1998年以降, 自殺者が 3万人を突破 してきたこと

もそれと不可分ではない。

雇用の劣化,格差・貧困の拡大を伴う賃金の下落は,家計の消費支出や住宅

投資を低迷させる。企業はそれに対応すべ く値下げに走 り,物価を下落させる。

値下げ競争は企業経営を圧迫 し,人件費や下請コス トの引き上げ圧力となり,

さらに賃金の下落と雇用の劣化をもたらす。このような賃金の下落と物価の下

落の悪循環に日本は陥ってきたのである。

4 デフレによる税収減少による財政赤字の拡大

デフレは税収を減らして財政赤字を拡大する。デフレは名目国民所得を減ら

すので,給与などにかかる所得税収を減少させる。また,デフレは金利を低下

させるので,利子所得にかかる所得税も減らす。こうした所得の減少で消費は

伸びないため,消費税収が増えず,事業所得などにかかる所得税や法人税も増

加できない。そこに高所得層・資産家層や大企業向けの減税が加わったため
,

税収は激減 した。

財政赤字拡大の最大項 目である所得税の減 1又 は1992～2012年 度の累計で

2108兆 円にのぼ り,源泉所得税で1248兆 円 (592%),申 告所得税で860兆円

(408%)減少 している (国税庁『国税庁統計年報』各年版)。 ただし,2007年 度分

から行われた個人住民税への税源移譲 3兆円の影響 も大きい。

税務統計の都合上 2年短 くなるが,源泉所得税の減少は1992～2010年度累計
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997兆円のうち,利子所得税の減少696兆円 (698%)と 給与所得税の減少387

兆円 (388%)がほとんどを占め,それを配当所得税の増収59兆円 (59%)な ど

が相殺 している。

利子所得税は1991年 度に54兆 円あったが,金利の低下 とともに減少 し,

2010年度には5482億 円と10分の 1に なった。名目金利は「実質金利十物価」で

表されるので,物価の下落は名目金利を低下させ,家計の利子所得を大幅に減

らしてきた。

給与所得税は1991年度には128兆 円あったが,2010年 度には8.5兆円と3分の

2し かない。同期間における給与所得額の減少幅は44%な ので,給与所得税

の落ち込みは,税源移譲のほか,給与所得者のなかでの納税者の減少,低い給

与所得層の増加,課税最低限の引き上げ,税率の改定 (最高税率は1995年課税所

得30∞万円超50%か ら1999年 1800万 円超37%へ引き下げ,税源移譲に伴い2007年 以降

1800万円超40%)な どが作用 している。

他方,企業は「総額人件費」の削減によって膨れた利益をもとに,配当を増

や してきた。2005～07年 にはミニバブル現象も起こった。それらによつて大幅

な増収が期待できたが,配当所得に対する分離課税や軽減税率の適用は配当所

得税の増収を弱めさせてしまった。

申告所得税でも同様のことがいえるが,こ こでは事業所得の減少も付け加わ

る。

法人税の減収も財政赤字の重要な要因である。利益計上法人についてみると
,

申告所得金額に対する法人税額の割合は1990年分では35%あ ったが,2000年 分

から低下 し,最近では25%前後になっている (国税庁『税務統計からみた民間企

業の実態』各年版)。 法人税率の引き下げ (1998,99年 度)や研究開発投資減税の

拡充 (2003年 度)に よる負担率の引き下げのほか,組織再編税制 (2001,07年 度),

連結納税制度 (2002年 度),欠損金繰越期間の延長 (2004年 度,01年分から遡及適用),

減価償却制度の抜本見直 し (2007,08年度),外国子会社配当の益金不算入 (2009

年度)な どによる課税ベースの縮小が影響 している。法人所得が増加 しても,

法人税負担が増えないようにされてきた。

所得税・法人税の減収による財政赤字の拡大に対 し,消費税はその相殺要因
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として機能するはずだが,デフレ下では十分機能 してこなかった。消費税の特

徴の 1つ は税収の安定性であるが,そ れでも3%時代には1990年度46兆円か

ら1996年度6■兆円へ3■0%増 加 してきた。 ところが,税率引 き上げの翌年度

(1998年 度)以降をみると,消費税収は最小97兆円 (2003年 度)～最大106兆円 (2005

年度)と いう狭いレンジの中に収まっている (財務省『財政金融統計月報』各年「租

税特集」より)。 2002年 1月 から2008年 2月 まで「戦後最長」の景気拡大があり,

消費税の免税点・簡易課税適用上限の引き下げや申告納付回数の増加などが行

われたにもかかわらず,消 費税収は2001年 度98兆円から2005年 度106兆 円ヘ

89%しか増加 していない。デフレ下での消費税収の伸び悩みは財政赤字を拡

大することにつながったといえる。

5 雇用・賃金の構造変化と社会保障関係費の増加

財政赤字拡大の歳出面での最大要因は社会保障関係費の増加であり,局面を

経るごとにその比重を増してきた。社会保障関係費の増加については高齢化に

伴う社会保障関係費の「自然増」が指摘される。確かに高齢化の影響が大きい

が,雇用の劣化や賃金の下落も大きな影響を与えてきたことを強調しておきた

い。

国立社会保障・人口問題研究所 『社会保障給付費』によれば,社会保障関係

費は社会保障財源の一部 (公費負担の中の国庫負担)を構成 し,社会保障給付費

と社会保険料収入のギャップを補うものとみることができる。ここで注目され

るのは,社会保障給付費が一貫 して増大 しているのに対 し,社会保険料収入が

1998年度以降横ばい,時には減少 して,両者のギャップが開き,そ れが国庫負

担 (社会保障関係費)の増大を招いていることである。つまり,社会保障関係費

の増加は社会保障給付の増大によるところもあるが,社会保険料収入の低迷の

方にも大きな原因がある。

社会保障給付費と社会保険料収入のギャップ拡大の第 1の 原因は,生活保護

や社会福祉のように,社会保険料を伴わない社会保障給付が増大 してきたこと

である。生活保護費だけで社会保障関係費の増加の94%を 占める。社会福祉

費76%,失業対策費28%を 加えると,2割程度が社会保険費以外での増加分
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になる。

第 2の原因は,社会保険料収入の低迷である。社会保険料収入は被保険者拠

出と事業主拠出に分かれる。被保険者拠出はリーマ ン・ショックまで一貫 して

増大 しているのに対 し,事業主拠出は1998年度 をピークに横ばいに転 じ,2000

年度以降は減少 している。その結果,従来は事業主拠出の方が被保険者拠出よ

り大きかったのであるが,2003年度からは被保険者拠出の方が多 くなっている。

すなわち,社会保険料収入の低迷または減少は事業主拠出の低迷または減少に

よるものである。

このような事業主拠出の低迷・減少は「総額人件費」の削減を反映 したもの

である。 1つ は企業年金制度の縮減である。特に厚生年金基金では,大企業 (あ

るいは連合組織)が国に代わって厚生年金を支給するとともに,独 自の上乗せ

を行ってきたのだが,バブル破たん後の資産運用実績の悪化に伴う事業主負担

の増加のため,代行部分を国に返上し,2002年 制定の確定給付企業年金への移

行が進められ,事業主拠出を大幅に減らしてきた。

もう 1つ は賃金切 り下げの影響である。被保険者拠出と事業主拠出について

は,事業主拠出のない被保険者拠出だけのもの (国民健康保険,後期高齢者医療

制度,介護保険,国民年金)があれば,逆に事業主拠出だけのもの (労働者災害補

償保険,児童手当)も あるが, それらを除けば両者は基本的にはぼパラレルな動

きを示 して,賃金の動きを反映する。それゆえ,社会保険料収入の低迷または

減少は賃金下落の裏返 しにほかならない。 しかも,社会保険料率が高められて

きたことを考慮すると (厚生年金は総報酬制に変わった2003年度13580%。から2011年

9月 164■ 2%。へ2832ポ イント上昇),社会保険料収入の低迷または下落は賃金の下

落が保険料率の上昇以上に大 きかったことを物語る。それが1998年度から起

こってきたのであり,社会保障給付 とのギャップを拡大 し,国費負担 (社会保

障関係費)を増大させてきたのである。

また,非正規労働者は一定の条件がなければ厚生年金などに加入できないの

で,国民年金など被用者負担のない社会保険に加入せざるをえない。厚生年金

などへの加入は 3分の 1程度で,残 りの 3分の 2程度が国民年金などに加入 し

たものと推定されるが,そ れが退職高齢者の増加などと相まって被保険者拠出
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を増加 させてきた。

そして低賃金労働者の中には生活苦ゆえに社会保険料を払えずにいる者もい

る。国民健康保険や国民年金などの納付率は低下し,収入を落ち込ませてきた。

このように社会保障関係費の増加を分析すると,高齢化の進展に伴う「自然

増」だけでなく,1990年 代末以降の賃金・雇用の構造変化によつて,一方では

貧困など社会保障需要が膨張し,他方では社会保障の財源基盤が掘り崩されて

きた影響も大きいことがわかる。換言すれば,「総額人件費の削減」によつて
,

企業が社会保障負担を国家に転嫁してきたことが社会保障関係費を増加させ
,

財政赤字を拡大させる重要な要素になってきたのである。

さらにいえば,「総額人件費」の引き下げや法人税の減少は,支払配当を増

やしても,企業の内部留保を増大してきた。資本金10億 円以上の大企業の内部

留保 (資本剰余金・利益剰余金・引当金の合計)は 1997年 142兆円から2010年 261兆

円へ838%も 増えている (財務省『財政金融統計月報』各年「法人企業統計年報特集」

より)。 企業は「総額人件費」を切 り下げて社会保険料収入,所得税収を減ら

す一方,法人税が軽減されて,内部留保を増やしてきた。ここに現代日本の財

政危機の本質がある。すなわち,企業が国家と国民に自らの負担を転嫁してき

たことが財政赤字の真因なのである。

Ⅲ デフレ下での財政再建のあり方

: 社会保障 。税一体改革は財政再建に役立たない

以上のように財政赤字拡大の要因と背景を調べてくると,消費税増税を中心

とした社会保障・税一体改革がそれらと相容れず,財政再建のあり方としても

間違った方向にあることがわかる。

消費税増税は日本経済の再生にも財政再建にも役立たない。第 1に ,消費ヘ

の課税を増やすことは,景気を悪化させ,デフレを深化・長期化させる。一時

的な駆け込み需要の後は,金額の大きい耐久消費財や住宅投資などで影響が長

引 く。自動車の新車登録台数も,住宅の新設着工戸数も,前回消費税増税時 (1997

年度)が ピークで,そ の後回復 していない。デフレ下で消費税を増税すること
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4 財政赤字,デフレ~ン ヨン,消費税

は橋本内閣の財政構造改革の失敗の二の舞となる可能性が高い。第 2に ,消費

税は負担が逆進的で,経済格差を拡大する。第 3に ,損税 (税 を転嫁できず自己

負担する)問題や益税 (消費者が支払った消費税が国庫に納まらず,事業者の手元に

残る)問題を拡大する。

『消費税は「弱者」にやさしい !』 『消費税25%で世界一幸せな国デンマーク

の暮 らし』などという本が出ているが,読んでみれば「弱者にやさしい」「幸

せな暮らし」をもたらしているのは社会保障や教育制度であ り,消費税ではな

い。一体改革では消費税の「社会保障目的税」が唱えられているが,ノ ンアフェ

クタシオン (目 的税禁止)の予算原則に反するだけでなく,消費税増税のうち 1%

分 しか社会保障の「充実」には用いられず,それも年金のマクロ経済スライ ド

による減額などが行われれば帳消 しになる。

2 デフレ下での財政再建のあり方

一般に,経済成長のメカニズムは,(需要増→供給増→所得増→需要増

……〉のように働く。ところが,政府の経済成長戦略は 〈供給増→所得増→需

要増→……)と いうもので,民主党になってからは「需要創出」を謳うものも

あるが,内実は企業の供給能力の拡大を優先するものである。しかし,デフレ

下で供給能力を拡大すれば供給過剰が増すだけである。また,た とえ 〈供給増

→所得増)と なっても,企業所得が賃金増に結びつかない以上,(所得増→需

要増〉のルー トが切断される。そして家計の所得が増えなければ ,企業の投資

も高まらず ,金融機関に対する資金需要も起こらない。信用創造のプロセスが

動かなければ,マ ネタリーベースを増やしてもマネース トックの増加に結びつ

かず ,物価は上昇せず,円高も止まらない。

財政再建のあるべき方向は以上から明いかである。まずはデフレからの脱却

を最優先して全力で取 り組むことが必要である。デフレ脱却のあるべき方策の

第 1は ,(需要増→供給増)と いう循環の “最初の一撃"と して財政支出を増

やすことである。この点では震災復興が重要で,被災地・被災者の生活と営業

再建そして防災のために十分な直接支出を行うことが必要である。

第 2は ,財政からの後押しを 〈供給増→所得増→需要増〉に結びつけられる
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よう,雇用・賃金の改善を図ることである。雇用を全体 として増や しながら ,

非正規雇用の比率を引き下げ ,賃金を全体として底上げすることである。その

ために,労働者派遣法など労働法を抜本的に改正 し,派遣や契約などを限定 し ,

正規・非正規労働者の差別・格差をなくすことが必要である。それなしにはデ

フレからの脱却は一時的なものにとどまるであろう。

第 3は ,こ うした実体経済の動 きにあわせて ,通貨の側面からマネタリー

ベースを供給することである。それによつてマネース トックが増えていけば
,

デフレから脱却することができる。

第 4は ,名 目 GDPの増加を税収として吸収するため,所得弾力性の高い所

得税・法人税中心の税制を再建することである。

最後に公債について触れておけば,日 本では大企業のカネ余りのもとで国債

のほとんどが国内で消化されており,ギリシャなど欧州ソブリン危機 とはまっ

たく異なる構造にある。第 2,第 4の取 り組みによつて法人企業の資金余剰が

減少 し,家計の資金余剰が増えて,資金循環は本来のあり方に戻っていく。そ

のプロセスにおいて,公債の発行・流通市場が混乱 しないよう,日 銀とともに

安定性を確保する必要がある。急がず着実に債務を減らしていくことが,膨大

な国債残高を抱えた状況下では必要なことである。

* 報告時には多数の図表を用いたが,紙数の都合上, 1枚を除いてすべて削除させていた

だいたことをお断り申し上げます。
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Ｆ
Ｄ 消費税を法人事業税・付加価値割と

合体する提言

湖 東 京 至
(元静岡大学教授・税理士)

I 消費税・付加価値税の原型は直接税

多 くの人々はヨーロッパ諸国で実施 している付加価値税やわが国の消費税を

間接税だと信 じて疑わない。政府 。国税庁の広報文書にも,「消費税は原材料

段階から小売段階まで次々と税が転嫁 し,最終的に消費者が負担するもの」と

書かれている。直接税と間接税の区分について通説は次のようにいう。「直接

税は税法上の納税義務者と実際に租税を負担する担税者とが一致 していること

が予定されているものをいい,・ ……間接税は税法上の納税義務者と実際に租税

を負担する担税者とが不一致であることが予定されているものをいう」とされ

ている。

つまり,直接税は立法者が税の転嫁を予定 しておらず,間接税は転嫁を予定

しているという点が違うというわけである。この区分からすると消費税は立法

府・行政府が転嫁を予定するとしているから,間接税に区分されるかもしれな

い。だが,以下に指摘するように,筆者は消費税・付加価値税はその生い立ち

からして,ま た経済実態からして,さ らに法律規定からして直ちに間接税に区

分することを是としない。

付加価値税を広 く世に紹介 したのはカール・S.シ ャウプ博士であるといわ

れる。シャウプは1943年,付加価値税という名の税を採用するよう提唱し,実

際に日本で実施するようシャウプ勧告に盛 り込んだ。シャウプは1950(昭 和

25)年 ,当 時日本で実施されていた事業税にかえて同税を導入するとし,同年

「附加価値税法」が国会に上程され,成立 した。だが,国民・とりわけ事業者
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の反対が多く一度も実施されないまま4年後に撤回されている。

シャウプの付加価値税の特徴は事業税にかえて導入するものであるから間接

税であるはずはなく,直接税に位置づけられた。課税標準は企業の付加価値で

あり,納税額の算定方式は加算法と控除法の選択制となっていた。加算法は(企

業利益 +給与支払額+支払利子十支払賃借料)× 税率,で求められる。控除法

は (売上高―仕入高等)× 税率,で求められる。標準税率は4%。 2つの算定

方式のうち,原則的には控除法によることとしていたが,第 2次勧告で中小企
4)

業に配慮し加算法によることも認められた。控除法と加算法のいずれによつて

も同じ課税標準が算定されることはいうまでもない。ちなみにシャウプの控除

法は現行消費税・付加価値税における仕入税額控除方式の原型であり,加算法

は現行法人事業税における付加価値割の原型である。

シャウプの付加価値税のもう1つ の特徴は,直接税として提案されたため輸

出戻し税制度 (輸出還付金制度)がなかったことである。輸出販売による利益も

国内販売と同様,課税標準に含まれることになる。また,直接税であるから価

格への転嫁も考慮の外であった。

Ⅱ 付加価値税を無理矢理間接税としたための基本的欠陥

日本で付加価値税が撤回された1954年 ,フ ランスはそれまであった「生産税」

(Taxe a la prOduction,メ ーカーの蔵出し価格に課税する単段階税)を付加価値税に

移行 した。その際,輸出還付金制度を設ける必要性から,本来直接税である付

加価値税を無理矢理「モノに着目して課税する間接税」であると定義 した。そ

の理由は,ガ ット協定にある。ガット協定では直接税を還付することを認めて

いないが,間接税なら税の還付を認めているからである。

この点についてアメリカ国務省は,「本来直接税である付加価値税を間接税

であるとすることによって,輸出を助成することはおかしい」と鋭 く批判 して
5)

いる。極論すればフランスは直接税である付加価値税を間接税であるかのよう

に人々に錯覚させたのである。そのため,付加価値税・消費税には直接税の側

面が顕著に残っている。たとえば,価格への転嫁問題であるが,転嫁は法的に
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5 消費税を法人事業税・付加価値割と合体する提言

も経済実態的にも強制 されていない。そ もそ も「転嫁」 という言葉 自体消費税

法・付加価値税法にはない。したがって消費者と事業者の関係は消費税を「負

担する,預かる」という関係にない。多くの消費者はこの実態を知らない。政

府の「ペテン」に乗せられているのである。

消費者と事業者の関係を端的に示した判決がある。この裁判は消費税が導入

されて間もなく,ある消費者グループが損害賠償事件として国を訴えたものだ

が,判決は次のように判示して原告敗訴を言い渡した。

……消費者が事業者に対して支払う消費税分はあくまで商品や役務の提供に対する

対価の一部としての性格しか有しないから,事業者が,当該消費税分につき過不足

なく国庫に納付する義務を,消費者との関係で負うものではない。

(平成 2年 3月 26日 東京地裁確定判決)

すなわち判決は,消費者が税と思っているのは物価の一部であり,消費者は

事業者に消費税を税として預けたことはなく,事業者も預かったことはない
,

というのである。つづめて言えば消費税は間接税ではなく,事業者が自分の税

額を計算 して納める直接税だといっているのである。この判決は被告・国の主

張を裁判所がそっくり受け入れたものである。したがって,消費税の仕組みに

対する政府の公式見解とみていい。

にもかかわらず,政府 。国税庁は消費税は「預 り金的な税」 (「預り金」とは

言わない)であるといい,滞納 している事業者を「盗人」扱いする。消費税は

赤字でもかかる直接税であり,そ のため,滞納が頻発するのである。これは本

来直接税である付加価値税・消費税を無理矢理間接税とした基本的欠陥から招

来するものであり,i帯納する事業者の責任ではない。

消費税が間接税ではない証拠をもう 1つ挙げよう。わが国の国税犯則取締法

施行規則第 1条は間接国税を列挙 している条項である。同条には酒税,た ばこ

税,揮発油税,石油ガス税等を挙げているが,消費税は間接国税に挙げられて

いない (課税貨物を保税地域から引き取る場合の消費税だけは間接国税としている)。
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Ⅲ 輸出還付金制度を支えるゼロ税率と仕入税額控除制度

フランスは輸出還付金制度のために「ゼロ税率」による課税方式を考案 した。

ゼロ税率とシャウプの付加価値税にあった控除法を用いることにより,輸出企

業に実質的な補助金を与えることに成功 したのである。それまで輸出販売につ

いては,売上税や物品税に免税措置 (還付金のない単なる免税)が設けられていた。

還付金を支給 し,輸出企業を国家が税を通 じて援助する方法はフランスの発明

である。

筆者は,フ ランスが実質的な輸出補助金を支給するため,付加価値税を間接

税として導入 したのであり,その動機はきわめて不純だと考える。そもそも,

輸出企業は下請企業に消費税を支払っていない。すなわち経済的に見れば,輸

出大企業 (親会社)は下請単価や納入価格の決定権をもってお り,常 にその引

き下げを追る。仮に請求書に消費税が別記されていたとしても,本体価格を下

げられれば価格への転嫁が行われたことにならない。

一方,法的に見れば,消費税法のどこにも価格への転嫁規定がないうえ,輸

出企業は税として下請先に消費税を払ったことはない。それは消費者と事業者

の関係を示 した判決でもすでに明らかであろう。件の判決文をトヨタと下請業

者の関係にアレンジしてみよう。

…… トヨタが下請業者に対して支払う消費税分はあくまで商品や役務の提供に対す

る対価の一部としての性格しか有しないから,下請業者が,当該消費税分につき過

不足なく国庫に納付する義務をトヨタとの関係で負うものではない。

(東京地裁平成 2年 3月 26日 判決文アレンジ)

つまり,法的に見れば トヨタは消費税として下請に税を払ったことはなく,

払ったと錯覚 しているものは物価の一部である。払ったこともない税金を自分

が払ったものとして還付を請求するのは「いわば横領」であるといってよい。

輸出還付金制度は消費税の恥部であり,最大の不公平税制である。筆者がわが

国の有力20社の還付金額を推算 したのが表 5-1である。
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事業年度 消費税還付金額 輸出割合 本社の所轄税務署企業名

1,695 60619`) 愛知 豊田税務署トヨタ自動車 20114～ 20123

神奈川 神奈川税務署日産自動車 977 672296

豊田通商 910 55440() 愛知 中村税務署

同 867 51 99('(1) 東京 麹町税務署三井物産

同 843 31 9996丸  紅

737 47 39(,そ ) 東京 京橋税務署住友商事 同

185096 東京 麹町税務署三菱商事 同 674

同 642 67590(〕 東京 芝税務署ソニー

大阪 門真税務署パナソニック 同 605 469906

東  芝 同 566 54 500() 東京 芝税務署

キヤノン 2011 1～ 2011 12 540 77 3006 東京 蒲田税務署

マツダ 2011 4～ 20123 527 75 7096 広島 海田税務署

509 297000 大阪 北税務署伊藤忠商事 同

東京 麻布税務署本田技研工業 同 466 59.6096

三菱自動車 同 423 73 4996 東京 芝税務署

新日本製鐵 同 310 32 79(ツ 6 東京 麹町税務署

77 0996 京都 下京税務署任天堂 同 198

スズキ 同 120 4044% 静岡 浜松東税務署

三菱重工業 同 83 41 8996 東京 芝税務署

59 42 6996 東京 麹町税務署日立製作所 同

合 計 1兆 1,751億 円

5 消費税を法人事業税・付加価値割と合体する提言

表 5-1 有力 20社の最新輸出還付金額の推算

(注)1.還付金額は国税分 4%と 地方消費税 1%の合計 5%で計算。

2.輸出割合は トヨタ, 日産,ホ ンダ,マツダ,三菱自動車,ス ズキは単社の公表割合を用いている。

他の各社は連結決算の公表割合によっている。

3 平成 24年度分の政府予算書によれば還付金の総額は 2兆 50∞ 億円となっており,上の表の上位

20社でおよそ 47%を 占めていることになる。

(出所)最新有価証券報告書に基づき筆者推算 (2012年 9月 作成)。

Ⅳ 現行法人事業税の付加価値割と消費税の合体,

「新付加価値割」の提言

よく,「輸出還付金制度を廃止するにはどうすればよいか」という質問を受

ける。答えは「消費税を廃止すること」につきる。廃止すればよいのはわかっ

ているが財源はどうするのか,仕組みを変えることはできないのか,と いう疑

問もある。何としても消費税をなくしたいが, どうしたらいいのか。こうした

疑間に答えるため,以下に消費税を事業税の「付加価値割」に移行・合体する

ことを提言する。

消費税にある基本的欠陥は
,
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(1)輸出還付金制度による不公平の問題,

(2)多発する滞納問題,

(3)事業者の価格転嫁の問題 ,

(4)社会保険診療報酬など非課税がかえって損をする問題 ,

(5)事業者免税や簡易課税の問題 ,

(6)低所得者に対しても物価として負担を求める問題,

等々である。これらの基本的欠陥を解決するために消費税を現行法人事業税の

付加価値割と合体することを提言する。

V 現行法人事業税の付加価値割の概要

現行法人事業税には所得割 と収入割のほか,2003(平成15)年 に導入された

付加価値割と資本割がある。所得割は各事業年度の所得に課税されるから,課

税標準は通常法人税法上の所得金額 (ま たは欠損金額)である。付加価値割は各

事業年度の付加価値,すなわち報酬給与額十純支払利子 +純支払賃借料 +単年

度の損益額である (地方税法72条の14)。 この課税標準算定方式は奇 しくもシャ

ウプの付加価値税の加算法と同じであり,課税標準額は消費税の仕入税額控除

方式による課税ベースに近似 した額となる。なお,付加価値割の報酬給与額に

は役員や使用人に対する報酬,給与,賃金,賞与退職手当などのほか,派遣労

働者の提供を受けた法人はその派遣契約料の75%を 加算 した額 となっている

(地方税法72条の15第 2項 1号 )。

2000(平成12)年 7月 ,政府税調が法人事業税に外形標準課税 (付加価値割・

資本割)を導入 しようとした際,筆者はこれに反対 した。反対の理由は,外形

標準を利潤 +支払利息 +賃借料 +給与総額に求めている点である。特に給与総

額を課税標準にすることは労働集約型の中小企業に課税が偏重 し産業間に中立

的でないばかりか,雇用の悪化をもたらすと指摘 した。また平均税率で課税す

ることや免税点を設けないことは応能負担原則に反するとして批判 した。

その後,事業税の付加価値割に対する反対運動 もあり,派遣労働者に対する

派遣料支払額の75%を給与総額に加えるとともに,資本金 1億円超の法人に限

秘



5 消費税を法人事業税・付加価値割と合体する提言

定 して課税することとな り (地方税法72条の 2第 1項),現在に至 っている。なお ,

現行法人事業税の付加価値割に対する標準税率は048%の平均税率となってい

る (地方税法72条の24の 7第 1項 1号 )。

Ⅵ 応能負担に適う「新付加価値割」の模索

筆者は現行消費税を法人事業税の付加価値割に合体するに際し (仮にこれを

「新付加価値割」という。)応能負担原則に適う仕組みにすべきだと考える。「新

付加価値割」の課税標準は現行法人事業税の付加価値割をそのまま用いること

とする。したがって単年度損益額十報酬給与額 (派遣料支払額の75%を含む)十

純支払利息十純支払賃借料の合計額を課税標準とする。

「新付加価値割」は事業税を構成するから当然直接税である。そのため免税

水準を設けることが可能である。免税水準 (納税義務者)は法人分割による課

税逃れを排除するため,資本金基準 (現行1億円超)のほか,従業員数300人以上
,

または売上高100億 円以上のいずれかに該当する法人とする。その数は多く見

積もっても全法人のうちおよそ 4万社程度であろう。この納税義務者数は現行

消費税の納税義務者数約350万 に比して1.1%に過ぎない。逆にいえば,989%
の中小事業者が消費税の呪いから解放される。これは応能負担原則に適う。

「新付加価値割」の税率は現行の平均税率048%に よらず,超過累進税率構

造にする。税率構造は課税標準の多寡に応じて,た とえば,25%,5%,75%,
10%,125%,15%,20%と する。超過累進税率は応能負担原則に適うととも

に税の滞納発生を防止する。地方税であるから超過累進税率であっても標準税

率と制限税率を設けることが必要であり,上の各税率に上下25%程度の制限

税率を設けることとする。

Ⅶ 公平性に適う「新付加価値割」の模索

「新付加価値割」は地方税 (都道府県税)であるから福祉を担う地方自治体の

財源としてふさわしい。消費税の国税分 (現行4%)が地方にすべて入るため
,
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国税の欠落を心配する向きもあるが,実際には現行国税消費税収入のうち

295%は すでに都道府県への交付金である。残 りの705%分 (平成24年度予算案

では7兆 6574億 円)の地方交付税を交付 しないこととすればよい。例えば平成24

年度予算案における地方交付税交付金等の額は16兆 5940億 円となっているか

ら,こ れを減らせばよい。

「新付加価値割」は直接税であるからガット協定からして輸出還付金制度を

設けることができない。したがって輸出大企業は消費税にある税の還付金を受

け取ることはできない。これにより,消費税の最大の不公平が解消される。ま

た「新付加価値割」は直接税であるから価格への転嫁の必要もない。仮に法人

企業が「新付加価値割」を転嫁 しようとしても法人税と同様,抽象的転嫁とな

るから,消費者が直接負担することはない。

法人事業税の納税地は当該法人の本店所在地であるため,東京都など大都市

に税収が集中し地域の税源偏在が生 じることを心配する向きがある。これを是

正するためには現行法人事業税の所得割にある地方法人特別譲与税を設ければ

よい。そうすれば法人企業の偏在による税収のゆがみを是正することができる。

「新付加価値割」は法人事業税の一部を構成するものであるから,法人税計

算上,損金に算入することになろう。損金算入により,法人税収が減少するこ

とを心配する向きがある。法人税の減収割合は基本税率の25%(平成24年改正

以後)程度になろう。この減収分をカバーする方策は後述する。法人税の減収

にスライ ドして法人県民税・法人市民税 も減収となるが,地方税全体としてみ

れば大幅に増収になるので, こちらはカバーすることができる。なお,現行法

人事業税にある資本割,所得割,収入割は原則として残すこととする。

公平性で問題となるのは課税標準の大部分を給与が占めることである。給与

を課税標準にすることは総 じて労働集約型の中小企業の税負担が重 くなり,資

本集約型の巨大製造業の負担が軽 くなる。この弊害を除去するためには,現行

資本割の平均税率0.2%を 資本金の多寡に応 じて超過累進税率,例 えば最低税

率を0■ %と し05%,■0%,15%,最 高税率を20%に すればよい。また,現行

資本割の課税標準は資本金等の額が1000億 円までは100分の100と なっている

が,1000億 円超5000億 円以下は100分の50に ,5000億 円超 1兆円以下は100分の
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25(1兆 円を超える場合は 1兆円)に なっている。 これ をすべて100分100,す な

わち減額 しないこととする。これにより,資本集約型企業の税負担を重課する

ことができ,公平性が保たれることになる (も っとも中小法人はあらかじめ課税事

業者から除かれているから,一定の公平性はすでに保たれている)。 資本割に重課す
8)

ることにより都道府県の税収が増加することとなるので, これに相当する地方

交付税交付金を減額し法人税の減収分を補うことが可能となる。

次に個人事業税との関係であるが,現行個人事業税には付加価値割はない。

そうすると法人成りをせず,「新付加価値割」の課税を逃れるため個人事業を

続ける者が出ることも考えられる。そこで,従業員数300人以上または売上高

100億円以上の個人事業者には別途「新付加価値割」を課税することとする。

なお,年間290万 円の現行事業主控除額は「新付加価値割」適用事業者に対 し

て控除しないこととする。また,「新付加価値割」が適用されない個人事業者

に対する税率は,現行の平均税率 (現行第1種・第3種事業5%,第 2種事業4%,

第3種事業のうちあん摩,マ ッサージ等3%)ではなく,事業所得の多寡に応 じて

軽度の超過累進税率 (例 えば2%,5%,10%)と すべきである。

Ⅷ 消費税の持つ不公平性の排除と「新付加価値割」の税収規模

このように「新付加価値割」を構成すれば,消費税にある最大の不公平・輸

出還付金制度をなくすことができる。また,納税義務者数を特定の大企業に限

定するため税の滞納がほとんど生じない。さらに,消費税の持つ「えせ間接税

的」要素を排除することにより,消費者と事業者の対立関係が解消するうえ,

事業者・企業も価格への転嫁を考慮する必要がなくなる。また,社会保険診療

報酬や住宅建設などのいわゆる不完全非課税の問題も解決し,簡易課税や事業

者免税制度の問題点も考慮の外となる。消費者は税率引き上げの都度,物価上

昇に脅えることもなくなる。加えて,事業者は日常取引におけるさまざまな消

費税の事務負担から解放され,のびのびとした経理・経営を行うことが可能と

なり,日 本経済は活況を呈することとなる。

最後に「新付加価値割」の税収規模について付言する。「新付加価値割」の
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課税標準は付加価値であるから資本金 1億円超の法人の付加価値を求めるとお

よそ128兆円と推定される。これに「新付加価値割」の税率 (25%～20%の 中間

的税率10%)を 乗ずれば,お よそ12兆8000億 円となり,現行消費税の税収 (国・

地方の合計5%分 )と ほぼ変わらない。ほかに資本割の税収増も期待できるが ,

いずれにせよ,現行消費税の税収規模と同額程度であり,消費税の税率を10%

に引き上げた場合の税収には追いつかない。この不足分を賄うためには,さ ら

に不公平税制の一掃や所得税・法人税の基本構造の改革による増収によらねば

ならない。それは本稿の目的とするところではないので別稿に譲 りたい。

注

1)

2)

3)

北野弘久編『現代税法講義』 (法律文化社,5訂版,2009)6頁 。

付加価値税のような課税方法は,シ ャウプが1943年 に付加価値税の採用を提唱する以

前の1921年,米国エール大学 トーマス・S.ア ダムス教授が「最終生産物に対して支払

うべき租税からすでに支払った租税を控除する」仕組みの税制を提案したという。そし

てアダムス自身はこの税を売上税と名づけ,「企業所得に対する租税 (法人税のような

ものと思われる 〔筆者注〕)の代用物としてのみ関心がもたれている」と述べている (中

村英雄『西 ドイツ付加価値税の研究』 (千倉書房,1979)270頁 )。 また1937年 にフラン

スにおいて税務官僚であつたジュリアン・ロジェ (Julien Roger)が 「増加税 (La taxe

sur les plus―values)」 という企業の付加価値を課税標準とする税を雑誌に発表している

(Georges Egret,LИ  77A,1978,p■ 7)。 アダムスの「売上税」もロジェの「増加税」

も企業に課税する直接税として把握しているのが特徴であり,こ の点はンャウプの付加

価値税にも引き継がれている。

昭和25年 7月 31日 法律第226号 ,附加価値税法32条 によれば,第 1種事業の標準税率

は4%,第 2種事業,第 3種事業の標準税率は3%,制 限税率はそれぞれ8%, 6%と
規定されていた。

前掲附加価値税法30条 4項の規定。

アメリカ国務省は1968年 11月 次のような声明を出し,付加価値税の間接税化を批判し

ている。「間接税が広く普及し,成育するにしたがい,我 々はガットの規定を注意深く

調べることを余儀なくされた。我々はガットの規定
―

それは間接税に対しては税の徴

収や免除を許可するが.企業の利益を課税標準とする直接税に対しては間接税と同じに

免除することを認めていないため
―

は間接税を主要財源とする国々に対し優位性を与

えることになると考える。単に租税構造を修正するだけで,特定の国々に輸出を助成し,

輸入を妨害することを認めることは正常とはいえない。」(前掲 二4r74p■ 09)。

この点について,拙稿「事業税の外形標準課税と憲法原則」 (『法律学・政治学・財政

学の理論と現代的課題 北野弘久教授古稀記念論文集』 (日 本大学法学会,20∞)3頁以

下所収)に 関連する記載がある。

『第136回 国税庁統計年報書 〔平成22年分〕』によれば,資本金 1億円超の法人数は 2

万7137社 となっている。資本金が 1億円以下であっても従業員300人 以上または売上高

4)

5)

6)

7)
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100億円以上の法人が 1万社あるとして,お よそ 4万社と推定した。

8)『第136回 国税庁統計年報書 〔平成22年分〕』によれば,資本金 1億円超の資本金の合

計額は117兆8395億 円となっており, この 1%は 1兆 1783億円, 2%は 2兆3566億 円と

なり大幅な増収となる。

9)総務省統計局『日本の統計 2012』 79頁 によれば,平成22年度におけるわが国の全産

業の付加価値額は271兆 円となっている。このうち資本金 1億円超の法人の付加価値額

を50%と 推定するとおよそ136兆円となる。また『国税庁統計年報書 〔平成22年分〕』及

び『民間給与実態統計調査の概要 〔平成23年分〕』 (いずれも国税庁長官官房企画課編)

によって求めた資本金 1億円超の企業の付加価値はおよそ120兆円でありその中間値128

兆円と推算した。
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0 現代 ドイツの売上税 (付加価値税)の
改革をめぐって

―
軽減税率の機能と廃止案の検討を中心に

一

関 野 満 夫
(中 央大学)

はじめに

現代国家の主要税収の 1つ である一般消費税 (付加価値税)に は,その負担

の逆進性ゆえに多 くの国において低所得者対策としての軽減税率やゼロ税率が

導入されている。他方で,一般消費税での税率の複数化に対 しては,租税シス

テムの効率性や課税の経済的中立性の観点からの批判も多い。

ドイツの一般消費税たる売上税においても,近年の税率引き上げ傾向とも関

連 して,一方で軽減税率の役割が大きくなるとともに,他方では効率性重視の

観点からは軽減税率廃止の議論・主張もされるようになつている。そこで本稿

では,ド イツの売上税における軽減税率の機能と軽減税率廃止をめぐる議論な

いし改革案について検討 してみよう。構成は以下のとおりである。 Iで は,ド

イツ財政における売上税の推移と税収面での拡大傾向をみる。Ⅱでは,売上税

負担の逆進性の状況と軽減税率の低所得者対策としての効果と実態について確

認する。Ⅲでは,2009年以降 ドイツで議論になっている軽減税率廃止論として,

その代表的論者たる R.Pefekovenの 構想を取 り上げて紹介する。Ⅳでは,軽

減税率廃上に伴って必要となる低所得者対策の具体的提案について,S.Bach

による改革案と実証的データに基づ くその効果を検証する。

9。



6 現代 ドイツの売上税 (付加価値税)の改革をめぐって

I 現代 ドイツの売上税

近年,ド イツ財政においては一般消費税 (付加価値税VAT:Value Added Tax)

たる売上税 Umsatzsteuerの 比重がその税率引き上げとともに上昇 している。

まず表6-1で ,ド イツの租税・社会保障負担 と一般消費税 (売上税)の GDP

比の推移をみると,1975年 から2009年 にかけて租税負担は21～22%台 の水準で

ほぼ安定的に推移 しているのに対 して,一般消費税は1975年の50%か らほぼ

上昇傾向にあ り2009年 には75%へ と25%ポ イントも増加 している。他方で
,

社会保障負担は1975年 の1■7%か ら2000年 代には14%台 にな り,2009年 には

145%へ と2.8%ポ イントの増加になっている。結局この間,租税・社会保障負

担全体の GDP比は343%か ら37.4%へ と2.1%ポ イント増加 しているが,租税

の中では一般消費税の増加 (25%ポ イント増)が 日立つ。そして,租税・社会

保障負担全体に占める一般消費税 (売上税)の比重 も1975年の146%か ら2009

年の20■ %へと増加 している。

表 6-1 ドイツの租税・社会保障負担の推移 (GDP比 )

1975年 1990年 2000年 2005年 2009年

租 税

うち一般消費税 (A)

社会保障負担

22.6

50
117

218

58

130

228

69

14.6

210

63
140

22.9

75

145

合計 (3) 343 348 374 360 374

(A)/(B) 146 166 184 180 201

([L所 )OECD(2011)

ところで,ド イツの売上税の歴史は古 く,も ともとは第 1次大戦の戦費調達

のために1916年 に導入された商品売上切手 (Warenumsatztempel)が ,第 1次大

戦後の1918年に売上税と名称を変え多段階課税の取引高税として導入されてい

る。当初の税率は05%であったが,その後 2%(1935年 ),3%(1946年 ),4%

(1951年 )へ と引き上げられ,1967年 まで同税率で徴収されていた。この従来の

売上税は,取引高税であるがゆえに課税累積による税負担増加という欠点を抱

えていたこともあつて,1968年 には前段階税額控除を行い課税累積のない現行

の付加価値税方式 (Mehrwertsteuer,VAT)に 転換され,現在に至っている。そ
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1990年 20()0年 20091年

個人所得税

法人所得税

(小 計)

一般消費税

個別消費税

(小 計)

社会保障負担

27.6

48
(324)

166
92

(25 8)

37 5

25.3

4.8

(30 1)

184
88

(27.2)

390

253
36

(28 9)

20 1

86
(287)

387
合  計 100 0 1000 1000

(注)合計にはその他税も含む。
(出所)OECD(2011)

表 6-3 所得分位別にみた付加価値税の

負担率 (2003年 )

(%)
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表 6-2 ドイツ主要税収の構成比    して現行の売上税 (付加価値税 )

(%)

の標準税率 は,1968年 当初10%

か ら1998年 の16%へ と1%刻 み

で徐 々に引 き上げられ,2007年

には3%プ ラス して19%に 上昇

している。なお,食料品などに

対する軽減税率は1968年 当初の

5%か ら1983年 に 7%に 上昇 し

て以来,そ の税率は現在 まで据

え置かれている。付加価値税は

別名「歳入マシーン」 とも称 さ

れるように,原則 として国内の

すべての消費支出を課税対象 と

するために課税ベースが極めて

大 きく, 1%の税率アップで も

政府にとっては大 きな税収増効

果が見込める。先にみた近年 ド

イツでの売上税収の比重増加 と

は,当然ながら上記のような売上税率の傾向的引き上げによるものである。

さらに見逃せないのは,ド イツでは所得税や法人税の税率は,こ の間,売

上税 とは反対に,一貫 して引き下げられてきたことである。個人所得税の最

高税 率 でみ る と,1988年 の560%か ら1990年530%,2001年 48.5%,2004年

450%,2005年 420%へ と引 き下げ られ,法 人税率 (留 保所得)も 1980年 の

560%か ら1994年45Ю %, 1999年400%, 2001年 250%, 2008年 150%へ と引 き
2)

下げられてきている。この背景には周知のとお り,1990年代以降の経済グロー

バル化,EU圏の拡大,新興市場経済諸国の登場 という経済環境の変化の中で
,

ヨーロッパ諸国での自国経済活性化 と雇用確保をめざした所得税・法人税の

税率引き下げ競争がある。EU経済の中核国たる ドイツにあっても,こ の租

税競争への対応 として所得税・法人税の税率引き下げを大胆に行ってきたと

所得分位
均衡可処分所得
に対する負担率

消費支出額に対
する負担率

第 1分位

第 2分位

第 3分位

第4分位

第 5分位

第 6分位

第 7分位

第 8分位

第 9分位

第10分位

103
93
89
86
85
82
79
76
7.2

59

95
98
100

10 1

10 1

102
102
103
104
104

(出所)Bach(2(XЮ ),S142-143
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3)

いっことである。

このように近年の ドイツでは課税ベースおよび税収確保の重点が徐々に「所

得」から「消費」に移行 しつつある。この点は表 6-2で 主要な租税および社

会保障負担の構成比の推移からも確認できよう。個人所得税は1990年の276%

から2009年 の253%へ と23%ポ イント低下 し,法人所得税 も12%ポ イン ト低

下 し,両者合計 した所得課税は324%か ら2&9%に低下 している。一方,一般

消費税 (売上税)は 1990年の166%か ら2009年の20■ %へ と35%ポ イントも上昇

し,個 別消費税と合わせた消費課税 も同期間に258%か ら287%へ と上昇 して
,

所得課税のシェアと拮抗するまでになっている。いずれにせよ21世紀に入った

ドイツでは,売上税という名の付加価値税が税収確保手段としてその重要性を

ますます高めてくることになったのである。

Ⅱ 売上税負担の逆進性 と軽減税率

前節でみたように,近年 ドイツでは政府歳入調達手段としての売上税の役割

が大きくなっているが,一方で売上税には,逆進的負担ゆえに実質的な所得格

差を拡大させるという問題がつきまとっている。そこで本節では,所得階層別

にみた売上税負担の状況から逆進的負担の実態を確認した上で,軽減税率によ

る逆進性緩和の効果の状況をみておこう。表6-3は ,2003年 の所得十分位別

にみた世帯均衡可処分所得および消費支出額に対する付加価値税 (売上税)の

負担割合を表している。可処分所得に対する比率では,第 1分位が103%と 最

も高く,所得分位が上がるにつれて負担率は傾向的に低下し,最高所得階層の

第10分位では59%に過ぎない。 ドイツの付加価値税 (売上税)に おける逆進的

負担の状況は明らかであろう。一方,消費支出額に対する負担率は,第 1分位

95%か ら第10分位104%へ とほぼ10%前後の水準に収まっている。これは売上

税が比例税率 (2003年 :標準税率16%,軽減税率7%)であるがゆえに,あ る意味

で当然の結果ではある。ただ,消費支出額に対する負担率が95%か ら104%ヘ

と極めて緩やかながらも累進的傾向を示していることに注目しておきたい。こ

れは,低所得層ほど消費支出額に占める軽減税率対象品目 (食料品など)への
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所得区分 :中位所
得に対する比率

負担率の低下
(%ポ イント)

負担軽減月額
(ユ ー ロ )

～40%
40～ 6096

60～ 8096

80～ 10096

100～ 1200o

120～ 14096

140～ 16096

160～ 180%

180～ 2(X)06

200～4()0%

40000～

42
36
28
23
22
20
19
1.9

20
20
14
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表 6-4所得階層別にみた付加価値税の軽減税率,  消費支出割合が高いか らである。
非課税による負担軽減効果(2003年 )

そこで次に,売上税負担での軽

減税率の効果をみておこう。 ドイ

ツの売上税には,同税が1968年に

現行の一般消費税 (付 加価値税)

の方式に転換 した時から,標準税

率と並んで軽減税率が設定されて

いる。軽減税率の対象品日は,食

料品,書籍,新聞・雑誌,植物・

花,障害者向け器具,文化イベン
(出所)RW1/FiFo(2∞ 7).S65

卜,博物館・動物園・サーカス
,

地方公共交通等であ り,そ の税率は1968年当初は 5%であったが1983年以降
4)

7%に なっている。

表 6-4は軽減税率による売上税負担率の変化 (低下)と 負担軽減額 (月 額)

を所得階層別 (中位所得に対する所得水準割合)に示 したものである。ここから

はまず,軽減税率による売上税負担率の低下は低所得層ほど大きいことが確認

できる。中位所得の40%未満層 (最低所得層)では42%ポ イント,同40～60%

でも3.6%ポ イントも負担率が低下 しているのに対 して,同 200～400%層 では

20%ポ イントの低下,400%以 上層 (最 高所得層)で は■4%ポ イントの低下に

過ぎない。これは食料品等の生活必需財をはじめ軽減税率対象支出の割合が低

所得層ほど大きいことの,当然の反映でもある。ただ,他方で見逃せないのは
,

軽減税率による負担軽減額そのものは高所得層ほど大きくなっていることであ

る。つまり,最低所得層 (40%未満層)で25ユーロ,中位所得層 (100～ 120%層 )

で58ユーロに対 して,最高所得層 (400%以上)で は160ユ ーロに達 している。

これは,軽減税率対象品目も含めて消費支出額そのものが高所得層ほど大 きい

ことの当然の結果でもあるとはいえ,軽減税率による絶対的負担軽減額という

恩恵は,高所得層ほど大 きくなっているという事実には留意する必要があろう。
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Ⅲ 軽減税率の廃止案― Pettkoven榊―

前節でみたように売上税での軽減税率は,売上税の逆進的負担を緩和する機

能を果たしてきている。ところが,こ うした中で2009年 に成立したキリスト教

民主同盟・社会同盟 (CDU/CSU)と 自由民主党 (FDP)の連立政権 (メ ルケル政

権)においては,売上税の軽減税率廃止のあり方をめぐる議論が起きている。

学界・研究者レベルでも,軽減税率廃止に関わる具体的な改革構想の提案や,

その是非 をめ ぐる議論 と実証的検討が進め られている。 中で も Rolf

Pefekoven(元 ・マインツ大学教授・同大学財政研究所長,連邦財務省学術顧問団メ

ンバー)の軽減税率の廃止案は,その提案が大胆かつ単純であるがゆえに大き

な反響と賛否を呼んでいる。そこで以下では,同氏の『付加価値税の改革に向

けて一一般消費税への回帰』に依りつつ,その論拠とねらい,改革提案につい

て整理しておこう。

PJekovenは ,売上税の現行軽減税率について,基本的には2つの側面か

ら問題視する。 1つ には,軽減税率は消費者の負担軽減を名目にしつつも,実

際には特定分野・企業への補助金になりかねないこと。いま1つ には,軽減税

率は低所得層の負担軽減を名目にしつつも,実際には高所得層への便益が大き

く,所得再分配政策として問題があること,である。

まず前者についてみていこう。彼は言う。「税率格差 (軽減税率)に よって
,

特定の消費財が付加価値税についてより軽 く課税される,と されている。しか

しこのことは,財の供給者がその租税軽減分を最終消費者に対して完全に転送

し,つまりその粗価格を租税優遇分だけ引き下げた時にのみ, うまくいくので

ある。もし財の供給者がそうしないのであれば,軽減税率による優遇は企業へ

の補助金になってしまい,軽減税率の最終目的は達成できないのである」,と 。

そしてこれについては,市場メカニズムの現実から次のようにも述べている。

「軽減税率の供与は消費者に (価値低下によって)有益となるべきものである。

けれども大半の場合, このことは保障されていない。というのは,間接的な消

費課税としての売上税は,企業領域において徴収されねばならないがゆえに,
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期待 される効果は売 り手企業が標準税率 と軽減税率の差額分だけ粗価格 を引 き

下げた時にのみ実現するか らである。 しか しこのことは税法上では規定 されて

お らず,あ くまで市場で決定 される。企業 にその気があるか どうか,あ るいは

一 市場環境ゆえに
一

そうせざるをえないかどうかは, とりわけ需要の価格

弾力性,競争状況,景気状況に依存している」。

その上で,Perekovenが 特に重大視するのは,軽減税率は企業補助金化 し

ているとすれば,特定の財・サービスヘの軽減税率制度適用が特定の分野・企

業への特別利益 となり,市場競争での歪みを大きくしてしまうことである。「現

行システムは『消費課税』の本来のモデルから逸脱 している。多数の例外が競

争上の歪みをもたらし,特定の財,分野,法人・団体が補助されている。かく

して付加価値税は年月を経て,特殊利益の取 り扱いの関門になってしまった」,

と。

後者の,軽減税率の低所得者対策としての限界については,次のように言う。

「たとえもし軽減税率によって価格引き下げ効果が消費者へ及んだとしても,

分配政策上の成果は不満足なままである。なぜなら,価格引き下げの恩恵が本

来それを全 く志向していない高所得者にも行き渡ってしまうからである。価格

は,需要と供給をコントロールする資源配分上の手段であ り,分配政策の実現

には原則として不適切なのである。低所得者や子持ち家計のために牛乳を軽減

課税 した場合,金持ちもその補助金つきの牛乳を飼い猫に与えることができて

しまう。そうなれば,公的資金が浪費されてしまう。分配政策上の目標を追求

しようとするならば,低所得者への移転支払いを行うこと,つ まり客体助成の

代わりに主体助成を進めるべきであろう。これによって, より目的に適合した

働きと,公的資金の節約が可能になる」,と 。

また,価値財としての特徴のある財・サービスの需要促進のための軽減税率

適用は,資源配分上の理由から説明されているが,所得分配政策の点からは間

題もある。「価値財 (例 えば,書籍,雑誌,文化施設利用)への追加的需要を,低

所得者においても創 り出すことは,軽減税率の目的の 1つ である。これが成功

するかどうかを確認することは困難である。場合によっては,そ うでなくても

すでにこれらの財を大規模に消費している,と りわけ高所得者が軽減税率を活

“



6 現代ドイツの売上税 (付加価値税)の改革をめぐって

用することになろう。つまり,価値財の分野においても,む しろ移転支出や教

育施設への国家支出が推奨されるべきであろう」。

以上のように,現行の売上税の問題点を指摘 した上で Pefekovenは 具体的

な改革案として,①非課税扱いを廃止する,②軽減税率を廃止する,③社会的

な負担調整をより目的に合い, より効率的なものにする,④標準税率を現行の

19%か ら16%に引き下げる, という4点を提起する。売上税の非課税扱いと軽

減税率の廃止によつて,当然ながら低所得者を中心に負担問題が発生するが,

これについては,最低生活費の新たな算定の上で所得税の基礎控除引き上げや

生活保護費,子 ども手当,住宅手当など社会保障移転の引き上げで対処する。

そして, こうした社会的な負担調整の方が, より目的に合い, より効率的で
,

より経済的である,と している。他方,売上税の税収面でいえば,租税システ

ムの簡素化と標準税率への広範な統一化によって300～350億ユーロの増収が見

込める。標準税率の16%へ の引き下げのコスト (3%の税率低下による減収)は

約240億ユーロであり,上記の財源は十分に確保できる。また非課税扱いの廃

上によって,当該分野での売上税負担を補償するために社会保障制度への補助

金増加が必要になるが,こ れも税収増から賄うことができる。その限りでは
,

この改革は財政赤字縮小政策への障害とはならない,と いう。

ところで,こ の改革が実施されれば,生活必需品は従来より高く課税され,

ぜいたく品はより低 く課税されることになり,バランスがとれていないという

批判はまぬがれない。こうした批判に対して Pettkovenは 反論する。「ただし,

そのような評価は,非課税や軽減税率の知られていない機能ゆえに,裏付ける

ことはできない。実際には個々の事例が示すように,非課税の財・サービスで

も『かくれた付加価値税』によって完全に賦課されているのであり,軽減税率

も消費者での相当の価格引き下げを決してもたらしていない。このように租税

優遇が補助金として企業に与えられる限りでは,その廃止は消費者にとつて負

担にはなりえない」, と。

そして,Perekovenは 同報告の最後において次のように全体的総括を行う。

「ここに提案されている改革の最重要の成果は,消費を包括的につかみ,かつ

消費のみに, しかも均一税率で課税するという一般消費税への回帰であろう。
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これは,よ り効率的でより簡素で,成長政策的にもより魅力的な課税に向けて

の説得力のある貢献になろう。加えて,付加価値税のしくみを使って表面上は

消費者への利益のように見せながら,実際には特定分野への補助金を達成させ

てしまうことが, この改革によって将来的にはもはや可能でなくなることが明

白になろう。」

以上のようなPerekovenの 売上税改革構想とくに軽減税率廃止案は,その

提案内容が大胆であるだけに批判も呼んでいる。例えば,Hickel(2010)は 上

記案について次の 4点の理由を挙げて批判している。第 1に ,軽減税率は低所

得者の負担軽減を原則に,商品供給によって最低生活を保障するものであり,

その廃止は付加価値税の逆進性をさらに強めてしまう。

第 2に ,軽減税率廃止による負担増加を個々の社会扶助引き上げによって補

償することは極めて問題である。例えば,牛乳への7%の軽減税率は,製品価

格の低下によって確実に低所得者世帯への負担軽減となるが,社会扶助におい

ては乏しい予算の場合に十分な牛乳が購入されるかどうか,と いう決定に左右

されてしまう。

第 3に ,社会扶助による補償は安定的ではない。軽減税率の社会調整機能は

製品に平等に固着しているのに対して,最低生活水準保障のための社会扶助引

き上げの如何は,不安定な日常政治に委ねられてしまう。つまり,「社会的な

調整機能に基づいた論拠からではなく,一般的な財政事情が, これらの社会扶

助を政治的オポチュニズムの取引材料にしてしまう。これとは反対に,差別的

な付加価値税は,政治的にはかなり安定的なものとして見積もることができる

のである」。

第 4に ,結局,Perekoven構想は,長い転換期間ゆえに,と りわけ低所得

者の個人消費の負担となる。これは,今日そうでなくとも輸出経済に比べて立

ち遅れている国内市場をさらに悪化させ,成長の停滞と税収減をもたらしかね

ない。

以上を指摘 した上で Hickelは ,「 この改革提案の欠点は,と りわけ政治的リ

スクの付着する利点よりも明らかに大きい」, と結論する。

Hickelに よるPettkoven構 想批判は多岐にわたるが,特に重要な点は,①
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軽減税率廃上によつて逆進性がさらに強化されてしまうこと,②同構想による

低所得者向け対策の逆進性緩和の効果が不確実であること,の 2点であろう。

こうした中で Bach(201la)(201lb)は 軽減税率廃上に伴うより具体的な低所

得者対策を実証データに基づいて提起しており,興味深い。そこで次節ではこ

の S.Bachに よる代替提案に注目してみよう。

Ⅳ 軽減税率廃止と低所得者対策

売上税軽減税率の対象は,生活必需品や価値財など多岐にわたるが,実際の

税収内訳はどうなっているのであろうか。例えば,2010年 の売上税収は約1800

億ユーロであるが,そのうち標準税率による税収が1670億ユーロである。一方 ,

同年の軽減税率による税収減少分は総額230億ユーロであ り,その対象品目・

サービス別の税収減少分内訳をみると,食料品が170億ユーロ,74%で圧倒的

比重を占めている。次いで,文化・娯楽サービス18億ユーロ (8%),宿泊サー

ビス 9億ユーロ (4%),近距離公共交通 8億ユーロ (3%),等 となっている。

いずれにせよ税収面 (負担面)か らは軽減税率の役割はとりわけ生活必需品た

る食料品において発揮されている。

表 6-5 所得分位別にみた付加価値税負担率の内訳 (2008年 )

(%)

合計負担率(A) 標準税率分 軽減税率分(B) B/A
第 1分位

第 2分位

第3分位

第4分位

第 5分位

第 6分位

第 7分位

第8分位

第9分位

第10分位

l1 83

1030
1001

9 64

928
890
861
8 14

770
6 31

1038

9 11

892
8 64

8 35

8 04

779
7 40

7 03

580

1 45

119

1 08

1_00

0 93

086
081
074
0 67

051

122

115
108
104
100
97
94
91
87
8.1

全体平均 8 35 755 080 96

(出所)Bach(mlla),S5.

まず表 6-5は ,2008年 における所得十分位別にみた可処分所得に対する売

上税 (付加価値税)負担率 とその標準税率分 と軽減税率分の内訳である。同表

"
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表 6-6 付加価値税改革案と修正案による
所得分位別負担率の変化 (2008年 )

(%)

改革案 修正案

第 1分位

第 2分位

第3分位

第 4分位

第 5分位

第6分位

第 7分位

第8分位

第 9分位

第10分位

046
0.28

016
0.10

005
001

-002
-005
-009
-0.11

-0.03

-0.01

000
001
0.01

002
0 02

003
0.05

0 07

全体平均 001 0 03

(注)修
霊霙:暑督驚秀骨造濃編華η書∬孝象18%。    軽減税率分のシェアは低所得層ほ

(出所)Bach(201la).S7-8           ど大きいことである。そのシェア

は負担率と同様に,第 1分位が122%で最も高く,所得水準とともに低下して

第10分位では8_1%に なっている。これは,生活必需品などは税率軽減されて

いるとはいえ,低所得者ほど所得に占める生活必需品支出額が大きいことを反

映している。

第 3に ,標準税率分に比べて軽減税率分の方が逆進的性格の強いことである。

第10分位に対する第 1分位の負担率で比較すると,標準税率では■8倍 (1■83%:

631%)で あるのに軽減税率では2.8倍 (145%:051%)に も達している。そうな

る理由は上記と同様に,低所得者ほど所得に占める生活必需品 (軽減税率対象

品目・サービス)支出の割合が高くならざるをえないからである。

いずれにせよ,売上税負担において軽減税率の位置とその果たす役割は低所

得者ほど大きいことは明らかであろう。このことを踏まえてBach(201la)で は
,

軽減税率廃止による低所得者の負担率増加を最小限にするための一方策とし

て,①軽減税率廃止の対象から食料品を除くこと,つ まり食料品のみ軽減税率

を維持すること,②それに伴う税収減を補うために標準税率引き下げを3%
(19%→ 16%)で はなく1%(19%→ 18%)に する, という修正案を示す。表 6-

6は ,PefekOven構 想による改革 (軽減税率全廃,標準税率16%)と ,上記修正

案による所得十分位別の負担率変化を比較したものである。当初の改革案では

第 7～ 10分位の高所得層では負担率の若干の低下がみられるのに対して,第 1

からは次の 3点が指摘できよう。

第 1に ,第 2節 で2003年時点の負

担率で確認したように,2008年 に

おいても売上税の負担の逆進性は

明瞭である。第 1分位の1■83%

から所得水準の上昇とともに負担

率は低下しており,第 10分位では

6.31%な つている。

第 2に ,売上税負担率に占める
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～ 6分位では負担率上層となり,特 に低所得層の負担率上昇 (028～ 046%ポ イ

ント)が 目立つ。一方,修正案によれば,全所得分位において負担率の変化は

小さく,む しろ逆に低所得層ほど負担率の上昇は軽微かつ若干の低下もみられ

ることになる。先述のように,改革案 (Pettkoven構想)で は,低所得者対策

としては社会扶助給付の引き上げ等で対処するという方針を示 しているが,そ

の政治的実行可能性の問題は別にしても,純粋に売上税負担率だけでみるなら

ば,低所得者対策としては修正案の方がより効果的であるといえよう。

さらに Bach(201lb)では,軽減税率廃止による世帯の売上税負担の増加を

一部ないし全部を相殺するために,各世帯への直接給付たる付加価値税給付金

(VAT― BOnus)を 提案 し,その効果を試算 している。この給付金の しくみの概

要は以下のとお りである。

①給付金額を算定する基礎は,所得下位10%(第 1分位)世帯が改革後 (軽減

税率全廃,標準税率16%)に 負担する年間平均付加価値税負担額に相応する額と

する。②実際の世帯タイプ別の給付金額は,単身者1245ユーロを基本に,家族

人数・子供年齢に応 じた係数を乗じて計算 し,夫婦 (子供なし)1868ユ ーロ
,

夫婦 (子供2人 ,14歳未満)2615ユ ーロ,等 となる。③所得下位25%の 世帯 (年

間の世帯均衡所得 1万 5120ユ ーロ)ま では上記モデル給付金を全額支給 し,同所

得水準を超える世帯については所得超過分の10%を 給付金から削減していく。

結果的に,単身者世帯で 2万 7500ユ ーロ,夫婦・子供 2人世帯で 4万6250ユ ー

ロまでの均衡所得水準の世帯 (第 9分位に相当)ま では何らかの額の給付金を支

給される。

つまり,こ の①②によつて,所得下位10%世帯は売上税による負担をほぼ完

全に相殺されることになる。また,③ によって低所得者世帯ほど給付金が多く,

高所得層ほど給付金が少なくなるため,売上税負担と給付金効果を総合すれば
,

逆進性は相当に緩和されることが期待できる。

ただ,上記のように計算すると給付金総額は約440億ユーロになるが,他方で
,

軽減税率廃止による売上税増収予想は約190億 ユーロ (標準税率16%)に 過ぎな

い。そこで収入中立の改革を前提にすれば,給付金総額の規模を190億 ユーロ

に縮小して,各世帯への支給額も比例配分で43%(190/440)に縮小する必要が
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表 6-7 改革による付加価値税負担率の変化 (2008年 )

(%)

現行税制 :

標準税率 19%
軽減税率 7%

軽減税率の廃止

標準税率
16%

標準税率 16%
VAT給付金
(一部支給)

標準税率 25%
VAT給付金
(完全支給)

第 1分位

第 2分位

第 3分位

第 4分位

第 5分位

第 6分位

第 7分位

第 8分位

第 9分位

第10分位

118
103
100

96
93
89
8.6

81
77
63

123
10 6

10.2

9.7

93
89
8.6

81
76
62

82
81
84
87
89
89
9.0

89
87
72

00
3.2

50
65
77
85
92
98
104
93

全体平均 83 84 83 81

(注)可処分所得に対する付加価値税負担率。

(出所)Bach(η llb).S16

ある (ケ ース I)。 また,給付金総額を満額で支給 し,かつ収入中立とするため

には,標準税率は25%に 引き上げる必要がある (ケ ースⅡ),と いう。

そして表 6-7は ,現行売上税制 (標準税率19%,軽減税率7%),改革後 (軽減

税率廃止,標準税率16%),ケ ース I(改革案+VAT給付金の部分支給),ケ ースⅡ (標

準税率25%+VAT給付金の完全支給)に よる,それぞれの所得分位別の売上税負

担率 (VAT給付金効果を含む)を 示 している。改革後に売上税の逆進性が強化

されるのは先の表 6-6と 同様である。一方,税収増分だけ付加価値税給付金

を支給するケース Iでは,改革案に比べて第 1～ 5分位までは負担率がかなり

低下 し,第 7～ 10分位までに負担率が若干上昇 して,各所得分位の負担率は8%

前後になり,結果的に比例的負担に近 くなっている。他方,付加価値税給付金

を完全支給するケースⅡでは,当然ながら第 1分位の負担率はゼロとなり,そ

の後所得分位が上がるほど負担率が上昇 して,第 9分位で104%,第 10分位で

93%と なり,ほぼ累進的負担の構造になっている。

このように軽減税率を廃止して簡素化した売上税 (付加価値税)であっても,

世帯所得に応じた付加価値税給付金を支給することによって,売上税の逆進性

を相当に緩和したり,さ らに累進的な負担構造に転換させることも可能である

ことを,上記の試算は示している。ただ,公平かつ公正な給付金支給を実施す
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るためには,何 よりもまず全世帯の正確かつ確実な所得把握が前提になる。 し

か し,そ れにはまた,そのための追加的行政コス トや市民 ・世帯の側での法令

遵守 コス トの増加 も避けられないであろう。

おわりに

売上税において軽減税率を廃止するというPettkoven構 想は,何 よりも課

税の効率性や経済的中立性を重視 しつつ,課税の重心を「所得」から「消費」

にシフ トさせようとする新自由主義的な租税理念を前面に出した改革論であ

る。これに対 して,Bachに よる修正案や VAT給付金案は,売上税における

効率性を強めつつも公平性 も担保 しようとする試みであり,政治的実現可能性

は別にしても興味深い提案であろう。

ただし軽減税率廃止案にしろVAT給付金案にしろ,基本的には売上税率を

引き上げて ドイツ財政の消費課税への依存体制を強めていく方向には変わりが

ない。これに対 して,現代 ドイツでの非正規雇用の増加 (ミ ニ・ジョブ)や所

得格差拡大傾向を踏まえて,そ もそもこうした逆進的な間接税,消費課税への

シフ トを根本的に批判 し,所得税の累進課税強化や法人利潤への課税強化,富

裕者への財産税の導入を主張する議論も,他方では存在 している。こうなると,

単に売上税をどのように制度設計するかという問題にとどまらず,グ ローバル

経済時代での ドイツ財政の健全化や福祉国家財源をどこに求めるべ きかとい

う, より大きな課題にもなろう。

注

1) Bach(2006),S.117‐ 118.

2)BMF(2010),S59-61.な おドイツの法人所得税には,連邦・州の共同税たる法人税だ

けでなく,市町村税たる営業税もある。

3)2000年代におけるドイツの所得税,法人税の税率引き下げの背景.動向と問題につい

ては,関野 (2∞9),(2012)を 参照されたい。

4) OECD(2008),pp.52-55

5)近年の売上税改革論,軽減税率廃止をめぐっては,Eggert,Krieger und Stё whase

(2010),Pe∬ekoven(2010a),(2010b),Krause―Junk(2010),Brigelmarm(2010),Hickel(2010)

を参照されたい。
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6)Peお koven(2010a)同 文書は,「新社会市場経済イニシアチブ」からの委託に基づ く

提言報告である。なお,Pefekoven(2009),(2011)も 参照。

7) Pel.ekoven(2010a),S.27.

8) Peffekoven(2010a),S.39.

9) Periekoven(2010a),Zusarnrnenfassung

10)Perekoven(2010a),S.39.Copenhagen Economics(2007)は EU諸 国の VAT軽減税

率の比較実証分析を基に結論の 1つ として,「 ターゲットを絞った直接的な予算補助金

の方が,VAT軽 減税率よりもしばしばより安いコス トでより良い効果を達成すること

ができる」としている (ibid,p.4)。

11) PeFekoven(2010a),S.39.

12) Peffekoven(2010a),S 14,40-41.

13) Peirekoven(2010a),S 40.

14) PeFiekoven(2010a),S 41.

15)Perekovenは 売上税での非課税扱いと軽減税率の廃止 をともに求めているが,一
方で,現行の EU法の下では,加盟国の軽減税率廃止は可能であっても,非課税扱い廃

止は困難であることは認識 している。Pefekoven(2010a),S40

16)Hickel(2010),S589.

17)Bach(201la),S.4.

18) Bach(201lb),S14-15.

19) Bach(201lb),S.16-17.

20) Bach(201lb),S.17.

21) Bontrup(2011),Liebert(2011).
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修道大学・税法学)/後藤和子 (埼玉大学・財政学)/梅原英治 (大阪経済大学・財

政学)/鶴田廣巳 (関西大学・財政学)/武石鉄昭 (税理士・税法学)/宮入興― (愛

知大学・財政学)/湖東京至 (元静岡大学・税法学)/黒川 功 (日 本大学。税法学)

/関野満夫 (中央大学・財政学)/本村大輔 (日 本大学大学院博士課程・税法学)

司会 (安藤実 。望月爾)そ れでは,昨

日から今日にわたったンンポジウムのご

報告について,質疑応答を開始します。

発表された順に従って,質問を受けたい

と思います。まず小山先生のご報告に,

未経過固定資産税の処理について,畑山

先生からご質問があります。

畑山紀 (札幌学院大学)小 山先生は
,

未経過固定資産税を土地,建物等の取得

価額に算入せず,期間費用,具体的には

租税公課として処理することが,経済的

実質主義の考え方に適合すると言われる

わけですが,どのような意味でそう言わ

れるのか,い ま一度具体的に説明してい

ただければ大変ありがたいと存じます。

小山登 (LEC会計大学院)畑山先生
,

ご質問ありがとうございます。未経過固

定資産税を,固定資産の取得価額に算入

すべきかどうかという問題を考えるに当

lo6

たりまして,ま ず 2ページロ (本書19頁 )

の会計理論の考え方から説明させていた

だきます。会計理論につきましては, ご

承知のように固定資産の取得に係るすべ

ての事業に供するまでの支出金額,要す

るに固定資産を事業のために利用する準

備が整うまでに要したすべての支出金額

合計を,取得価額として考えることが会

計理論の大原則でございます。

ところが,税務会計学から見ますと
,

やはり企業が行った会計行為を,税務当

局が租税法に基づきまして税務行為とし

てとらえた場合に,租税法の根底に1つ

の判断規準として,実質課税の原則とい

うものがあるというご説明をさせていた

だきました。

その実質課税の原則の中には,法的実

質主義という側面と経済的実質主義とい

う側面,こ の 2面性があり,法的実質主



義の側面については,こ ちらに書いてご

ざいますように,民事契約等を前提に実

質主義を考える立場であります。

先生からご質問いただいた経済的実質

主義についても,む しろ法的実質,す な

わちまず民事法の民事契約等を前提にし

て税務行為というものが適正かどうかと

いうことを考えていくべきだと考えてお

ります。経済的実質の立場というのは
,

特殊な借用概念の濫用等から生ずる仮装

行為等が存在する場合に限定すべきであ

ると考えます。

一般的に税務行為に対し,税務会計学

の視点から思考した場合に,実質課税の

原則の中にある法的実質の立場をとって

いくべきではないかという説明をいたし

ました。むしろ法的実質の立場に基づい

て,昨 日,未経過固定資産税の取得価額

算入についての問題点をご指摘させてい

ただいた次第でございます。

ですから,経済的実質の場合は,仮装

行為のような民事契約の中には真実が隠

されておりますから,つ まり覆いかぶさ

れておりますから,その民事契約を全面

的にまず取 り払って,そ して実質主義と

いうものを考えていくという立場でござ

います。

先生のご質問にいただいたように,経

済的実質ということではなくて法的実質

の立場に基づいて未経過固定資産税の取

得価額算入の問題点を判断していくこと

が必要だと考えられます。それが課税公

平の原理につながっていくのではないか

と思っております。
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司会 畑山先生, よろしいでしょうか。

畑山 ただ今のご説明ですが,未経過固

定資産税の取得価額算入に関して,経済

的な実質ということと法的な実質という

ことの中身の違いがよくわからないので

す。

小山 わかりました。では,も う一度説

明させていただきます。

実は今回,こ ちらに書いてございます

ように,未経過固定資産税が固定資産の

取得に係わる付随費用に該当するかどう

かという判断を行う場合に,当然税務行

為を前提にして考えた場合に,実質課税

の原則のうち,法的実質の立場からまず

考えていくことが大切です。むしろ今回

の場合は法的実質だけを考えるべきだと

私は考えております。ですから,ま ず不

動産の売買契約,民事契約がございます。

その民事契約を前提にしまして,未経過

固定資産税,す なわち昨日の事例でまい

りますと,A社が売り主,B社が買い主
,

中古不動産の売買を締結したといったと

きに,ま ずそれぞれA社, B社 ともに民

事上の契約に基づいて未経過固定資産税

の清算を行うという認識のもとに,未経

過固定資産税額の授受を行っているわけ

でございます。ですから,そ こは法的実

質の立場から見た場合に,それは固定資

産税相当額として考えるべきではない

か,こ のように考えて,負担したB社の

方については,租税公課として一時の損

金として計上すべきことが,本来の税務

会計学から見た場合の適正な会計処理で

はないかというように考えた次第でござ
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います。

畑山 未経過固定資産税を期間費用とす

ることが,なぜ法的な実質に即したとら

え方ということになるのでしょうか。最

後,その点だけでよろしいですので,そ

の点がよくわかりませんので, よろしく

お願いします。

小山 私は,先生が言われるように,経

済的実質ではなくて法的実質の立場から

未経過固定資産税を見てまいりました。

ということは, 4ページロ (本書25頁 )

にございますように,や はり民事契約を

前提にして判断をしていくべきではない

かと考えます。これは,私が実質課税の

原則を説明するに当たりまして,2面性

があることをご説明するに当たって, 2

つの側面を出しましたけれども,結局は

法的実質というものをまず先に見て,そ

の実態に即して見れば,つ まり税務会計

学から見れば一時の損金として見るべき

ではないかと考えた次第でございます。

ご参考になるかどうかわかりませんけ

れども,税務会計学から見た場合に,法

的実質主義からまず考えていって,やむ

をえない場合は経済的実質で判断すべき

ではないかと考えます。その不動産売買

が仮装取引,仮装行為等に当たれば, こ

れは今度経済的実質の立場で考えざるを

えないケースも出てくるとは思います。

けれども,一般的には法的実質から入っ

て,そ して今先生が言われたように経済

的実質で判断する場合もなきにしもあら

ずだと思います。ですから,一歩進んだ

段階で,それが仮装取引で不動産売買が

Io8

仮装だとすると,その仮装取引について

真実は何かということを,ま ず税務行為

として税務会計学は判断しなければなり

ませんので,仮装の部分を取り払うため

に経済的な実質まで考えていかなければ

ないないと思われます。ですから,先生

が言われたように,法的実質で解決でき

る場合もあるし,大半の場合は法的実質

で解決できると思います。ところが,一

歩進んだ段階でこの仮装行為等があった

場合に,虚偽の取引を行ったということ

であれば,経済的実質まで進んでいく可

能性もございます。

司会 小山先生には,未経過固定資産税

の処理について, もう1人,長谷川先生

よりご質問があります。

長谷川―弘 (税理士)税理士の長谷川

です。この未経過固定資産税の件は,消

費税基本通達10の 1の 6のお話ですね。

先生のレジュメ6ペ ージロ (本書28頁 )

にある,B社の処理で,その契約により

B社が未経過固定資産税を負担するとい

うことですね。それが租税公課という仕

訳となるのですね。そのことが,先生は

法的実質という見解ですけれども,課税

庁は,A社が 1月 1日 現在で不動産を所

有していますから,法律上,固定資産税

を 1月 1日 現在の所有者 (A社)にかけ

ることになります。課税庁がA社に課税

をしましたが,A社がB社 に売るときに

は,A社とB社の間には課税上の特別の

関係があるのではなく,A社 はB社に課

税をする権限はありません。未経過固定

資産税というものを,B社が負担するか,



しないかは任意ですので,それを租税公

課で処理というのはいかがなものかなと

思うのです。結局,国税審判所の言うよ

うに,それは消費税の対価として計上す

るのが妥当ではないかと思うのです。

一方,A社の仕訳は,雑収入というよ

うな仕訳をしています。それならB社は

それが会計上,形式上の租税公課ではな

く,実質税法上の雑費とか経費になるの

で,取得資産に加算することになると考

えます。それは当然消費税上の対価性が

あるからです。それがこの未経過固定資

産税の分かどうかは別としても,それは

対価性があると言えるのではないかと思

うのです。だから,こ の通達というのは

単なる実務上の注意喚起をしているとい

うような通達であると考えます。この未

経過固定資産税を,例 えばA社がB社に

法律上転嫁をさせなければならないとい

う法律上の縛りがあるなら,先生のおっ

しゃることになると思います。しかし,

今の固定資産税の法律では,課税庁は 1

月 1日 現在,A社が所有していますと
,

そこにかけるしかないですから,租税公

課というのはA社 とB社の合意でやって

いるだけですから,それは税法上,租税

公課という内容で処理するのは困難では

ないかと思うのです。

小山 どうもありがとうございます。お

答えさせていただきます。実は今,長谷

川先生からご質問いただいたことを私が

問題にしたわけでございまして,先生が

言われるように,こ れは法的には納税義

務者はA社なのです。 1月 1日 現在の所
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有者ですから。ところが,そ こで今回実

質課税の原則の法的実質を,実質主義に

基づいて考えてみたらどうだろうかと考

えました。それが税務会計学の根底に私

は流れていると思っているのですね。

ですから,今先生が言われたように
,

形式基準でいけば課税庁が言われる税務

通達は正しいです。ところが,一歩進ん

だ場合に,果たしてそれが今回実質課税

の原則で実質課税というものを考えた場

合に, ここにまた戻ってくるのですが
,

先ほどの畑山先生のご質問にリンクして

まいりますけれども,結局お互いにA社 ,

B社 ともに不動産の売買契約上,未経過

固定資産税の清算という認識に基づいて

行っているわけです。それは,先生が言

われるように行わないケースも当然ある

と思います。別にそれは強制的に未経過

固定資産税の清算をせよということには

当然なっていないわけですけれども,不

動産の実務を見た場合,不動産の慣行と

して未経過固定資産税の清算を行って
,

通常でしたら日割り計算で行うケースが

多いのですけれども,そのように行って

いるケースがあるということを前提に,

私は今回実質課税の原則というものに基

づいて考えた次第です。

未経過固定資産税の法的な納税義務

は,先生が言われるようにA社 しかない

のです。B社は来年度納税義務者として

納めればいいわけなのですが, もっとご

説明を深くすればよかったのかもしれま

せんけれども,固定資産税というのはや

はり固定資産を保有する期間的な保有の
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費用だという考え方が当然でございます

ね。そうした場合に,B社は,その途中

であっても固定資産の引き渡しを受けた

日から12月 31日 までの間は保有している

わけですから,それはむしろ固定資産税

としての性格の方が強いのではないかと

いうように私は考えたのです。

現在の未経過固定資産税に対する課税

庁の取り扱い,それから国税不服審判所

の見解というのは,会計理論に基づく見

解なのです。会計理論では正しいです ,

当然。ところが,今回の視点は,税務会

計学なのです。ですから,あ るとき課税

庁は納税者に対して拡大解釈をしたり,

縮小解釈をしたりしている1つ の例では

ないかなと私は思ったのです。もっと根

本に基づいて,税務会計学の立場より課

税庁側も考える必要があるのではないか

と考えます。

会計理論では,先生が言われるように

正しいです。やはり会計的にアカウンタ

ビリティの問題がありますから,すべて

の固定資産,それから固定資産に係わる

支出した金額について株主等に報告する

義務があります。ですけれども,税務会

計学から見た場合に果たしてそれが正し

いのかどうかということです。根本に

戻った場合どうなのかということで,実

質課税の原則に基づいて考えると,B社
が負担した未経過固定資産税は,取得価

額に加算するよりも,む しろ一時の損金

として扱う方が,税務会計学から見た場

合には適正なのではないかというように

考えた次第でございます。

長谷‖| しかしながら,税法的に租税と

いうと,法律上負担するのはA社であっ

て,A社はB社に転嫁させる権限も義務

もないのですので,なおさら税法的にも

租税公課で計上するのは困難ではないか

と思うのです。だから,当局のおつしゃ

るのが正しいかなと考えます。

小山 正しいと。

長谷川 税法上,正 しいと考えます。

小山 考え方としまして……。

長谷‖I A社がB社 に,未経過固定資産

税を負担させるか,さ せないかは任意で

すから,義務でもないし,法律で決まっ

ているわけではないですから,固定資産

税の納付をするのは,1月 1日 に所有し

ているA社に義務があるのですから,そ

れをB社に負担させようが,さ せまいが ,

それは自由ですので,それを租税公課と

いう,あたかも法律上の課税権のものに

置き換えるというのはかえつて不適切で

あると考えます。課税権限のないA社が

B社 に売るときは,それは租税公課とは

関係なく,やはりその部分の支払いは対

価として認識するものと私は考えます。

小山 なるほどですね。ご教示ありがと

うございます。

私は,国税不服審判所の裁決例がござ

いまして,こ れにちょつと疑間を持って

今回研究を進めてまいりました。ですか

ら,先生が言われるように,納税義務は

A社 しかありませんから……,だからそ

れが課税庁の考えだと思うのです。それ

も1つ の見解であるというように思いま

すし,国税不服審判所で争った納税者で



ある会社側の主張も一理あるのではない

かということで, どちらに軍配を上げる

かといったら,当然今現在は通達になっ

ておりますから,税務通達は法源ではあ

りませんけれども,や はり税務通達に

従った処理をやらなければ,こ のように

国税不服審判所で争うことに当然なって

しまいますので,あ る程度会社は,どう

しても税務通達に従った会計処理をせざ

るをえないのだと。

それに私は実は疑間を持ちまして,今

回もっと根本的に税務会計学の立場から

考えた場合に,会計理論とどこが違うの

か。そうすると,課税の公平理論という

のが必ずついて回ります。実質課税の原

則というのは,先生方もご承知のように
,

いろいろ事実認定の問題で納税者を苦し

めて,実質課税の原則に基づいてどんど

ん税務行為の否認が行われたという過去

の経緯がございますけれども,も っと根

本にsubstance over brmの 考え方があ

り,税務会計学に課税の公平理論があり

ますので,それを貫徹させるためには
,

やはり実質課税の原則というものが存在

していると考えられます。ですから,否

認する,し ないは別問題ですね。また,

先生方もご承知のように武富士事件が 1

つの方向性を示しましたので,やはり租

税法律主義を貫く観点から,租税回避の

否認を行う場合については個別否認規定

が必要であるというような方向づけに

なってきています。税務行為の根本的な

課税要件 を考える場合に,substance

over brmの 考え方というのが重要では
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ないかと思われます。そこが会計理論と

税務会計学の大きな違いではないかと私

は考えた次第でございます。

司会 どうもありがとうございました。

次に,長島先生のご報告に対して粕谷先

生から法人税の公正処理基準と消費税の

会計処理のあり方についてご質問があり

ます。

粕谷幸男 (税理士)長 島先生のご報告

で,税込み方式が消費税の本質に則した

ものという表をいただいており,そのこ

とについてはよく理解できます。しかし,

さらに税抜経理をしてはいけないのでは

ないかと述べられました。法人税が公正

処理会計基準を採用しておりますので
,

税抜経理自体が公正処理基準を構成して

いないというご判断ではないかと思いま

す。そこで,その税抜経理を否定される

理由についてご教示いただければと思い

ます。

長島弘 (自 由が丘産能短期大学)粕 谷

先生, ご質問ありがとうございます。

公正処理基準で,法人税の22条 4項 と

いうより,今回の場合は財務諸表の表示

ですので,一般に公正妥当と認める企業

会計の基準,つ まり財規 1条 または会社

法431条 の一般に公正妥当と認められる

企業会計の慣行ですね,こ ちらの方とし

て公正なる会計慣行になるかどうかとい

うお話だと思うのですね。慣行とはすぐ

にできるものではない。もっとも新しい

基準が出た場合には,一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準その他の企業

会計の慣行に含まれますが。これが実際
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に,前からそういうような慣行があった

なら,そ うなると思うのです。しかしこ

れは消費税が導入されたときに,レ ジュ

メで示したとおり,公認会計士協会が,

「消費税の会計処理について」という見

解を出したことにより,税抜きが適当だ

となりまして,以降これが定着したもの

ですよね,流れ的には。

ですから, この段階でもし違ったもの

が出ていれば違った形があったわけで

す。その最初のところで,税抜きのみが

正しかったのだろうかという意図でもっ

て話しました。

司会 次は,奥谷先生のご報告に対して
,

浦野先生より消費税の課税要件について

ご質問があります。

浦野広明 (立正大学)立正大学の浦野

です。先生の消費税の課税要件について

のお話を伺って,私 もいくつか本件のよ

うなケースを扱って解決させた経験を思

い出しました。課税要件では,対価の間

題も重要かもしれませんけれども,やは

り消費税というのは事業者が事業として

資産の譲渡等を行った場合に課税される

ことになっていますので,その対価が事

業として行われたものかどうかについて

の判断を行わなければいけないと思いま

す。

消費税では事業の定義をしておりませ

んので,こ の場合には事業というものを

社会通念あるいは条理というようなもの

で社会の一般常識として考えることにな

ります。その場合この事業というのは営

利事業を指していると思われるのです。

ですから, この対価が営利事業として行

われているものでなければ,そ もそも消

費税は課税されないのだ, こういうこと

ではないかと思います。事業としてとい

う判断を行わなかったのはどういう理由

なのかをお聞かせいただきたいと思いま

す。

奥谷健 (広 島修道大学)ご 質問ありが

とうございます。この事件の中では争わ

れていなかったということが 1つ大きな

理由ですが,おっしゃるとおり弁護士会

の業務で行っているものということにな

りますと,あ る種の事業性というものが

考えられるわけですが,公益的なものだ

ろうと思いますので,その点で営利的な

事業としていえるかどうかというのは 1

つ重要な検討 しなければいけない点に

なってこようかと考えております。

また,別の観点で申し上げれば,弁護

士法では弁護士又は弁護士法人でない者

が,報酬を得る目的で,弁護士を仲介,

斡旋等をすることが禁じられています。

そうしますと,弁護士会がこれを事業と

しては行ってはいけないと,条文から読

み取ることもできますので, これは事業

に該当しないということを争う可能性は

十分にあるだろうとは思います。

ただ,本件においてはおそらく弁護士

会の業務として行われているので,事業

性については,積極的にといいますか,

争われていないというのが現状ですの

で,本件の判決文等をもとに報告をさせ

ていただきましたので,そ ちらの方に重

点を置かせていただいたということでご



ざいます。

浦野 ありがとうございます。

司会 それでは,梅原先生のご報告に,

後藤先生より国際的にみた場合のデフレ

経済と消費税率の引き上げの関係につい

てご質問があります。

後藤和子 (埼玉大学)埼 玉大学経済学

部の後藤です。よろしくお願いします。

賃金の低下が日本の長いデフレの要因に

なっているというところに着目されて報

告されたと思うのですけれども,先生の

お話はいくつかに論点が分かれていたと

思います。

まず財政赤字が長く続いて,その要因

としては所得税の減収とか社会保障費の

増大が主な理由で,それに対して消費税

というのは現行 5%ですけれども,所得

税収入が減り,社会保障費が増大してい

るのを埋めることができないというお話

が最初にありました。

次に論点がデフレーションにいきまし

て,デフレの原因は賃金が低下している

ことであるという分析がありました。そ

してデフレ下では消費税の税収も伸びて

いないという指摘があり,最後にデフレ

下でどのように財政再建をするのかに関

して,私の理解の仕方が正しいかどうか

わかりませんけれども,雇用,賃金の改

革が何よりも必要で,そのときに消費税

を増税するというのは,景気変動に対し

て消費税は感度が悪いので,あ まり意味

がないのではないかとおっしゃったと思

うのです。

つまり,話が 3部立てになっていまし

7 討論 税制改革と消費税

たので,国際比較の視点からこの 3つ を

つなぐと一体どういう関係になっている

のかお聞きしたいと思います。といいま

すのは,関野先生もおっしゃっていたと

思うのですけれども,中 間層の賃金が

減っているというのは, 日本だけではな

くてヨーロッパの国々でも同じように言

われています。そうすると,消費税が低

いということと,デフレと,賃金がずっ

と低くなっているということが, どのよ

うに関連 していると考えたらいいので

しょうか。

グローバル化ということを念頭に置い

て,しかも国際比較の視点から見た場合

に,何が日本の特殊性で,消費税が現行

低くて,それがどういう意味を持ってい

て,消費税を上げると何が問題なのかと

いうのを, もう一度教えていただければ

と思います。

梅原英治 (大阪経済大学)マ クロ経済

学の専門家ではないので,十分なお答え

にはならないかと思います。ご質問の趣

旨は,消費税 (付加価値税)の税率の高

いヨーロッパではデフレが起こっておら

ず,税率の低い日本でデフレが起こって

いる。それゆえ,日 本でも消費税率を上

げたら,物価が上がってデフレから脱却

できるのではないかというお話というよ

うに聞いておりました。確かに消費税率

を上げると,消費者物価指数が一時的に

は上がるわけです。ところが,1997年 の

増税の場合,上昇した水準があまり長続

きせず,次第に元の水準へ落ちてくると

いう動きが見られました。
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というのは,その物価上昇分が賃金に

上乗せられればいいのですけれども,賃

金に乗せると,それは消費税負担が国民

の方に帰着しないので,一般的には国民

の所得を上げないという形で対応がなさ

れます。そうすると,実体経済の方で高

い物価水準を支える需要の裏づけがない

ということになって,結局は物価水準が

もとのさやにおさまってくるという動向

になるのではないかと思われます。

そう考えれば,消費税の増税というも

のは,税負担を国民の所得に帰着させる

政策であって,消費者から見れば賃金を

上げてその分を吸収したいわけですけれ

ども,なかなかそういう具合にいかない

というところが 1つ の問題点と思いま

す。特に日本でそれをやってみて果たし

てうまくいくのかというと,なかなか難

しいように考えます。

一般的にグローバル経済では,要素価

格均等化法則が作用して,要素価格,特

に賃金は低いところに平準化されるとい

う議論もあります。もっとも,こ れは労

働市場全般について当てはまるかという

と,実際のところは必ずしもそうではな

くて,付加価値率の高い市場では必ずし

もそうではない動きもあって,いろんな

形の動きがなされてくると思います。

また,賃金の動向については各国の労

使関係の動きもかなり反映されるでしょ

うし,特 に日本の場合には, ヨーロッパ

の労働組合とかなり違うところもござい

ますので,果たして消費税の引き上げに

よってデフレから脱却できるのかという

のは,なかなか難しい議論というように

考えている次第です。

司会 後藤先生,よ ろしいでしょうか。

後藤 はい。

司会 それでは,同 じく梅原先生に,鶴

田先生よリデフレ脱却の方策としての雇

用と賃金の改善についてご質問が出てお

ります。

鶴田廣巳 (関西大学)関 西大学の鶴田

です。今の後藤先生の質問と少し関わる

かもしれませんけれども,梅原先生の分

析は,財政赤字と消費税の関わりとかデ

フレの関わり,そ して最後にデフレから

財政再建だけではなくて,あ る意味で経

済再建のあり方というのをどう考えたら

いいかということを提起されておりまし

て,その最後のところでデフレ脱却の方

策ということで 3つの方策を挙げておら

れます。その中でも多分一番重視されて

いるのは, 2番 目の雇用と賃金の改善と

いう点だろうと思います。

この点では多分異論は少ないのではな

いかと思います。世界的にも先ほどもご

指摘があったように,中間層が消滅しつ

つあるという見方もあって,確かに労働

分配率が非常に悪くなって,最終的な消

費のレベルでの落ち込みが,不況の引き

金になり,デフレを深刻化させている大

きな要因だと思います。では,一体それ

をどう克服するかというときに,一方で

は,経済界の考え方として,内部留保を

ため込んで労働者に還元するということ

はあまり考えないという対応があり,そ

こに反省を迫る必要もあるだろうと思い
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ます。それと同時に具体的にどのように

分配率を改善し,あ るいは雇用問題に対

応していくかという産業政策なり,経済

政策のあり方,あ るいは税制や財政のあ

り方をどう考えるかということが一番重

要になってくるのではないかと思うので

す。よくグリーン・レボューションとか

環境エネルギー革命などや農業の再生な

どを合わせて,い ろんな改革案が出され

ておりますけれども,そのあたりを梅原

先生はどういうふうにお考えになってい

るかという点についてもう少し展開して

いただければと思います。よろしくお願

いします。

梅原 この雇用・賃金の改善を実現する

ことは,実際にはなかなか難しいと思い

ます。例えば,野田内閣 (当 時)の 『日

本再生戦略』を見ても,全部で11の戦略

がある中で,「生活雇用戦略」というの

が実は 9番 目なのです。国民の生活が第

一と言いながら9番 目なのですね。

その「生活雇用戦略」の中には,例 え

ば20歳から64歳の就業率,女性の就業率,

若者のフリーター数,ニートの進路決定

者数などについて,具体的な目標値を掲

げております。しかし,一番問題になっ

ている非正規雇用に係る目標値が掲げら

れていないのです。こういう「生活雇用

戦略」では,若者,女性,高齢者の就労

支援といっても, もっぱら非正規雇用の

増加につながるだけで,雇用あるいは賃

金の真の改善にはつながらないのではな

いかと思っております。

どうしたら賃金を上げられるか, これ

7 討論 税制改革と消費税

はなかなか難しく,基本的に私的な企業

ができないところは,公的なところ,す

なわち政府でやっていくしかありませ

ん。つまり,最低賃金を引き上げるとか,

雇用改革でいえば非正規雇用を本来の専

門職に限定するとか,規制や法的な枠組

みを強化していくしかないだろうと思い

ます。この場合,あ わせて中小企業に対

する対策も必要と思います。

日本では,賃金の引き下げや非正規雇

用の増加に,競争力の強化あるいは企業

収益の改善を依存し過ぎてきたのが裏目

に出て,それが今日,自 分たちの首を絞

めることになっていると思います。先ほ

どのデータでも,欧米諸国では 1人当た

り雇用者所得は全体として増え,ま た生

産性も高まっていることを考えれば,雇

用や賃金を改善することこそが,実は回

り道のようでも需要増となり,日 本経済

を再生することになるのだと思います。

そういうような考え方に基づいて,あ

る種の国民会議,す なわちコーポラテイ

ズム的な組織をつくって,労使が話し合

いながら,特 に使用者側の理解を得なが

ら,賃金を上げていくという方策に向け

ていくのが一番よいと思います。

それがないと,先 ほども申しましたよ

うに,供給を増や しても所得の増加と

なってはね返ってこないし,所得にはね

返ってこなければ,需要の増加につなが

りません。この連関を再構築していくこ

とが,今求められていると思います。そ

このところの連関がうまく働かない限

り,例 えば財政を発動するとか,マ ネタ
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リー・ベースを拡大するとかしても,日

本経済は動かないと思うのです。

司会 よろしいですか。

鶴田 はい,結構です。

司会 次に,や はり梅原先生に,武石先

生より基礎的財政収支の考え方の問題と

関連してご質問があります。

武石鉄昭 (税理士)税理士の武石です。

先ほど財政赤字,デフレーション,消費

税についての貴重なご提言をありがとう

ございました。

政府は,財政収支均衡策をとることこ

そが最良の経済政策とばかり,官僚,政

治家,マスコミを通じて国民にこれを流

布してまいりました。しかし菊池英博先

生は,著書『消費税は0%に できる』の

中で,こ の基礎的財政収支均衡策が国民

をだますもので,実際にこの均衡策こそ,

10年 デフレと10年 ゼロ成長の元凶だと

言っているのです。

この具体的な例として,アルゼンチン

が基礎的財政収支均衡策をとり入れて,

この目標が達成した後に政府の国債償還

が不可能となったと述べております。ま

さに「基礎的財政収支均衡策こそ国民を

だまし,国家を貧乏にするための手段」

と糾弾しているのです。

また菊池教授は,「外貨準備の運用益 ,

国民の積立金である社会保障基金200兆

円,それと国民の個人預貯金1500兆 円な

ど,国民のお金を国民のために活用すれ

ば,増税なしで医療費も,年金も賄える

し,経済成長させ,失業をなくし,国家

を再興できる」と言っているのです。私

もまさにこのとおりだと思います。

梅原先生にこの 2点 に対するご見解を

お聞きしたいと思います。よろしくお願

いします。

梅原 ご質問ありがとうございます。菊

池先生の本は,買 ったものの中身を読ん

でなくて,申 し訳ありません。

基礎的財政収支,い わゆるプライマ

リーバランス論は財務省の資料にも使わ

れているものです。プライマリーバラン

ス論では,債務残高の対 GDP比 という

数値をとりまして,簡単な計算式から,

名日経済成長率が国債金利を下回るとき

には,こ のプライマリーバランスが均衡

していたとしても,債務残高の対 GDP

比が発散して,財政は破綻すると結論す

るものです。日本の場合には,プライマ

リーバランスが均衡ではなくて赤字に

なっていることと,90年代ぐらいから名

日経済成長率が国債金利を下回る状態が

続いていることから,財政破綻のケース

に当てはまると主張します。そこで政府

は,2015年 度までにプライマリーバラン

スの赤字を半減し,2020年 度までに黒字

化するという目標を財政運営戦略の中で

立てているところです。

では,そ もそも基礎的財政収支の考え

方が果たして妥当かどうかというと,い

くつかの問題点があると思います。その

1つ は,債務残高の対 GDP比 をとった

としても,果たしてそれが財政破綻を証

明することになるのかということです。

債務残高の対 GDP比 という政府の目標

値というのは,あ くまでも債務の規模が

I16



どれだけかということを示すだけです。

財政破綻というのは,端的に言えば国債

をどれだけ消化できるのかという問題で

あって,債務残高の対 GDP比 は国債消

化の限界を表す指標にはならないと考え

ています。

その点では,今のギリシャにしても,

スペインにしても,ポーランドにしても,

イタリアあるいはアイルランドにして

も,日 本より債務残高の対 GDP比 が低

いにもかかわらず,国債消化の問題で危

機的な状況に陥るということがあるの

で,プライマリーバランス論がそういう

実情を表すことになるかどうか疑間に思

います。

もう1つ の問題点は,基礎的財政収支

の均衡策をとるというと, どうしても財

政緊縮策をとらざるをえない。財政緊縮

策をとらざるをえないとすれば,名 目

GDPを落とすことになる。名目GDPを

落とせば,結局は国債金利を下回るよう

な成長率が出てきますので,債務残高の

対 GDP比 の上昇という自己矛盾に陥っ

てしまう。自縄自縛といいますか,結局

なかなかそこから抜け出せなくなる。そ

ういう意味合いで菊池先生の説明を解す

るなら,妥当な意見と思います。

2つ 目のところは,外貨準備高とか積

立金をうまく使えば,増税なしでもやっ

ていけるという意見だろうと思います。

こういう意見は,例 えば財務省におられ

た高橋洋一さんも言われていることで
,

霞が関の埋蔵金をうまく使えということ

になります。外貨準備高については,復

7 討論 税制改革と消費税

興債の発行よりも外貨準備高を復興資金

に使えばよいという意見が,野口悠紀雄

さんからも出ておりました。確かに一時

的には財源になりうるだろうと思います

が,そ れはあくまでも一時的な財源で

あって,一般会計の本体部分の収入と支

出のギャップ,す なわち財政赤字のもと

もとの原因のところを埋めない限り,解

決にはならないと思います。また積立金 ,

特に社会保障基金を全部使うというの

は,将来的な年金の支払いをどうするの

かという問題も出てくるので,そ う簡単

ではないと思います。

国が保有している各種の金融資産ある

いは実物資産を,な るべく有効に活用し

て,国民の負担をできるだけ軽減してい

くということは,当然行っていかなけれ

ばならないと考えますので,ご提案の趣

旨は理解できますが,た だ,それで一般

会計の赤字の基本的な原因は解決できな

いのではないか, と思う次第です。

司会 梅原先生,個人金融資産の活用に

ついてのご質問には, どうでしょうか。

梅原 個人金融資産をどうせよというの

でしょうか。

司会 活用方法があるのかという質問で

すね。

梅原 活用方法があるかといって,現に

預貯金されているものから税金を取れと

か,国債を買わせるという話ですか。そ

の本は読んでいないので,こ れ以上お答

えすることができず,申 し訳ありません。

私の報告の趣旨からいえば,大企業の内

部留保の活用,社会への還元の方が重要

I17
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に思います。

司会 それでは,梅原先生に最後の質問

として,宮入先生より不平等税制の根本

的是正のあり方についてご質問がありま

す。

宮入興― (愛知大学)梅 原先生のお話

を聞いていて,梅原先生のお師匠さんで

もある立命館大学の加藤睦夫先生の『日

本経済の財政理論』,私 も加藤先生には

随分お世話になって影響も受けたのです

が,何かそれを思い出しました。

日本経済論なり,今はグローバル化し

ましたから,そ ういったものと財政理論

を結びつけて考えるというのは非常に重

要な観点ですので,今日の梅原先生のご

発表というのは,そ ういうふうなところ

もちゃんと視野に置きながら,財政の赤

字問題とか消費税とかを考えていく,こ

ういうふうな話ではなかったかと思いま

す。

先ほど後藤さんからも出されたのです

が,非正規労働者の増加だとか賃金の引

き下げというのは,日 本経済のデフレ脱

却を考える場合に1つ の大きなキーポイ

ントではないかというふうなお話であっ

たのですが,すでに答えておられますよ

うに,そ う簡単にこれらの問題が解決で

きるとは思われません。

政策論として考えてみた場合には
,

きょうのご発表は,消費税増税の批判と

しては非常に有効ですし,法律論として

もそれは正しいと思います。しかし政策

論としては,す ぐにデフレ対策として,

正規労働者の増加や賃金引上げを実現す

ることは困難です。そうした条件下で
,

消費税増税ということであれば,ほかに

所得税もあり,法人税もあるわけです。

その意味では所得税の金持ち減税,法人

税の大幅減税をこれまでやってきたわけ

ですから,消費税だけではなしに,や は

り日本全体の不公平税制の根本的な是

正,税の問題だけに限定して考えてもで

すね,その問題もやはり入れ込んで立論

されておくということが大切なのではな

いかなというふうに思いましたので,一

寸それだけ見解を伺いたいと思います。

梅原 宮入先生のおっしゃるとおりと存

じます。今回,私は当初の予定では,非

正規雇用の増加と税制の関わり合いを展

開したかったのです。例えば三木義一先

生の『日本の税金』に,消費税が派遣労

働を増やしているという記述があります

し,外形標準課税と派遣事業者との関係

もありうると思うのです。税制がこの間

の非正規雇用の増加を促進するような役

割を果たしてきたというところを入れた

かったのですけれども,力の限界で今日

はできなくて,申 し訳ないところです。

所得税のあり方などについては,宮入先

生のおっしゃるとお りで,気 をつけて

やっていきたいと思います。

司会 梅原先生,どうもありがとうござ

いました。

それでは,湖東先生のご報告に対する

ご質問です。最初に後藤先生より,輸出

還付をグローバル化の視点から考えた場

本のご質問が出ております。

後藤 非常に単純な質問ですけれども,

118



湖東先生は,輸出還付がされるというこ

とは大企業に非常に有利で,中小企業に

不利で,不平等があるからやめたらどう

かというお話で,別 の形をということ

だったと思うのですけれども,一方で今

の経済状況から考えると,も し還付がな

くなったらますます海外に工場を移して

海外で生産することが加速しませんか ?

そうすると国内の雇用が失われて,梅原

先生ご指摘の雇用や賃金の悪化がますま

す進むことにもなってしまうのではない

かと思います。日本経済が閉じていれば

別にいいですけれども,開いていますの

で,やはリグローバル化のもとでどうい

う状況になっていくかということを考え

た上で,その輸出還付が公平であるとか

不公平であるという議論をしないといけ

ないのではないかと思いました。いかが

でしょうか。

司会 湖東先生,いかがでしょうか。

湖東京至 (元静岡大学)後 藤先生と宮

入先生とは,同 じ質問だと思います。グ

ローバル化の中で,輸出企業が海外移転

をする,あ るいは輸出還付金制度がなく

なると競争力が,例 えばダイムラー・ベ

ンツとかそういう企業にトヨタは勝てな

いということをご心配になっているよう

でございます。雇用の問題 もご心配に

なっているようです。

私は, もちろんヨーロッパをはじめ多

くの国でやっている輸出還付金の問題が

それ自体競争条件にあることはわかりま

す。しかし,か といって多くの国でやっ

ている,だから日本は輸出還付金制度を

7 討論 税制改革と消費税

なくすと競争に勝てない,あ るいは雇用

の問題が心配だということに,直ちにな

るとは考えません。というのは,ア メリ

カには輸出還付金制度はありません。ア

メリカが世界経済をリー ドしている時代

はもう終わったのかもしれませんけれど

も,やはり輸出還付金制度のない国があ

るということ,あ るいはカナダは税率

7%で入れて, 6%に なり,今は5%で

やっています。下げているのですね。こ

ういった傾向もこの 2国 に限ってはある

わけですから,輸出還付金がなくなると

競争に負けるということはないのではな

いかと思います。もちろん日本経団連な

どは盛んにそのことを言っております。

競争力がなくなる,だから早く税率を上

げろということを言うわけで,そ ういう

意見と,税の公平性・透明性を主張する

意見とは戦いになっていると思います。

官入先生のご質問も同じ主旨なので, こ

こでお答えしてしまいますが, よろしい

でしょうか。

宮入 よろしくお願いします。

湖東 消費税を事業税の付加価値割に変

えるのを日本だけがやる,他の国は従来

型の輸出還付金のある付加価値税を続け

ていくということになれば,やはり障害

が出るのではないかというご指摘であり

ます。

何回も言うようですが,事業税の付加

価値割に合体できるなどということは
,

相当の努力をしても難しいとは思います

けれども,やはり消費税にある不公平性

あるいは消費税の持っている問題点とい
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うのを解決するために,何か模索をしな

ければならないということで, 1つの案

として出してみたわけです。ですから
,

グローバル化の中で輸出競争に勝てな

い,還付金がなくなると非常に具合が悪

いという企業があることは百も承知であ

りますが,それを承知でなお輸出還付制

度は不公平だと私は考えているのです。

グローバル化とか競争に勝てないと

いっても,日 本の消費税率は今 5%です

が,カ ナダも5%ですよね,そ してアメ

リカにはあ りません。 ヨーロッパは

20%,25%な どという高税率ですから
,

現状でも負けているはずです。しかし
,

現状でも十分還付金はあるし,日 本の輸

出産業は確たる地位を得ています。私は

税の公平性という観点から,こ の制度を

残していくのはいかがなものかと考えて

提案をしたわけであります。よろしいで

しょうか。

司会 輸出還付の問題について宮入先生

と後藤先生が質問をされているわけです

が,た だいまの湖東先生のご説明をお聞

きになって,重ねて意見なり,質問があ

ればお受けします。宮入先生,いかがで

すか。

宮入 ありがとうございました。私の出

したのは一寸スタンスが違うのですが
,

基本的には後藤先生と同じ問題です。 1

国の国内制度であっても,特 に税制につ

いては,や はリグローバル化の視点はど

うしても入れざるをえないと思います。

湖東先生の新付加価値割論 というの

は,私にとっては非常に鮮烈で,学ぶと

ころも多くて, 日からうろこ的なところ

もあったわけで,逆 に言うとその思い入

れもあったものですから質問させていた

だきました。その場合, グローバル化を

前提として,その制度の持っている障害

なり,マ イナス面をどういうふうにうま

くブレークスルーできるかということ

は,その観点がないともう一歩の説得力

に欠ける点があるのではないかと思い
,

何とかその方法が見出せないかと思っ

て,その意味で前向きな形で受けとめさ

せていただいてご質問させていただい

た,こ ういうことでございます。

湖東 ありがとうございます。何とかし

たいですね。考えられるところはまたこ

れから考えますが,要するに国内の問題

に,私は限定しているわけです。外国か

ら見た場合, 日本の輸出企業に還付金が

なくなったとしても全然構わないです

ね。

グローバル化といいますが,不公平税

制は国内の問題ですから,企業が公平性

を保った税制を受け入れればいいという

ことです。輸出還付金は国境調整上発生

するといいますが,実際には消費税は国

内税制なので,その中で解決すべきだと

思っているわけです。

司会 後藤先生はよろしいでしょうか。

後藤 はい。

司会 それでは,湖東先生に,鶴田先生

から新付加価値割のご提案についてご質

問があります。

鶴田 今 も評価が出ていましたけれど

も,非常に斬新なご提案をされていると



思います。ただ私の誤解かもしれません

けれども,質問をしたいことは,事業税

の新付加価値割で税収のところが12兆

8000億 円というふうに出されているので

すが,他方では新付加価値割は,法人税

の計算上は損金に算入とされているわけ

ですね。そうすると,新法人割が増えれ

ば増えるほど法人税はなくなってしまう

ということになるのではなかろうかとい

うことで,そのあたりは一体どう考えて

おられるのでしょうか。

また,それと関わってきますけれども,

計算上 トヨタその他の湖東先生が精力的

に計算された消費税の還付分について

は,私 も授業などで使わせてもらったり

するのです。日本のそうそうたる輸出企

業が 1兆円を上回るような輸出還付金を

もらっているということですけれども,

理論的に考えた場合に,そのすべてが輸

出補助金的な性格というふうに見ること

ができるかどうかというのは, どうなの

かというふうに考えていまして,確かに

相当補助金的性格が強い,あ るいはすで

に中小や下請の企業が支払ったそれこそ

血税的なものが事実上 トヨタに帰属して

いっているという面がありますから, そ

ういう意味では輸出還付ということで ト

ヨタ1社に還付するのではなくて,払っ

た下請業者に全員それこそシェアしなさ

いというふうに言いたいぐらいのところ

だと思います。そうはいえ還付されてく

る内容のところで,補助金的なものと
,

それからいわゆる付加価値税の仕組みと

しての国境税調整による還付分というの
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は,一応理論的には分けて考える必要が

あるのではないかなと思うのです。

何かそのあたりを考えておられたらと

いうことと,最後にもう1点 だけ追加し

て,最近,地方の税源拡充の一環として

地方消費税ということがしきりに問題に

なるわけですけれども,新付加価値割に

すると確かに地方に大きな税収が帰属し

てくるわけで,そ うすると国と地方の税

源配分のあり方については, どのように

考えておられるのかという点につきまし

てもご教示いただければということであ

ります。

湖東 鶴田先生,あ りがとうございます。

最初のご質問で,法人事業税は損金にな

るので,12兆8000億 円もの付加価値割を

取ることになれば,その分法人税が減る

だろうというご指摘です。

そのとおり減ることは減りますが,そ

の金額まるまる減ることはありません。

新付加価値割は,資本金 1億円以上の法

人であれば,納税義務が発生します。資

本金 1億円以上の法人,約 2万 8000社 の

うち,約半分の 1万4000社 が赤字法人で

す。これらの赤字法人からも税収が上が

ることになります。ですから,全体の減

収額は,例 えば法人税の税率を25%程度

とすると,1兆5000億 円程度かなと思い

ます。

それと,も う1つ法人事業税の資本割

なのですが,応能負担原則を適用し,累

進制にすべきだと考えます。現行資本割

は,平均税率02%と なっています。こ

れを例えば,最低税率0■ %か ら最高税
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率20%の 累進税率にしますと,法 人事

業税の税収がかなり増えます。そうする

とさらに国税の法人税は減収になるわけ

です。これを補うためには法人税の税率

を引き上げる必要があると思います。何

よりも消費税がなくなることによって,

全体の経済が活性化すれば,税収はまた

上がるということになります。

次に,輸出還付金ですが,全体が補助

金ではなくて,国境調整の分もあるので

はないかというご指摘ですが,国境調整

という名目で実質的に補助金を出してい

るので,私はこの輸出還付金は全額が補

助金であるという認識です。

鶴田先生は,輸出企業が下請に本当に

払っている部分もあるのではないかとい

うご指摘だと思うのですが,私は下請に

支払うものは,すべて物価の一部だとい

う考え方です。したがって,経済的にも

法律的にも,税 として負担をしていない。

ただ,中小の輸出業者は仕入れが上がっ

ている分,負担が増えています。そのた

め,中小輸出業者は気の毒だという意見

があります。しかし私は,制度として補

助金になるということについては大中

小,関係ないと思っているわけです。

もともとフランスで考え出された輸出

戻し税制度は,直接税であるシャウプの

付加価値税を,間接税と定義を変えただ

けですから,私は直接税に輸出戻し税を

認めることはできない,全額輸出補助金

だという考え方に立っています。

それから,地方の税収になるのでその

税源配分はどうかということですが, こ

れは地方税である法人事業税の付加価値

割ですから,そのまま地方税になります。

そうすると,地方税収がかなり上がりま

すので,ま ず,今の消費税の税収のうち
,

295%の地方交付金,こ れは不要になり

ます。それから,他の地方交付税交付金

も,付加価値割等の増収分を圧縮するこ

とによって,国の税収が減っても,実際

の予算額は変わらないというふうに考え

ますが, いかが・でlン ようかO

司会 よろしいでしょうか。それでは,

湖東先生への最後の質問です。黒川先生

より新付加価値割のご提案の意図につい

てご質問が出ております。

黒川功 (日 本大学)日 本大学の黒川で

す。

先生の消費税に関する問題点の整理

は,大変にわかりやすくて,感心して聞

かせていただきました。最後の新付加価

値割という仕組みを導入するという先生

のご提言ですが,対象を大企業に限定し

た直接税とすることによって,今の消費

税の問題点が大部分解消するというもの

でした。これは消費税のデメリットを小

さくする.すばらしいアイデアであると

思って聞いたのですが,1つ だけ腑に落

ちなかったところがあります。なぜこの

新付加価値割なのかという点です。消費

税,特 にその本質が形を変えた賃金課税

であるというような点までは,大企業に

限定しても克服することはできないと思

うのですね。なぜこの提案になられたか
,

先生のご提案の意図をご説明いただける

と幸いです。



湖東 ありがとうございます。私の発想

の原点は,消費税をなくすということな

のですね。その発想の下で,い ろんな方

策を考えたのですけれども,新付加価値

割は法人事業税の中に,現行税制にある

ということが, まず 1つ の魅力です。つ

まり,すでに法律が地方税法に書いてあ

るということです。ですから,一番近道

ではないかと。例えば個別消費税という

案も考えましたが,こ れは意外に税収が

少ないのですね。廃止直前 (1988年 )の

物品税で 2兆円ぐらいなのですね。現在

の出荷額に置き換えても,4兆円ぐらい

にしかならないのですね。やはり10兆円

を超える規模の税となると,な かなかな

いのです。もろちん不公平を全部なくす

とか,法人税の税率を引き上げるように

すれば,も っともっと財源は出てくるわ

けですが,消費税をそのまま移行させる

ということでいえば,や はリー番魅力的

なのが新付加価値割ではないかというふ

うに考えたわけです。

黒川先生は,新付加価値割は賃金課税

になるというご指摘ですが,付加価値の

外形標準でいちばん大きいのが賃金・給

与ですね。事業税に付加価値割を導入す

るときの反対スローガンは,給与に課税

するなんてもってのほかだということで

した。賃金課税にならないようにしたい

のですが, これは現行法人事業税の付加

価値割の計算からすれば,どうしてもな

るわけです。そこで,応能負担原則に適

う方法を模索した結果,資本金 1億円以

下の法人を除くことにしたわけです。こ
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れで労働集約型の中小企業のほとんどを

納税義務者から除くことができます。次

に資本金 1億円超の法人のうち,労働集

約型の企業に比較して,資本集約型の企

業に高い負担を求めることにする。そう

いうことでバランスをとったらどうかと

いうこと以外に方策が見当たらないので

す。

現行事業税の資本割は,資本金額に対

し02%の平均税率ですが,資 本金1000

億円以上に対しては,資本金額を50%か

ら25%ま で圧縮することを認めていま

す。こういう仕組みを止め,資本金額そ

のものに税率をかけることにする。税率

も超過累進税率を採用する。そうすれば

資本割の税収が増えることになります。

その結果,相対的に労働集約型の企業の

負担が少なくなるわけです。しかし, こ

れはあくまで相対的な話でして, ご指摘

のように,賃金課税,給与課税になると

いうことは,こ の税金・付加価値割の宿

命であり,欠陥があることは変わりませ

ん。

黒川 実現可能性を考えての苦肉の工夫

であるということ,こ う理解してよろし

いですか。

湖東 そうです,そのとおりです。

司会 それでは,関野先生のご報告に対

して,鶴田先生よリドイツにおける軽減

税率の廃止との関連で,財政全体のあり

方についてご質問が出ております。

鶴田 ドイツの売上税をめぐる軽減税

率,あ るいはそれをどのように改革をす

るかということで,非常に示唆に富む報
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告をいただいたのですけれども,その軽

減税率の廃止をめぐる論争というのは
,

結局売上税の問題だけに限られずに,税

制全体だとか財政全体のあり方の改革で

すね,それらと不可分であることを承 り

ました。

最近,日 本でも消費税増税と関わって
,

給付付き税額控除だとか,他の代替案あ

るいは社会保障の充実だとか目的税化だ

とかいろんなことが提起をされているわ

けで,そ ういう意味でも税制の中だけで

はなくて,財政全体との関わりというこ

とがどうしても出てくるわけです。

その中で ドイツは,こ の間の税制改革

でも,法人税などにおいても課税ベース

の拡大をやって税率の引き下げをやって

きた 1つの成功例のように紹介をされる

ことが多いかと思います。そういう動き

の背景には,国際租税競争の圧力に対し

て,国際租税協調といいますか,そ うい

う両者のせめぎ合いがあるのではないか

と思っているわけです。それは,例 えば

OECDな どの有害な租税競争をめぐる

規制だとか,EUの 同じように有害税制

をめぐる動き,あ るいはその利子に対す

る源泉徴収の動きなどに現れていると思

うのですけれども,そ ういう国際租税協

調との対抗関係の中で,今後 ドイツの売

上税の軽減税率をめぐる動きが,い ろい

ろほかの問題とつながってくるというこ

とが最後のところで触れられていたかと

思います。

特に非正規雇用の増加であるとか所得

格差の拡大傾向を踏まえて,こ ういう逆
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進的な間接税,消費課税へのシフトを根

本的に批判して,所得税の累進課税強化

とか法人利潤への課税強化,富裕者への

財産税導入を主張する議論も存在してい

るという指摘をされていたのですけれど

も,そのあたりの現状,あ るいは見通し

がどうなっているのかをもう少し説明を

いただければと思います。

関野満夫 (中央大学)な かなか準備が

できていないのですけれども,基本的に

は租税協調より,租税競争の流れの方が

まだまだ強いのではないかなと思いま

す。だからこそドイツにおいても,個人

所得税と法人税の税率引き下げというこ

とをやらざるをえなかった。法人税に関

しては,課税ベース拡大によって一定の

税収の確保,それからEU拡大の成果も

あって法人利潤が上がったということも

ありまして,法人税収は減ってはいない。

税率を下げたけれども,税収は上がって

いる。それでも,所得課税に対してドイ

ツは税率引き下げ競争に遅れているとい

う全体的な流れがあります。

それに対 して売上税率は,2005年 で

16%で ,ヨ ーロッパの中で相対的に低い。

まだこっちを上げられる余地があるん

じゃないのという風潮が,保守派といい

ましょうか,経済界から特に強い要求が

出てきます。つまり, ドイツの中での雇

用問題を理由にした形で,所得課税とか

法人利潤課税は下げて,それを広く薄く

売上税で少し賄って,社会保険料率も少

し下げて雇用を確保するという,国内向

きの議論で,あ る程度これまでの税制改



革が行われたのではないかと思います。

ですから,EUの 中での租税競争の流

れの中と,それからもし今後 ドイツの中

で税制改革をめぐる対抗関係が出てくる

とすると,租税協調よりも国内の政治要

因の方が大きいのではないかと私は思っ

ています。ただ鶴田先生が指摘されたよ

うに,ド イツで非正規雇用,所得格差,

資産格差が大きくなるのを,2000年 代の

税制改革は助長してしまったわけです。

思い切って最高税率を下げたため,高額

所得者層は減税による恩恵を大きく受

け,資産格差が広がるという状況が生ま

れています。

そういう中で, こういう2000年代のよ

うな税制改革の流れでいいのかという根

本的な批判が当然出てきますから,売上

税率は19%に なったけれども,こ の軽減

税率を廃止するというのは,そ う簡単に

はいかない。新自由主義的な効率論から

いえばこうなってしまうけれども, これ

を政治的に受け入れるというのはありえ

ないのではないかと私は思っています。

ですから, ドイツの今後の国内の政治的

な状況の中で税制改革の流れが決まって

いくという気はいたします。

それから,も う1つ は法人利潤の課税

の問題でいきますと,ド イツの場合法人

税があると同時に市町村が課税している

営業税があるわけです。これも法人利潤

に課税しますから,国税の法人税は15%

になったとしても,営業税を含めると実

効税率は30%ぐ らいです。かつては50%

ぐらいあつて, ヨーロッパの中ではドイ
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ツが断 トツに高く,だから経済界の要求

により,法人税を15%に 下げた結果で
,

ヨーロッパの中では真ん中よりちょっと

高い方になったのかなと思います。

ただ,一方で営業税については,先ほ

どの湖東先生の提案とも関わってくるの

ですけれども,地方自治体は所得型付加

価値税に変えろという形で,応能原則で

はなくて応益原則にのっとった付加価値

税という,本来の営業税の姿に戻すべき

だという議論をしているのですね。つま

り,利潤課税にしていると変動性もある

し,実効税率にも反映して, ドイツの競

争力の足を引っ張る理由にされやすいと

いうことで,所得型付加価値税化するこ

とによって安定的な地方税収を確保した

い,応益原則に基づく税収を確保したい

という長年の要求がありますので,その

形でしたいと。

一方,経済界の方は,む しろそういう

付加価値税化には絶対反対です。それか

ら営業税が現在利潤課税になっています

けれども,こ れもできたら撤廃したい。

撤廃することによって,思い切ってドイ

ツ企業の実効税率をさらに引き下げ,国

税の法人税率だけにする。それに代わる

財源は,比例課税の地方所得税という形

で住民に負わせることを要求 していま

す。企業は負担せず,国民ないし住民に

負担をしてもらうというのが,経済界の

要求です。

ですから,全体の所得格差を問題にす

る論点,地方自治体から見た地方税制の

あり方,それから経済界から見たドイッ
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税制全体のあり方など,い ろいろな関係

の中で,売上税についても決まってくる

という気がいたします。

でも,全体としては福祉国家として大

きな財源を確保しなければいけない。個

人所得税と社会保険料と消費課税, これ

が事実上 3本柱ですね,法人課税につい

ては一寸地位が下がっていますから。そ

の中で,各国の特色,特徴を出しながら
,

どういう形で税収ないし財源を確保 し

て,福祉国家としての財政的なサービス

を維持するかということです。これが各

国で苦労しているところだと思います。

司会 それでは,関野先生に,宮入先生

からドイツの売上税をめぐる論争の日本

への示唆についてご質問があります。

宮入 関野先生の ドイツの売上税をめぐ

るドイツ内部における論点は,非常につ

まびらかに多方面から,しかも実証的な

データも付けていただいて大変勉強にな

りました。私の質問は 1点だけです。日

本の消費税は今後,税率が 8%に なり,

10%になるとされています。その場合に,

逆進性対策といいますか,軽減税率をど

うするのかという議論はようやく始まっ

たばかりのようですし,それから給付付

き税額控除も,世帯ごとの所得の確定が

必要だという点になりますと,こ れは要

するに納税者番号制,マ イナンバーとも

関係があります。さらに所得税等々との

関係も出てまいります。その意味では
,

日本の消費税率の引き上げをめぐる改革

の中身については,こ れからの課題だと

いうふうに思われます。

関野先生には,いわばドイツにおける

論争を踏まえて,何か日本の消費税改革

に対 して示唆 していただける点があれ

ば,是非それをお伺いしたいということ

でございます。

関野 外国研究から,何か日本の税制改

革に参考になることがないかということ

ですけれども,外国研究は外国研究に価

値があると思うのです。ただドイツでの

事例とか実証研究を見ますと,低所得者

対策,逆進性対策として軽減税率を入れ

ています。軽減税率を入れることによっ

て,逆進性への一定の配慮といいますか,

対策になるというのは,基本的に確認で

きると思います。

と同時に,今 日の報告でも紹介しまし

たけれども,絶対額では高所得者層の方

が消費額は大きいから,その恩恵も大き

いと言われます。これは当たり前の事実

ですけれども,改めてそこが出てくるわ

けです。軽減税率を低所得者向けでつ

くったのだけれども,高所得者もそれで

恩恵を受ける,こ れをどうするか。そう

ならないように, “VAT給イ寸金'' とい

うような形にしてしまうという手もある

かもしれません。

あるいは消費税率をアップする以上
,

所得税の最高税率をもう少し上げるとい

うような対処をすることによって,一定

の政治的調整というか,国民的な合意,

公平感にかなうようなことになるのでは

ないかなと思います。逆進性対策で軽減

税率を入れたのに,それの便益が金持ち

の方が大きいというのは,やはりおかし
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な話になりますから,こ れも合わせ技で。

だから,消費税だけで議論をするという

のは,片手落ちなのだと思うのですね。

全体の税制の中で議論しなければいけな

いのだろうと思います。

ドイツのシュテファン・バッハが提案

した “VAT給付金",売上税においても,

これを完全に給付すると累進的な結果が

生まれるという。そういう制度を設計し

たら,そ うなるのは当たり前ですけれど

も,そ ういうふうにやることによって売

上税の逆進性を逆転させることができる

というのも理論的には可能なのだけれど

も,こ れだけ大きな形でやるというのは

ありえないというか,ほかの国でやって

いないわけですからそれは相当難しい。

特に各世帯の所得を正確に捕捉しなけれ

ば,ま た逆の不公正が生まれてしまいま

す。アメリカの給付付き税額控除でも,

不公正といいますか,不明瞭な形で交付

されていると言われています。

スウェーデン並みに各世帯の所得が完

全に捕捉されていて,社会保険料とか税

金とか全部わかっているようなところ

だったらありえるかもしれませんけれど

も,日 本のようにそういうのが全然ない
,

納税者番号 もないようなところで
,

“VAT給付金"を やろうと思ったら,

逆の不公平が生まれかねませんから,す

ぐには難しいと思います。下手すると
,

また政治的な妥協で,以前の地域振興券

みたいな形でお茶を濁すような,変 なも

のになりかねないですから,そ ういう姑

息な手段はあまりよろしくないと思って
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います。以上です。

司会 関野先生,あ りがとうございまし

た。あと,追加の質問が奥谷先生に2つ

出ております。まず日本大学大学院博士

課程の本村さんから消費税の対価性の要

件についてのご質問をお願いします。

本村大輔 (日 本大学大学院)日 本大学

大学院博士課程の本村と申します。

奥谷先生のご報告は非常に勉強になっ

たのですけれども, 2点お伺いしたい点

がございまして, ヨーロッパおよびドイ

ツにおける対価性をめぐる議論というこ

とで, ドイツの議論というところを教え

ていただいたのですけれども,ド イツ以

外の国で,例 えばフランス等では対価性

をめぐってどのような議論が行われてい

るのか,そ ういった点にちょっと興味が

わきまして,こ れが 1つ 目でございます。

2点 目に,京都地裁判決の問題という

ことで,現行消費税法の中核概念たる対

価概念についてこれは不明確だと。この

点に関して,先生は租税法律主義の観点

から,解釈論において抽象的なものを具

体的に解釈していこうということで私は

理解したのですけれども, この点具体的

にはどのように解釈すべきなのか,お聞

かせいただきたいと思います。

奥谷 ありがとうございます。 1つ 目の

質問ですが,他 の国の議論状況がどう

なっているかは,申 し訳ありませんが,

わかりませんというお答えしかできない

ところではあります。ただ, ヨーロッパ

というふうに言わせていただいたのは
,

ヨーロッパ裁判所において議論されてい
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るということです。そして,判決が必ず

しも一貫したものにはなっていない状況

があるという点では,おそらくヨーロッ

パ全体において明確な解答が得られてい

ないのではないかという推測ができると

いうところです。例えば95年のヨーロツ

パ裁判所の事件は,も ともとオランダの

事件です。そういったようなところで
,

ヨーロッパ全体の議論としてまだ明確な

答えが出ていないのではないかと考えて

いるところです。

2つ 目の点ですが,対価性をどのよう

に判断するかというのは,突 き詰めれば
,

事業者が反対給付を得るために提供する

という目的的なとらえ方と,消費者,そ

の給付の受領者がそれを得たからこそ払

うという原因,その関連性を求めること

によつて対価性を判断することが少なく

ともドイッ,ヨ ーロッパの考え方からす

ると一番明確に求められるのではないか

と考えているところであります。よろし

いでしょっか。

本村 ありがとうございます。

司会 あと,黒川先生かい,や はり奥谷

先生にご質問があります。

黒‖l 日本大学の黒川です。実は大変興

味があったのですけれども,不幸にして

都合で先生のご発表は聞き逃してしまい

ましたので,端的にその概要を知ろうと

いうずうずうしい質問でございます。

市場における等価交換, これを念頭に

置きますと対価性で考えるのが非常に理

解しやすいのですが,一般に行われてい

る「取引」というのは必ずしもその範疇
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には納まりませんで,法人税でいえば交

際費やら寄附金やら経費性の怪しい支出

が問題になってくるような「取引」も多

いと思うのですね。このレジュメの中に

も法律事務所の例が載っておりましたけ

れども,例 えば近所に弁護士事務所が

あって,近 くにあるタクシー会社が,何

か事故が起こったり,紛争があった場合

には「よろしく」という約束 (?)で弁

護士さんを駅まで毎日送り迎えするけれ

ども,料金をもらわないとします。いざ

というときに「よろしくね」と言いつつ
,

例えば毎日乗せてあげていたとします。

もし課税庁がこれを見つけたら,法律事

務所には料金相当額の売上げを認定 し

て,タ クシー会社側は交際費の損金不算

入にかけた追徴とか,そ ういう話が出て

くる可能性のあるところです。こういっ

た明確な対価物というものがない,互酬

交換とかそれに属するような「取引」が,

現代でもあると思うのですけれども,こ

ういう場合,先生の理論ではどの辺で対

価性を画することができる,ないしは画

するべきだというような見解をお持ちで

しょうか。端的にご意見を伺えると理解

に資すると思いましたので,こ の点につ

いてご解説をいただきたいと思います。

奥谷 ありがとうございます。

受け取っていないので対価性はないと

いうのが一番簡単な答えかなと思います

が, タクシーの運転手は反対給付,将来

よろしくねという目的を持って提供して

いますが,弁護士側はそれに対してその

役務提供を受けたから何か利益を供与し



ているかといえば,その時点ではないの

で直接的な関連性はないといえます。そ

ういったようなところで画することがで

きるのではないかと思います。

黒川 もうちょっと等価交換に近づけて

まいります。例えば今度は相手方がガソ

リンスタンドであるとします。そこの従

業員を駅までいつも送ってあげるのだけ

れども,大体経験的にそこのタクシーが

入れるガスとその送り迎えの金額が同じ

ぐらいになるような感じを両方とも持っ

ていたとします。そこで, どちわも請求

をしないとしたとします。これは明確な

相手方への利益供与を伴う
一

少なくと

も意識の中にはそういう部分がある
一

と思うのです。もし課税庁であれば両方

売上げを立てて,どちらかの金額に合わ

せるか,あ るいはさらに差額を何かまた

交際費や寄附金にして認定課税を
一 法

人税であれば
―

行う可能性が高いよう

な事例だと思います。この場合は明確な

対価性はないのですが,単 なる互酬交換

といいますか,緩いといいますか,非常

に大ざっぱな価値の交換が起こっている

ようなケースにもなってくると思うので

す。この辺りになるとどうでしょうか。

明確に最初の事例では価値の提供がない

ということですが, グレーゾーンに入っ

てまいりますとどういうふうに考えて

いったらよろしいのでしょうか。

奥谷 そこに当事者間の意思の合致があ

るかどうか,法律関係を観念できるかど

うかだろうと思います。個別具体的な,

直接的な関連性を法律関係において求め

7 討論 税制改革 と消費税

ようというのが基本的な ドイツ,ヨ ー

ロッパ法の考え方だろうと理解をしてお

りますので,今のところの理解に基づい

て言えば,お互いがそれぐらいの金額だ

ろうということを推認 しているだけで

あって,明確にそれで交換しましょうと

いう意思表示なりの合致があればそこで

法律関係をとらえて対価性ありと言える

と思います。ただ,お互いに何となく気

を遣つているだけだということであれ

ば,そ こにはそういった関係は観念でき

なくなるのではないかと思います。

黒‖| そうしますと,先生のご議論では
,

もし同じ考え方を日本でもとることがで

きれば, こういうグレーゾーンにおける

課税庁側の認定課税には理論上対抗すべ

き十分な理由が存在しうると考えること

が可能でしょうか。

奥谷 少なくとも契約関係はないものな

ので,その部分に対して双方向の贈与に

なるのかもしれませんし,あるいは何ら

かの形での理論的な構成は可能であっ

て,反論は可能ではないかと,今のとこ

ろの理解では思っております。

黒川 ありがとうございます。

司会 以上をもちまして, このシンポジ

ウムを終わりたいと思います。この学会

の特徴は, このシンポジウムで質疑応答

を重ねる,そのことによって問題の理解

が非常に深まる, そういうことにあると

いうことを改めて実感いたしました。

ご報告いただいた 6人の先生方に改め

てお礼を申し上げます。どうもありがと

うございました。(拍手)
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国税徴収法39条 における第 2次納税義務と

詐害行為取消権の関係性

―
昭和34年 国税徴収法改正議論及び

債権法改正議論における両者の趣旨・成立要件を手がかりに
一

本 村 大 輔
(日 本大学大学院法学研究科博士課程)

はじめに

昨今,債権法改正の議論が盛んに行われている。現在に至るまで,法制審議

会民法 (債権関係)部会において,債権法改正に向けて多様な検討がなされて

いる。さて,税法と民法の繋がりとしては周知のとおり多岐にわたるが,本稿

においては主に国税通則法42条 (詐害行為取消権・以下通則法)と 民法424条 ひい

ては国税徴収法39条 (以下徴収法)に おける第 2次納税義務の関連を論 じるこ

ととする。

また,わが国の租税徴収制度の基本法ともいうべき国税徴収法が昭和34年

(1959年 )に改正されて以来,部分的改正はあったものの,実に半世紀以上にわ

たり維持されていることは周知の事実である。ここにおいて,先の問題を検討

する意義は,1日 国税徴収法 (明治30年法律第21号)改正議論と同様に,国税徴収

法がその時の経済情勢に適合的なものでならないことを意味している。確かに
,

詐害行為取消権の問題は本来私法の問題ではあるが,通則法42条 においては,

「民法423条 (債権者代位権)及び424条 (詐害行為取消権)の規定は,国税徴収に

関して準用する」との規定がなされているところ,こ の規定のみをもって明確

とは言い難い。また, この関係で詐害行為取消権を行使することなしに,租税

債権の徴収を可能とする徴収法39条 (無償または著しく低い価額による譲渡を受け

たものの第2次納税義務)を どのように読むのかが問題となる。
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そこで,本稿においては,昭和34年国税徴収法改正の立法過程を概観 しなが

ら詐害行為取消権 と第 2次納税義務の関係を考察 し,詐害行為取消権をめぐる

改正議論や平成16年 に改正された新破産法との関係で,通則法42条や徴収法39

条の実体要件をどのように読むのか,その整合的解釈を探ることを目的とした

い。

I 詐害行為取消権と第 2次納税義務制度との関係

詐害行為取消権と第 2次納税義務の関係につき,下級審判例は,徴収法39条

の規定する第 2次納税義務は,滞納者による無償又は低額の財産譲渡のために,

納税者の財産につき滞納処分を執行 しても徴収すべ き額に不足すると認められ

る場合において,当該財産の流出が,法定納期限から1年前の日以後の無償又

は低額の財産譲渡によるものとする実体要件のもと,当該第三者に対 して補充

的,第 2次的に納税者の納税義務を負わせる制度であるとした上で,債務者の

一般財産が当該債務者の法律行為により不当に流出し,そのために弁済資力が

不足 した場合 (す なわち,詐害行為となるような場合)に ,一定の要件のもとで
,

当該法律行為を取 り消 して当該流出財産を回復する詐害行為取消権と類似する

制度であるとしている。また,詐害行為取消権に比 して,徴収法39条の第 2次

納税義務は,当該財産の流出が,法定納期限から 1年前の日以後の無償又は低

額の財産譲渡によるとして実体要件が厳格化されている反面,訴訟手続によっ

て行使する必要がないとして手続的要件が簡素化されている点で,両制度は独

立 した存在意義を有すると説示する。さらに,こ のような観点から最高裁は
,

徴収法39条 においては「詐害意思」は不要とする立場にたつ。

しかし,何故に「徴収法39条の第 2次納税義務は,詐害行為取消権からは独

立 した存在意義を持つものとして規定されたと解すべき」か,そ の理論的根拠

が不明確である。また,「法定納期限から1年前の日以後の無償又は低額の財

産譲渡によるとして実体要件が厳格化されている」といえるのか,こ の点に関

しては疑間がないわけではない。つまり,実体要件が厳格化されているという

には, この要件事実の該当をもって詐害性が推認されるだけの効果が認められ
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なければならないと解 されるのである。そのことは,憲法30条および84条か ら

憲法適合的解釈が求め られることか らの裏付けも可能であろう。そこで,先に

挙げた国税徴収法昭和34年改正 に至るまでの審議過程において,両者はどのよ

うにとらえられていたか検討する。

Ⅱ 昭和34年国税徴収法改正における審議過程にみる

詐害行為取消と第 2次納税義務制度の位置付け

旧国税徴収法改正にいたる契機として,租税の性格に関する認識の変化が挙

げられる。つまり,複雑化 した私法上の取引と滞納処分 との衝突は,「 国 (収

税官吏)対滞納者」という単純な滞納処分のあり方が多角的・多面的なものに

なっていき,こ のことから利害関係者が増えるにつれて,「官憲的な収税官吏」

が行政上の義務違反者である滞納者に対 して処分を行うという前提で作 られて

いた旧法の手続上の不備と,戦後の行政の民主化という要素を加えた滞納処分

における手続の民主化 と合理化の必要性があったということ,が挙げられよ
5)

つ 。

また,改正作業のあり方の基本的な性格を基礎づける指摘として,佐藤英明

教授は以下のように述べる。「『租税優先権』が果たしていた機能を分析 し,そ

こに含まれている要素のうち,立法目的との関係で残すべきものを,同様の機

能を有する別の制度の集合に置き換える,と いう作業であるといえよう。たと

えば,・ ……国税が担保付債権に優先しうる範囲が広いことの理由の 1つ を徴収

回避行為への対処の必要性に求め,国税が優先しうる時間的範囲を縮減しつつ
,

別に,徴収回避行為を対象とする第 2次納税義務の範囲を拡充する,な どとい

うのが, この例である」。すなわち,「滞納処分の民主化と合理化の必要性」と

「租税の優先権」との対立が租税債権の基本的な性格づけをめぐる,法務省民

事局と徴税当局との審議経過に投影できるのである。この点を物語るものとし

ては,租税徴収制度調査会第 9回速記録に提出された法務省民事局による「租

税と担保付債権との順位等に関する意見」が重要であろう。その中で特筆すべ

きは,法務省民事局・村上委員の「全体を通ずる根本の思想は,よ うするに租
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税債権の徴収は滞納者の財産を対象とすべきである,滞納者以外の第三者の権

利を侵害したり,第三者の財産に手をつけるということは原則として避けなけ

ればならないという建前であります。ただそのために租税の納付を回避するよ

うな講ぜられることを避けるために,現行法でもある程度の考慮が払われてい

るのでありますが,そ れが十分であるかどうかという点ではさらに検討する必

要があると思いますけれども,原則としては,滞納者の財産だけから出る租税
8)

の徴収をするという原則を維持すべきものであると考えます」という点に,法

務省の基本的姿勢が見て取れる。これに対し,租税徴収制度調査会第11回速記
9)

録における徴税当局の対応は,担保付私債権の関係につき,「租税債権の公示

については,一概に担保付私債権の公示と同一に論ずることができないとして

も,現在一般の公示の原則に準 じた措置が十分であるとは言いがたい点もある。

また, 1年 間という期間についても現行の租税の納期限等との関係から検討の

余地もあろう。そこで,… …第 2次納税義務の補充,詐害行為取消権行使の合

理化,徴税回避を防止するための措置等の手続が整備されるならば,国税徴収

法第 3条及び地方税法第15条 の納期限前 1年の期間の短縮について検討するこ
10)

とも考えられる」と説明されてお り,担保付私債権との調整を図ることに対す

る妥協点として徴収回避を防止するために,「第 2次納税義務の補充」,「詐害

行為取消権行使の合理化」が提示されたことは重要といえる。

また,興味深い点としては,租税徴収制度調査会第14回速記録における「租

税優先権に関する基本的な問題点」において挙げられた,租税の課税期間の開

始時又は賦課期 日 (各税につき統一するとすれば,法定納期限の1年前)以降に納

税者がその財産を無償又は著 しく低い対価により譲渡 し,又は権利の設定をさ

せた場合には,その財産の譲受者又は権利者に対 して現に有する利益 (譲受人

等が悪意のとき又は納税者の特殊関係者に対して譲渡した場合は譲渡のときにおける当

該財産の価額)を 限度として納税者の滞納税額につき第 2次納税義務を負わせ
11)

ることができるものとするか,に 関する吉国幹事の趣旨説明がある。すなわち,

12)

「旧国税徴収法15条 (詐害行為取消権)は依然残しまして15条 の適用のあるもの

のうち最も典型的であって特に裁判所の判定を要しないと考えられるものを抜

き出して,で きるだけ具体化して別の規定を作っていこうという考え方でござ
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います。」「ただ,詐害行為の取消をいたしますのは行政処分としてちょっと行

き過ぎだという意味で,第 2次納税義務制度で納税義務を課することとし,私

法行為自体の取消をなさないという考え方をいたしました。」これに対 しては
,

あくまで私法行為の取消はやらないとしながらも,結局において受益者・転得

者から滞納税額を徴収 していくことに変わりがないとの批判が寄せられる。ま

た,譲受人の悪意の認定を収税官吏がやることに対する困難性 と実際上旧国税

徴収法15条 の効果をなくす意図があるのではないかとの批判が出たのは,当時

の委員からすれば当然のことといえよう。続けて,再調査請求から訴訟に移っ

た場合,立証責任が逆となるのではないかとの反論に対 して,吉国幹事は,「悪

意の有無の立証は,現在の詐害行為の取消でも譲受人,転得者が立証するとい

う前提になって」いるとして,少 なくともこの時点の徴税当局の認識としては
,

詐害行為取消権の訴訟形態に照らし,譲受人,転得者において「悪意」を争う

ことを排斥 していない点は,注 目に値 しよう。

このようにして,法務省民事局と徴税当局との議論は,上記のような基本的

姿勢のもとに争われていくのであるが,少なくともこれまでの流れから詐害行

為取消権の合理化と第 2次納税義務の拡充は徴収回避行為への措置として位置

付けられ,悪質な徴収回避に対 してはしかるべき対応がなされるべきとの思考

は,調査会全体を通 じた共通認識であったことがわかる。すなわち,詐害行為

取消権と徴収法39条 に通ずる法意としては,徴収回避行為への措置ということ

がいえ,少なくとも徴収回避行為でないものまで課税するということまでは想

定 していないと解される。また,第 2次納税義務制度において納税義務を課す

るということは,当然に租税法律主義の原則からの拘束を受け,憲法適合的解

釈が求められる。すなわち,租税法律主義を構成する基底的概念の 1つ である

税務行政の合法律性の原則から,課税庁は租税法律の規定するところに従って

厳格に租税の賦課・徴収を行わなければならず,課税庁の恣意的な判断によっ

て,税法の解釈・適用がなされてはならないことが要請される。この点,さ ら

に敷行するならば,最高裁平成18年 1月 19日 第 1小法廷判決がいうように,本

来の納税義務者から無償又は著 しく低い額の対価による財産譲渡等を受けた

「取引相手」に留まる者までが第 2次納税義務者にあたる事案が出てきた現在
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においては,徴収法39条における第 2次納税義務の適用においては少な くとも

徴収回避行為該当性,言い換 えれば行為の詐害性 を判断要素 とする余地がある

と解 される。

Ⅲ 債権法改正議論における詐害行為取消権

詐害行為取消権の法的構成をめぐる争点は,民法424条の規定する取消権の

法的性質等をいかに解するか,ま た民法425条の「前条の規定による取消 しは
,

すべての債権者の利益のためにその効力が生ずる」という規定をめぐり,こ の

規定が何を意味するのかに関しても議論がなされている。さらには,平成16年

破産法改正により,代物弁済・本旨弁済・担保供与等の詐害性について,そ の

成立要件について従来の判例法理や民法学説との関係について問題が提起され

ている。

そこで,詐害行為取消権の法的性質についての諸学説を概観するに,①形成

権説は,民法424条 の取消 しの効果は同121条 の法律行為の取消しと同じであ

り,同条の定める権利は形成権であるとされ,②請求権説は,詐害行為取消権

の目的は,受益者の手中に逸出した財産を債務者の財産へ返還することにあり,

取消債権者は受益者に対し,衡平上の理由に基づき民法424条の規定によって,

逸出財産の返還請求権を取得すると主張される。③折衷説は,最高裁が取消権

の本体は詐害行為の取消しを目的とする権利 (形成権説)と 逸出財産の取戻 し

を目的とする権利 (請求権説)が合わさった権利である旨判示したことから,

24)

折哀説と呼ばれる。この説は,取消 しの効果が原告たる取消債権者と被告たる

受益者または転得者の間にのみ及ぶと解 し,訴訟に関与 しない債権者には及ば

ないとする。また,転得者がある場合には,取消債権者は受益者を被告として

価格賠償を請求 してもよいし,転得者を被告として現物の返還を請求してもよ

いとする。さらに,取消 しのみの請求も適法な訴えであると判示する。続いて
,

先の理論的欠陥を批判する立場から④責任説が提示される。つまり,取消権は
,

逸出財産を取消権者の行う強制執行の対象に回復せ しめる効果すなわち責任法

的無効という効果を生ぜ じめる一種の形成権であると解 し,取消権者は形成権
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の行使である取消訴訟が確定 した後に,受益者 または転得者 を被告 として,債

権者に対する債権の満足のために詐害行為の 目的物 に対 して強制執行 をするこ

とがで きる旨の判決すなわち執行認容判決を債務名義 として,強制執行 を行い

債権の満足を得ることができるとするものと説明する。また,⑤訴権説は,取

消権の法的性質を「訴権 =ア クチオ」つまり,実体法上の権利と訴訟法上の権

利とが合体 した権利であるととらえる。そして,取消権の行使が裁判上 (訴 え

または反訴)に 限定されるのも訴権 という性質を引きずっているため,取消権

の効果を論ずる際にはまずその訴訟形態が何であるのかを確定すべ きだとす

る。さらに,比較法的・沿革的考察の結果として,民法424条 は執行認容訴訟

そのものを規定 していると解すべ きであ り,425条は執行忍容判決の効力を総

債権者に拡張するという法技術的意義を有 しているとする。また,こ の訴権説

の考え方に立脚すると,本判決が取消 しの効力の相対性を判決効の相対性の原

則から導き出したことは,取消権の訴権としての性質上,当然の帰結と解する

ことに特徴がある。

以上概観 したとお り,詐害行為取消権をめぐって判例・学説は必ずしも一致

していない状況にあることは確かである。このような状況から,詐害行為取消

権制度の不透明性への措置は必要であるとの観点から,詐害行為取消権 も改正

議論の俎上にのぼることとなる。

詐害行為取消権の基本的方向性として,現行の詐害行為取消権は,その中核

的規定である現民法424条が一般的な規定であって,そ のもとで解釈論の展開

がなされており,規定としての透明性が低いとの指摘がなされている。要件お

よび効果について,そ の帰結を極力明確にすることが適切であり,その場合に

は,倒産処理手続との連続性,否認権 との整合性を考慮することとされている。

その制度趣旨としては,詐害行為取消権は,責任財産の保全のため,債務者の

もとへ財産の回復を図る制度としてとらえるとされている。

Ⅳ 平成16年破産法改正 との関係

債権法における詐害行為取消権は,破産法との整合的解釈の要請から,要件
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の明確化が図られようとしている。これを税法の関係に投影すれば,通則法42

条と実体的要件が置かれる徴収法39条 との関係に類似する。確かに,徴収法の

目的は「国税収入の確保」であり,破産法の目的とするところは「企業倒産に

伴うセーフテイネット」といえ,一見相違するように見えるが,窮状会社の維

持再生や窮境債務者の事案 。経済生活の再生を図り,倒産・破産等による社会

的 。経済的影響をより小さく食い止めようとする点においては,徴収法の側に

おいてもより安定的かつ平穏に租税徴収の確保が叶うということがいえ,両者

の整合的解釈が成立する余地もあろう。そこで,破産法における否認権の成立

要件と徴収法39条の成立要件とを比較・検討する。平成16年 に破産法が全面的

に改正され,否認権の規定も大幅な改正を受けた。特に新破産法160条 は詐害

行為否認に関する詳細な規定を定めてお り,民法424条 との関係が問題とな

る。破産法改正が民法424条 との関係で問題となるのであれば,わが国の税法

は通則法42条で民法424条 を準用しており,その影響は決して少なくなく,無

関係とはいえないと考えられる。

新破産法においては,詐害行為否認規定は行為の時期に応じて, 2つの類型

がある。 1つ 目の類型は問題となった行為の時期を問わずに,詐害行為を対象

とする否認であり,詐害および破産者の害意の 2つが否認の積極要件であり,

詐害についての受益者の善意が消極要件である (破産法160条 1項 1号 )。 2つ 目

の類型は支払停止または破産手続開始申立て (支払停止等と呼ばれる)後の詐害

行為であり,詐害行為の存在が積極的要件となり,支払停止等および詐害につ

いての受益者の善意が消極要件である (破産法160条 1項 2号 )。 これに対して
,

通則法42条 をめぐる裁判例として,納税者の行為が行われた時点において,租

税債権がいまだ成立していない場合であっても,租税債権の基礎となる法律関

係や事実がすでに発生し,租税債権の成立が高度の蓋然性をもって見込まれて

いたときには,詐害行為取消しを認めうるとしている。この点,徴収法39条は
,

「法定納期限から1年前の日以後の無償又は低額の財産譲渡」と行為の時期に

一定程度の制限を設けている。

新破産法は,詐害行為否認において対価的均衡を欠いた代物弁済に関してだ

け否認を認めるという立法を行った (破産法1∞条2項
― 詐害的債務消滅行為)。
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加 えて,新破産法161条 1項柱書 は「相当な対価 を得て した財産の処分行為」

が原則 として詐害行為 とはならず,同法161条 1項 1号か ら 3号の要件 を満た

す場合にのみ否認で きると定めた (詐害行為否認に対する特則である)。 この点に

おいては,徴収法39条 においては無償 または著 しく低額の譲渡に限定 されてい

るために,「相当な対価を得てした財産の処分行為」は除外されていると考え

てよいであろう。すなわち,無償又は著 しく低い額の対価による譲渡等の処分

の範囲については,国及び法人税法第 2条第 5号に規定する公共法人以外の者

に対する処分に限られ (施行令14条 ),「 著 しく低い額」の判定にあたっては,「 当

該財産の種類,数量の多寡,時価と対価の差額の大小等を総合 して,当該取引

価額が通常の取引額,すなわち,時価に比 して,社会通念上著 しく低いと認め

られるか否かにより,判断すべ きものと解す」べきとされている。また,一般

に時価の明確な財産 (上場株式,社債等)の対価が時価より比較的僅少な場合 ,

又は値幅のある財産 (不動産等)の対価が時価の 2分の 1を ある程度上回って

いる場合であっても,「著 しく低い額」 と判定すべ き場合があるとされてい

る。この点,筆者としては,いわゆる当該詐害行為が弁済資力の不足に基因す

ることに対 して第 2次納税義務者に「詐害意思」を媒介とする訴を認め,「著

しく低い額」の判定についても詐害性を考慮すべきと解する。

民法424条 の詐害行為の主な成立要件は,債務者の無資力・債務者の悪意・

受益者または転得者の悪意である。これらを総合的に考慮 して行為の詐害性の

有無が判断される。この点,新破産法のような個別列挙主義的かつ綿密な要件

の立て方とは異なる。民法と新破産法の詐害行為の成立要件を比較すれば,新
破産法においては,債務額を超過 しない価値を有する目的物による代物弁済 (詐

害的債務消滅行為)は詐害性を有 しない (破産法160条 2項 )の に対 して,民法424

条に関する裁判例は,代物弁済はそれが債務者の義務ではないという理由で
,

相当価格による代物弁済も詐害性を有すると判示 している。

新破産法は160条 1項柱書により,一部の債権者に対する担保の供与または

本旨弁済等の債務消滅行為 (偏頗行為)は詐害行為にはあたらない旨,規定さ

れている。これに対 して,民法424条 をめぐる判例は,既存債務の弁済は一般

的には詐害行為にならないが,一部の債権者と通謀 しこれらの者に優先的に弁
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済の満足を意図があれば詐害行為になり,一部の債権者への担保供与行為が詐

害行為に当たるとした裁判例は複数存在する。一方で,生計費および子女の教

育費を得るためになされた譲渡担保や,牛乳小売業の継続のために合理的限度

を超えない範囲で仕入先のためになされた譲渡担保は詐害行為に当たらないと

されている。この点に関し,徴収法39条は「担保の目的である譲渡」を除外 し

ているのに対 して,「債務の免除」や「その他第二者に利益を与える処分」と

の抽象的な規定にとどまり,新破産法や上記判例に比べ不明確性を伴うものと

なっている。筆者としては,租税法律主義および取引の安全性の見地から,少

なくともここにいう「その他第三者に利益を与える処分」には善意の第 2次納

税義務者の本旨弁済は含まれないものと解 したい。また,強制換価手続による

財産の移転や生計を一にする親族の生活費,学費等に充てるためにした社会通

念上相当と認められる範囲の金銭又は物品の交付 も当然に含まないといえよ

う。さらに,遺産分割協議が徴収法39条の対象となるか否か争われた事例で
,

最高裁は遺産分割協議が,滞納者である相続人にその相続分に満たない財産を

取得させ,他の相続人にその相続分を超える財産を取得させるものであるとき

は,徴収法39条にいう第二者に利益を与える処分に当たり得るとしている。 し

かし,上述のとおり徴収法39条の実体的要件にどのようにして徴収回避性を読

み込んでいくのか ,課題を残すものとなっている。

おわりに

以上のことから,昭和34年国税徴収法改正に至る審議過程から詐害行為取消

権と徴収法39条に通ずる法意としては,徴収回避行為への措置ということがい

え,少なくとも徴収回避行為でないものまで課税するということまでは想定し

ていないと解される。また,第 2次納税義務制度において納税義務を課すると

いうことは,当然に租税法律主義の原則からの拘束を受け,憲法適合的解釈が

求められる。また,詐害行為取消権の法的性質すなわち趣旨・成立要件を概観

したが,現状判例 。学説は一致しているとは言い難 く,法制審議会民法 (債権

関係)部会は平成16年破産法改正との整合的解釈の必要性から,趣旨・成立要
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件の明確化 をめざしている。 この ような議論の状況に鑑み,い わば試論的に破

産法における否認権および詐害行為取消権 と徴収法39条の成立要件の比較を

行ったが,少なくとも両者の考え方に大きな違いはあるとは考えられない。両

者の架橋を阻害するものとしては結局をもって,昭和34年国税徴収法改正議論

の審議過程からみてとれる「租税の優先性」すなわち「租税は租税であるため

に優先する」との ドグマ的発想である。換言すれば,国税徴収法全面改正から

半世紀以上過ぎた現代において,仮に徴収法39条 をはじめとする第 2次納税義

務が「徴収回避行為」や「詐害行為」に該当しない善意の第 2次納税義務者に

対 してまでも徴収可能とするならば,そ れは法定権利侵害制度として機能する

こととなり,行政の民主化を阻害する要因になるおそれがある。つまり,徴収

法39条の第 2次納税義務における課税・徴収を正当化 し得る根拠は,詐害行為

取消権理論の範疇を飛び越えてまでは存在 しえず,形式的要件事実の該当のみ

をもって,課税・徴収を可能ならしめる解釈は人権侵害につなが り,租税法律

主義の崩壊を招 くものとして,妥当ではない。 したがって,第 2次納税義務者

の権利保護の立場から通則法42条および徴収法39条の解釈論の展開について

は,徹底 した租税法律主義の貫徹すなわち厳格・限定的解釈がめざされるべき

と解する。また,先の諸改正や改正議論を契機に,第 2次納税義務者自身の実

体法上の地位を中心とした解釈論的・立法論的再構成をめぐる議論がさらに発

展することを願って,本稿の結論としたい。
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伊藤員『破産法』 (有斐閣,第 4版補訂版,2006)369頁。

破産法改正と租税債権と関係につき考察したものとして,前掲註30),佐藤英明「破

産法改正と租税債権」68頁以下参照。

伊藤ほか『条解破産法』 (弘文堂,2010)1018頁。

横浜地判平成 7年 9月 26日 訟月42巻 11号 2566頁。

伊藤・前掲註33)381頁 以下。

福 岡高判平成13年 11月 9日 ・LEX/DB URL:http://2022484742/1exbin/ShowSyo_

shi aspx'sk=634860194263148750&pv=1&bb=28071649

広島地判平成 2年 2月 15日 判時1371号82頁。

前掲註19)204頁 。

最判昭和48年 11月 30日 民集27巻 10号 1419頁。

最判昭和33年 9月 26日 民集12巻 13号 3022頁。

最判昭和32年 11月 1日 民集ll巻 12号 1832頁 ,最 判昭和35年 4月 26日 民集14巻 6号

lm6頁。

最判昭和42年 11月 9日 民集21巻 9号 2323頁。

最判昭和44年 12月 19日 民集23巻 12号 2518頁 。

前掲註2)76頁 。なお, 占部裕典「判批」判時2108号 153頁 は,遺産分割協議の内容

に合理的事情がある場合には,徴収法39条の適用は制限されるとする。

この考え方は,租税債権においては,優先的効力の範囲にも,そ の用いうる強制力

の程度にも,徴税当局の認定と裁量に委かされている幅が相当に広いことに関して,制
度の運用に当たっては慎重の上にも慎重を期すべきであり,真 に止むを得ない場合の最

後の手段として講ぜられるべき (前掲註5).所収の我妻栄「序」)と の,当 時の調査会

責任者であった我妻栄会長の戒めの言葉に通ずるものと考えられる。

39)

40)

41)

42)

43)

44)

45)

46)

47)
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犬 飼 久 美
(立命館大学大学院法学研究科博士課程 。税理士)

はじめに

わが国の企業が実施する退職金制度は,昨今,確定拠出制度やポイント制の

導入などにみられるとお り,年金利回りの低下や高齢化による負担の増加など

の理由から,その内容や考え方が,制度の発足当時より大きく変化 している。

一方で,適格退職年金制度の廃止に伴い年金受給者等が取得 した一時金の所得

分類の問題などにみられるとおり,退職金に対する課税制度がその変化に対応

しているのか疑間である。そこで,現在の退職金制度にふさわしい課税方法を

検討するにあたり,退職金制度や課税方法をその起源から検討 し,わが国の退

職金課税に対する根本的思想を再検討 したい。

本稿においては,その手始めとして,明治20年所得税法制定時に退職所得が

課税対象外とされた理由を検証 し,そ の後,昭和13年 に課税対象とされた時代

背景を辿ることで,退職金の課税制度は,当初より政策的配慮により形成され

てきたことを明らかにする。そして,昭和 6年の税制整理準備委員会から戦後

の国会での議論を調べることで,退職所得の計算構造についても,戦後の行政

整理,企業整理といった特殊事情を背景に,政策的配慮のもとで優遇措置が設

けられるに至った点を指摘する。結果,退職金に対する課税制度は常に政策的

配慮によって形成されている以上,現在の課税制度が適正であるかどうかを図

るためには,税法における退職金課税の概念と,実際に運営されている退職金

制度との乖離を認識する必要があることを論 じたい。

146



退職金課税の起源と変遷

I 所得税法制定当時退職金が課税対象外とされた理由

明治20年所得税法制定当時,退職金は課税対象外であった。その理由につい

て,こ れまで具体的に検討した先行研究はなく,明治20年所得税法が制限的所

得概念を採用していたためと記載されている程度であった。そこで,その起源

の検討に当たり, どういう経緯で退職金が課税対象外となったのかを確認する

ため,①明治20年所得税法律案,②元老院での議論,③当時参考とされたプロ

イセン及びイギリスにおける当時の所得概念,④当時の実務解説書,の 4つの

点から検討した。

: 明治20年所得税法草案からの検討

明治20年所得税法では,第 3条第 3項において「螢利ノ事業二馬セサルー時

ノ所得」を課税対象から除外 している。この当時すでにわが国では,退職金制

度の原型といえる制度が実施されており,退職金は, この「誉利ノ事業二属セ

サルー時ノ所得」に該当するものとして課税対象外所得になると解されていた。

そこで,なぜ明治20年所得税法が,「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」を

課税対象外としたのか,そ の経緯を確認するため,明治20年所得税法の公布ま

でに作成された 4つ の草案に「誉利ノ事業二周セサルー時ノ所得」が非課税所

得として規定されていたかどうかについて調査 した。その結果は,次のとお り

に整理できる。

イ)明治17年 11月 「収入税法律案」 収入税法立案には,非課税所得に対する

明文規定はないが,第 4条において,課税対象所得を営利目的の継続的行為か

ら生ずる所得に限定 している。「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」を営利 目

的の継続的行為から生ずる所得や労務の対価としての性質を持たない所得であ

ると解釈するならば,課税対象所得を営利 目的の継続的行為から生ずる所得に

限定 して規定することにより,「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」を間接的

に課税対象から外 していると考えられる。

口)明治17年 12月 「所得税則」 所得税則では,第 5条 において非課税項 目を
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規定 している。阿部勇教授は,そのうち,公共及び公益事業についての所得が

「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」に相当すると解説 している。 しか し,そ

のように解するならば,民間における勤労に基づ く所得としての性質を有する

退職所得は「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」から除外されてしまう。その

結果,退職金は課税対象に含まれるということになり,当時の解釈から乖離す

る。 したがって,所得税則においても収入税法律案と同様に,第 1条及び第 2

条において営利目的の継続的行為から生ずる所得に限定 して課税対象と規定す

ることにより,「螢利ノ事業二周セサルー時ノ所得」を間接的に課税対象から

除外 していたと読み取れる。

ハ)明治18～ 19年 頃「所得税則修正案」 所得税則修正案は,大蔵省文庫が所

蔵する松方家文書の第37号 に納められていたが,第37号の史料は欠落してお り,

現状において原文を確認することはできず,現在確認することができるのは,

高橋誠教授の論文の脚注に引用紹介されている部分に限られる。引用箇所には
,

非課税所得に該当する部分はなく,収入税則修正案において「螢利ノ事業二属

セサルー時ノ所得」が非課税項目に挙げられていたかは不明である。 しかし,

課税対象所得の部分は引用されてお り,収入税則修正案においても第 1条にお

いて課税対象所得を資産又は労力により生ずる所得に限定 して規定することに

より,「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」を課税対象から除いていたと考え

られる。

二)明治20年 1月 「所得税法草案」 所得税法草案の第 3条において,「螢利

ノ事業二属セサルー時ノ所得」が初めて非課税項 目として規定された。所得税

法草案は,内 閣及び元老院の審議を経て公布に至るまで 3度 の修正がなされて

いるが,非課税規定である第 3条については, まったく変更されないまま公布

に至っている。

以上 4つの草案を比較 してみると,収入税法律案から所得税法草案に至るま

で,課税対象所得を資産又は営業等から生ずる,いわゆる経常的な所得を前提

にしてお り,「誉利ノ事業二届セサルー時ノ所得」は,別途非課税規定によっ

て除外するまでもなく,課税所得の定義の段階で,そ もそも課税対象から除外

されていたと考えられる。その上で,所得税法草案以後,確認規定といった意
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味合いで,別途非課税規定の項 目に加 えられたと思われる。

2 元老院での議論

所得税法草案は,内閣に提出され,そ こで多少手を加えられたのち,元老院

に提出され,再び 2度の修正がなされた上で公布に至った。

元老院における所得税法草案の審議では,交際費及び割賦賞与金について ,

直ちにその金額を課税対象所得に加えるという修正案が出された。これに対 し,

堅岡公張は,三菱会社の郵船事業を廃止するにあたり,番頭や手代に数千万円

の割賦賞与を配給 した事例を挙げ,こ れは,永年の勤労を積んで取得するもの

なので,通常の毎年支給される割賦賞与金とは別にすべきであり,そ のような

事例を無視 した改正を行うと「省利ノ事業二属セサルー時ノ所得」の条項に抵

触すると主張 した。

また,尾崎三良からは,交際費,割賦賞与金を課税対象から外すと,給与を

下げて,その分を交際費等として給付する租税回避を広 く認めることになると

の意見が出たが, これに対 して,山 口尚芳から「省利ノ事業二屈セサルー時ノ

所得に課税せず,定例の所得には課税するのは当然であり,不時の慰労金なら

もともと課税対象外 となる。」といった趣旨の意見が出たため,結局,交際費

については,も ともと課税対象所得とされていた手当金の中に含まれるものと

解釈 し,割賦賞与金のみ課税対象所得に追加することで決着 した。この経緯か

ら,退職金は,制限的所得概念に基づき理論的整合性を検討 した結果,非課税

とされたものではなく,退職金のような性質を持つ所得に課税することは酷で

あるという政策的配慮によつて課税対象から除外されたことがわかる。

3 プロイセン及びイギリスの当時の所得概念

明治20年所得税法は,プロイセン,イ ギリスのいずれがもとになったか学説

の対立があるが,両国とも制限的所得概念をとっていることに相違なく,わが

国がそれを継受 したことには争いはない。また,退職金はわが国独特の制度で

あるといわれてお り,両国には退職金に相当する所得がないため,本稿では
,

どちらがもとになつたかについては検討 しない。明治20年所得税法制定時の研
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究を行った論文によると,当時,松方正義の側近であった田尻稲次郎は, フラ

ンスの経済学者ポール・ルノア・ボリュー (Leroy― Beaulie,Paul)の 財政学の影

響を受けたとある。 しかし,ボ リューは,植民地思想に影響を与えた学者で
,

わが国の所得概念に影響を与えたとは考えられない。

包括的所得概念のもととなるシャンツ (Georg Schmtz)の純資産増加説の発

表は1896年で,日 本における所得税導入の 9年後にあたる。 ドイツではロッ

シャー (Wilhelm ROsher),コ ーン (Gustav Cohn)ら による制限的所得概念の時

代であった。

また,ア メリカの経済学者リチャー ドグー ドによると,制限的所得概念は
,

イギリスでは農業が支配的な経済であり,封建的な制約により土地の売却に相

当の制約があった時代の産物とある。こうした考え方を当てはめれば,制限的

所得概念のもと退職金が所得に含まれないことは明らかである。

4 当時の実務解説書の分析

明治20年所得税法が,明治20(1887)年 3月 23日 に官報公告されると,翌月

に出版された牧村兼吉『国民必携所得税法詳解 完』を皮切 りに,29種類 もの

解説書の出版が確認されている。そこで,明治20年の出版が確認されている実

務解説書で国立国会図書館デジタルアーカイブにて入手可能であったものが ,

それぞれ「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」をどのように解説 しているか検

討 した。詳細は別稿にまとめてあるので, ここでは結論のみ記載すると,いず

れの解説書も所得の源泉から周期的・反復的にもたらされるものだけを所得と

し,一時的・臨時的な所得,あ るいは資本取引に該当するものは課税対象外と

する源泉説の概念から解説 している。退職金を積極的に定義に入れて解説 して

いるものはないが,礼金,勉励褒賞金に含まれていると解することはできる。

しかし,退職金が課税対象外とされる理由を源泉説の概念で解説 しようとする

と,退職金は労務対価性のないものと解釈することになる。

また,当時の解説書では,功労や勉励に基づ く賞与が「螢利ノ事業二属セサ

ルー時ノ所得」に該当するか否かについて,(イ )非経常的な所得であることに着

日し,一時の功労に対する賞与であれば,恩恵報酬又は勉励報償金を問わず ,
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非課税とする見解,(口)贈与としての性質に着目し,対価性のない,一時限りの

贈与としての性質のある賞与のみ非課税となり,勉励賞与金など対価性が認め

られる賞与は,一時のものであっても非課税にはならないという見解,(ノ ,偶発

性に着日し,予見性がない賞与や非経常的な賞与のみが非課税となるという見

解,の 3つ に分かれている。

ここで,元老院での議論を振 り返ってみると,元老院では,恒久的な割賦賞

与金については課税の対象とし,三菱会社の郵船事業の閉鎖のような不時の賞

与については,課税 しないとした。しかし,勉励賞与金のように,永年の勤労

を経て受ける退職金とは,ま た異なる性質の非経常的な賞与について,具体的

にどのような範囲までを「螢利ノ事業二属セサルー時ノ所得」に該当すると解

釈するかは議論されなかった。そのため,上記のとおり「誉利ノ事業二周セサ

ルー時ノ所得」の解釈により,非課税となる賞与の範囲について, 3つの見解

が考えられるようになった。

すなわち,(イ )の 見解によると,割賦賞与金以外の一時の功労に対する賞与で

あれば,恩恵報酬又は勉励賞与金を問わず非課税となり,非課税 となる賞与の

範囲が最も広 くなる。(口)の 見解は,予見性の有無にかかわらず,対価性のない

贈与の性質をもつもののみ非課税としているため,三菱会社の事例のような不

時の賞与や恩恵報酬は非課税となるが,勉励褒賞金は当初の約定の有無にかか

わらず課税対象となる。(ハ)の 見解は,予測可能性の有無によって判断するため
,

(ハ)の 見解によれば,恩恵報酬又は勉励賞与金を問わず,予め約定されていれば
,

非課税とはならない。逆に,予め約定されていないのであれば,恩恵報酬又は

勉励賞与金のいずれであっても,非課税となる。

そして, このように「螢利ノ事業二馬セサルー時ノ所得」に該当する非経常

的な賞与の定義が不明瞭であったことから,そ の後において,会社から給付さ

れる金銭が「賞与の性質を有する給与」又は「誉利ノ事業二周セサルー時ノ所

得」のいずれに該当するかについての訴訟が提起され,そ の結果が退職金への

課税に影響を及ぼしていくこととなる。
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Ⅱ 制度面か らみた退職金制度の変遷

退職金制度の原型は,江戸時代の商家における暖簾分けにあるとする説が有

力であり,末弘厳太郎名誉教授の「労働者が永年安い賃金で無事に勤めを仕上

げると,雇主はそれに封する慰労若 しくは謝膿の意味で暖簾分けをしてやると

か其他現在の退職手営に相営する何等かの贈典的給付をする」という説を支持

するものである。

さらに,その歴史的背景を裏付けるものとして,三井家の宗竺遺書に,「一。

使用人に封 しては,慈悲の心を以て優遇 しなければならぬ。使用人の吉凶に開

する費用は積立金から出してやらねばならぬ。其他使用人の退職手営や特別賞

典 も積立金から出さねばならぬ。同族には特別賞典は必要でない。」と記され

ており,江戸時代から三井家等の財閥では,使用人への恩典的措置として退職

金制度が取 り入れられていたことがわかる。

一方,上記の暖簾分けに端を発する退職金制度とは別に,明治維新以降のわ

が国では,急速に産業の工業化が進み,有用な人材確保を目的とする労働者の

足留めのための退職金制度が発祥 し,発展 していった。具体的には,官業にお

いて労働者確保を目的とする使用者全額負担の退職金の制度が誕生する一方

で,民間企業においても,労使共同負担の共済制度が発足 した。このほか,当

時は,強制預金とも表現される,労働者の意思にかかわらず,賃金の一部を天

引きし,その労働者名義で貯金をし,退職等するまで引き出せない制度によっ

ても退職金が支払われていた。

これのの労働者の足留めのために,予め労働条件として明示されたものを受

ける退職金や,本人拠出分の払い戻 しによる退職金からは,恩典や贈与という

性質を見出せず,こ れらはまさに,労働の対価 というべきものである。

したがって,わが国の退職金には,江戸時代の暖簾分けを起源とするものと
,

明治以降の労働者の足留めのための満期賞与を起源とするものの 2つがあり,

両者はまったく異なる性質の所得であるといえる。

しかし,退職金の性質をはかるときには,両者を結びつけた議論がなされ ,
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そのことが税制上の不均衡を生 じさせる原因になっている。

Ⅲ 退職金が課税対象となった経緯

明治32年改正で課税対象外とされた利益割賦賞与金が,大正 9年改正で課税

対象となったことにより,退職金が節税策として注目されることとなった。上

記 13で指摘 したとお り,当 時から割賦賞与金と退職金の区分は明確ではなく,

形式的な判定によって両者を区別するしかなかった。

その後,昭和13年改正によって退職所得は課税対象とされた。退職金を課税

対象にするにあたり,三井銀行の引き続き勤務する者に対 し,恩給一時金の名

義をもって支給された給与に対する所得課税の問題の資料が残っている。本事

件は,世論の注目を集めたようで,当時の新聞は数回この件を報道 している。

そして,本事件から,現状と同様に賞与か退職金かの区別の問題が昭和13年 当

時からあったことがわかる。本事件を背景に,下記の理由により退職所得は課

税対象となった。

(イ)退職所得が概して中流以上の所得者に属し担税力を有することは明らかである。

(口)近年,民間会社等において職員の退職時に多額の賞与を支給するところがますま

す増加している。

(ハ)一時の所得に課税しない現行法において,退職所得のみに課税するのは酷である

との説があるが,一定額以上の多額なものに対してのみ課税すれば問題ない。

しか し

してお り

について

その後において,いわゆる 5年退職金事件,10年退職金事件が発生

また,近年においても適格退職年金制度廃上に伴い取得する一時金

同様の問題が発生 しており,解決されないまま現在に至っている。

Ⅳ 退職所得の計算構造の変遷

退職所得が課税対象となってからの経緯をみると,退職所得の収入金額から

勤続年数に応 じて計算 した退職所得控除額控除するという措置 (以下「退職所

得控除額」という。)と ,課税標準において所得金額を2分の 1に圧縮する措置 (以
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下「2分の1課税」という。)は , もとは同一のものであったのが,政策上の配慮

で重複して適用されることになったことがわかる。

:「 2分の 1課税」の原点

昭和13年改正以前,昭和 6年に税制整理準備委員会 (以下「準備委員会」という。)

において,退職金が課税対象とされることがすでに閣議決定されていた。準備

委員会に先立ち,昭和 3年 6月 及び昭和 6年 4月 に税務監督局長会議が開催さ

れていた。昭和 3年 6月 の会議で広島税務監督局長から,初めて,一時的な給

与について半分程度の税率による課税を行うべきとの提案があり,こ れが「 2

分の 1課税」の発想の原点と思われる。

2 免税点の根拠

昭和13年の税制改正により,5000円 以下までの退職所得は課税対象外とされ

た。この5000円 という免税点の根拠について,昭和15年 2月 16日 に衆議院で開

催された「所得税改正法律案外30件委員会」第 2回 における櫻内国務大臣の発

言によると,実情に照らし,5000円 は相当に収入があるからとある。

当時の支給状況は,官業の一番多額な例で1140円 83銭,軍人は,大尉以上は

5000円以上あった。これからすると,労働者の退職金はもともと課税の対象で

はなかったことがわかる。

3 免税点が支払者ごとに認められた理由

税制整理準備委員会及び昭和13年 税制調査会では,いずれも退職金のうち

5000円 を超えるものについて課税するとしていたが,条文では支払者ごとに
,

収入金額から5000円 を控除すると規定 した。当時源泉分離課税であったことか

ら,支払者ごとの控除が認められたと考えられる。昭和33年 2月 25日 衆議院大

蔵委員会での大蔵事務次官亀徳正之は,戦時下において支給される退職手当等

は,混乱の中支給されるものであり,支給者の異なるものを名寄せ して把握 し

課税すること自体,困難であったと発言 している。
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4 「 2分の 1課税」 と退職所得控除額との関係

イ)昭和22年 までの動向,口 )昭和25年改正,ハ )昭和26年改正に区分 して,「 2

分の 1」 課税と退職所得控除額との関係をみてみると,両者はもともと同一の

ものであり,現状は重複 して適用されていたことがわかる。

イ)昭和22年改正までの動向  昭和13年所得税法では,収入金額から5000円

を控除するが,「 2分の 1課税」は行わない。昭和15年 から昭和20年 までは控

除額の増減や税率を上げる改正が行われたのみである。昭和22年の税制改正で

は,分類所得税及び総合所得税の併用を廃止,簡易な税制に移行する趣旨から

総合課税一本立てによる課税制度に改められた。この昭和22年改正で初めて退

職所得の収入の 2分の 1を課税対象とされた。この 2分の 1に圧縮するという

措置は,退職所得控除額の代わりであったことは,昭和22年 3月 22日 衆議院「所

得税法を改正する法律外六件委員会」前尾繁三郎政府委員から明確である。従

来の収入金額から一定額を控除するという措置は廃止され,代わりに収入金額

からその 2分の 1を控除するという措置に変更 した。その際,条文では 2分の

1相 当額とするといった表現にしたため,そ の後の改正に影響を与えていくこ

とになる。

口)昭和25年改正  シャウプ勧告では,退職所得について,一切控除を認

めていなかったが,日 本政府は国民感情を考慮 して,控除額の設定を要請 した。

これにより15%の控除が認められることとなった。控除率を15%に した具体的

根拠がないことは,昭和25年 3月 10日 衆議院大蔵委員会平田敬一郎政府委員の

発言から明らかである。

ハ)昭和26年改正  昭和26年改正で,昭和27年 1月 1日 か ら昭和27年 3月

31日 までに支給される退職手当等について,所得の金額を収入金額から15万 円

控除した金額の 2分の 1相 当額とし,分離課税の方法により課税されることと

なった。「 2分の 1課税」がとられるようになった理由を,昭和26年 10月 29日

に開催された衆議院大蔵委員会において平田敬一郎は ,退職所得が一時的な所

得であることから,税負担の平準化を図るためであると説明しながらも,理論

的な課税方法としては ,改正前の方法が望ましいと述べている。

以上の経緯をまとめると,退職金課税を始める当初は5000円 を超えるものに
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ついて課税するという趣旨であった。それが,総合課税にともない, 2分の 1

を控除することとなった。それが,条文では,2分の 1に相当する金額に圧縮

するという表現になった。

戦後には,国民感情を考慮して15%の控除が認められることになった。さら

にその後,戦後の行政整理,企業整理に伴い取得する退職手当等について優遇

措置を設ける声が高まり,控除のほか,「 2分の 1課税」も併用されるようになっ

たのである。

おわりに

退職金には,江戸時代の暖簾分けに端を発する恩典的贈与であるものと,明

治維新期後の産業の近代化に伴い発祥 した労働者の足留め機能を持つものの 2

種類がある。明治20年所得税法制定当時,退職金が課税対象とされなかったの

は,政策的配慮によるものであり,純粋に制限的所得概念の理屈を突き詰めた

結果によるものではない。その後,賞与が課税対象に含まれることにより,退

職金が節税対策として用いられるようになり,それが顕著化 した結果,退職金

も課税対象に含まれることとなった。

当初退職金については,一定の免税点を超える部分だけが課税対象とされて

いたが,総合課税の導入,戦後の大量リス トラの影響を受け,一定額の控除と

課税標準を2分の 1に圧縮する制度が二重に適用されるようになった。

その後,昭和32年 より,み なし退職所得の概念が導入され,退職所得控除額

の計算についての取 り扱いも整備され,現行の課税方法もほぼそれを維持 して

いる。

以上のとおり本稿では,退職金制度と退職金課税の起源とその歴史的変遷を

当時の史料により辿ってきた。退職金に対する課税制度は常に政策的配慮に

よって形成されている以上,現在の課税制度が適正であるかどうかを図るため

には,税法における退職金課税の概念と,実際に運営されている退職金制度と

の乖離を認識する必要がある。今後も引き続き,退職金課税制度が現行の制度

に至るまでの変遷を辿ることにより,税法における退職金の概念がどのような
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背景や思想のもとで形成されてきたものであるのかを再検討 したい。そして
,

退職金制度の運営方法が多様化 している現在において,税法における退職所得

の概念が,現在,わが国において実際に運営されている退職金制度の概念に適

切に対応 したものといえるのか,ま た,両者にどのような乖離があるのかを検

討 したい。そのことが,税制上種々の優遇措置が設けられている退職金に対す

る課税制度が,現在の納税者にとって平等な制度として成 り立っているのかを

検証するために不可欠であると考える。

江

1)1 拙稿「適格退職年金の法的性質―在職中の従業員が適格退職年金制度の廃上に伴い取

得する一時金の所得区分の検討を中心に」立命法政論集 7号 (2008)37頁 以下参照。

収入税法律案は,伊藤博文に雇い入れられ,当時多数の草案を起草したドイツ人ルー

ドルフによって作成された。収入税法律案は,汐見三郎ほか『各国税制論』 (有斐閣,

1934)249頁以下で初めて紹介された。

原文は,日立公文書館デジタルアーカイブにて閲覧可能。

国立公文書館デジタルアーカイブ 〈http://www digitalarchivesgOip〉 最終閲覧日

2012年 4月 18日 。

所得税則は,大蔵省が作成し,大蔵卿松方正義から太政大臣三條実美に提出された。

所得税則は,阿部勇『日本財政論 租税』 (改造社,1933)239頁以下で初めて紹介された。

所得税則修正案は,高橋誠「初期所得税制の形成と構造一日本所得税制史その一」経

済志林26巻 1号 (1958)68頁 以下で初めて紹介された。

「松方家文書』マイクロフィルム版資料目録58頁参照。

所得税草案は,大蔵省が作成し内閣に提出されたとされる。『法規分類大全 復刻版

第38巻』「租税門 雑税 所得税」 (原書房,1978)395頁 以下所収。

所得税法草案の分析は,林健久『日本における租税国家の成立』 (東京大学出版会,

1965)301頁以下参照。

『元老院會議筆記』後期26巻 (元老院会議筆記刊行会,1964)151頁 以下参照。

拙稿「退職金課税の起源と変遷」立命館法学321号 (2012)112頁 参照。

大飼・前掲注8)112頁 参照。

大飼・前掲注8)113頁 参照。

黒住章『定年制・退職金・退職年金』 (労働旬報社,1966)263頁。

牛米勉「明治20年所得税法導入の歴史的考察」税大論叢56号 (2∞7)453頁 。

清永敬次「シャンツの純資産増加説 (― )」 税学85号 9頁。

金子宏「租税法における所得概念の構成 (― )」 法協83巻 9・ 10合併号 (1966)83頁 。

Rグード (塩崎潤訳)『個人所得税』 (今 日社,改訂版,1976)196頁。

井上一郎「安井・今村・鍋島による明治20年所得税法逐条解説 (資料紹介)」 税大

論叢23号 (1993)510頁 。

このうち下記 3文献以外は,国立国会図書館デジタルアーカイブにて閲覧可能。

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

12)

13)

14)

15)

16)
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17)

18)

19)

Ⅲ 一般報告

高見藤助『鼈頭註解所得税法 全』 (1887年 4月 14日 発行),樋口文次郎『所得税法同

施行規則実用註解』 (1887年 6月 発行),蟻川堅治『所得税法註釈同施行規則註釈』 (1887

年7月 12日 発行)。

詳細は,大飼・前掲注8)130頁 以 下参照。

詳細は,大飼・前掲注8)131頁 以下参照。

行判明治33年 11月 14日 (行 録41輯 8頁 ),行判明治33年 11月 26日 (行 録41輯38頁 ),

行判明治33年 12月 28日 (行録42輯95頁 )な ど。

末弘厳太郎「退職手営と退職積立金法案」中央公論昭和10年 9月 号 (1935)101頁 。

松下停吉『三井財閥の新研究』 (松下停吉,1936)18頁 。

西成田豊『退職金の140年』 (青木書店,2009)19頁 以下。

氏原正次郎「退職金制度の性格と今後の方向」季刊労働法20号 (1956)162頁 。た

だし,氏原正次郎教授は,強制貯金と恩恵的退職金 (暖簾分け)の 2つが原型としてお

り,雇用者全額負担の満期賞与と暖簾分けの 2つ を原型と考える本稿とは,若干見解を

異にする。

昭和11年 6月 30日 付朝日新聞東京版「“もらった退職金に課税とは何事だ"」 。この

ほか,昭和10年 8月 15日 付朝日新聞東京版の4面及び11面 でも, この三井銀行の事件を

言己事にしている。

東京大学経済学部所蔵『戦時税制資料 マイクロ版』 4巻。大飼・前掲注8)150頁 参

照。

大蔵省主税局『昭和 6年税制整理準備調査概要』 (大蔵省主税局,上巻,1931)56頁 。

原文は次のとおりである。「五千園 卜云フコトノ標準二致シマシタノハ,従来カラ

ノ賞情等ヲ考ヘマシテ,五千園卜云フノハ日本ノ今日ノ賞情カラ云ヘバ,相営二収入ノ

アル者 卜看倣シマンテ.先 ヅ五千園マデヲー般ノ階級 トシ,五千園以上ハ特二相営ノ収

額ノアル者, 日本ノ現在ノ生活状態カラ言ヘバ餘裕ノアル者,斯様二考ヘマシテ,五千

園ヲーツノ階級 トシタノデアリマス」。

社会局労働部『退職積立金法案要綱及資料』 (社会局労働部,1936)26頁 以下参照。

石崎吉和他「旧軍における退役軍人支援施策一大正から昭和初期にかけて」戦史研

究年報15号 (2012)26頁 参照。

原文は次のとおりである。「たとえばこれは戦前, またちょうど戦争に関連して,

満州なり外地にいろいろ出た事例が多かったわけでございますが,その際に,内地の職

場をやめるときに何がしかのものをもらって外地に勤めたとか,あ るいは終戦になりま

して,何がしかのものをもらって,外地の職場を事実上放棄することになって内地に復

職した,こ ういった場合に,現在の所得税法の考え方によりますと,退職所得を受けた

ならば,勤続年数は通算しないという考え方を原則的にはとつておるのでございます。

ただ,終戦のどさくさに応じまして,あ るいは内地から外地に行く,あ るいは外地か

ら内地に帰るというような場合には,必ずしも正規の退職金の支給規定とかいうもので

なしに,いろいろ給付を受けた」。

,原文は次のとおりである。「大催においてわれわれが一時的所得と考えております

ものは,二年に一邊,三年に一邊というものではなしに,少 くも十年二十年に一日とい

うようなものばかりでございます。従いまして,それらを全部総合いたしまして,その

年のほかの所得とも組合する代りに,半額だけ控除する」。

20)

21)

22)

23)

24)

25)

26)

27)

28)

29)

30)

31)
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32)原 文は次のとおりである。「退職所得につきましては,今回一割五分の控除を認め

ることにいたしたのであります。シャウプ勧告によりますると,同 じ所得であるから全

額課税すべきだということになっておるのでありますが, これはやはり給典所得的性質

―
もちろん給典所得の延長でありまして,給典所得と性質において同じ性質を持って

おるものと考えられますので,一割五分の控除を特に認めることといたしたのでありま

す」。

33)原 文は次のとおりである。「二分の一控除して半額に課税するわけでありますが
,

これはやはリー時にもらう所得であるので,あ る年に固まった所得になるわけでありま

す。それに対しまして,年 々の所得に対しまする税率をそのまま適用したのでは無理で

あろうというので ,半額を課税所得にしまして ,税負担を計算する。しかもこれはなる

べく簡単な方法がいいだろうというので ,半額にする ,こ ういう方法にいたしたのでご

ざいます。りくつ (マ マ)か ら申しますと,二十五年度から実行しました方法 ,こ れは

捨てがたいものがあると思うのでございますが ,今の実際から申しますと,こ ういう方

式の方が ,よ り実情に即しはしないだろうかというので ,かような改正にいたすことに

いたしたのであります」。
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証券化ビークルの課税実態に関する会計的分析

高 橋 円 香
(明治大学)

はじめに

不動産証券化のビークルである特別目的会社や不動産投資法人について,租

税特別措置法では配当可能利益の90%超を投資家に配当している場合,当該支

払配当の金額を損金に算入することが認められている。 しかし90%超 と規定さ

れる中で上場ビークルは,投資家利益の毀損回避を根拠に,当期純利益のほぼ

100%を 配当として分配 してお り,その結果これらビークルでは課税所得が存

在 しないという状況にある。この規定は法人税と所得税との二重課税を回避す

るための措置であるとされるが,実際にはビークルの租税回避の手段 としての

役割に重点が置かれた規定ではないかという疑間が生ずる。本稿ではビークル

課税における二重課税回避措置に焦点を当て,証券化ビークルの会計的分析に

よって課税実態に関する問題点を明らかにする。

I 証券化ビークルに係る支払配当損金算入規定

7 不動産証券化とビークル

本稿の対象事業である不動産証券化についてその概要を述べる。不動産証券

化とは,端的に言えば企業等が保有する不動産という資産を利用 した資金調達

手段である。具体的には,企業等が保有する不動産または不動産から派生する

不動産担保債権等の資産に対する継続的関与を維持 しながら,当該不動産に対

する法的 。会計的・税務的支配権の全部または一部を第三者に移転することに

よって,当該不動産の法的・会計的・税務的オフバランス化を実現すると同時

16o



証券化ビークルの課税実態に関する会計的分析

図表 1 資産流動化型不動産証券化

資産の信託 ////
////信託受益権

信託銀行

不動産譲渡

譲渡代金支払

SPC

SPC法上の
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会社法上のSPC

〈証券発行〉
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賃貸業務
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賃 料

貸賃

賃 料

募 |1証券購入 1委
奎 |1代金支払 1券
イ丁↓|    ↓配

投資家

図表 2 資産運用型不動産証券化

出 資

証券発行 収  益

収益の配分 保管委託

資産保管会社

(出所)図表 1,図表2と もに渡辺晋『〔改訂版〕これ以上やさしく書けない不動産の証券化」

PHP研究所,2∞3年 ,17頁。

に,当該不動産の保有に係る資金調達を有価証券等の発行を通 じて行うことで

ある。不動産証券化は企業の信用力ではなく企業が保有する不動産の収益力 ,

すなわち不動産が生み出すキャッシュ・フローを裏付けとするという仕組みか

ら,新たな資金調達方法として注目を集めた。

不動産証券化はその仕組みから「資産流動化型」と「資産運用型」の 2つ に

分類される。資産流動化型は,企業などの不動産の原所有者 (オ リジネーター)

が不動産をあらかじめ証券化事業のみを行うよう定められた事業体「特別目的
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Ⅲ 一般報告

事業体 (Special Purpose Entity― 以下SPE)」 へ売却し,SPEが当該不動産の

キャッシュ・フロー (運用益)を裏付けに有価証券等の発行を通じて資金調達

を行うというものである。一方資産運用型は,あ らかじめ投資のみを行うよう

設定された投資法人に投資家から資金を集めこれを不動産に投資し,その利益

を投資家に配当するというものである。この手法を「不動産投資信託 (REIT)」 ,

日本においては「J― REIT」 という。

不動産証券化に利用されるビークルとは,投資家や金融機関から資金を受け

入れ, これらの資金によって不動産の取得・保有・処分を行い,当該不動産か

ら得られる収益を投資家等に分配するための法的な主体を指す。代表的なビー

クルとしては,「資産の流動化に関する法律 (以下「SPC法」)」 に基づく「特定

目的会社 (Tokutei Mokuteki Kaisha― 以下 TMK)」 ,「投資信託及び投資法人に
2)                             3)

関する法律 (以下「投信法」)」 に基づく「投資法人」,「会社法 。有限会社法」

に基づ く「合同会社・有限会社 (有 限会社は2005年 の会社法の施行により廃止)」

が挙げられる。

2 証券化ビークルの支払配当損金算入規定

不動産証券化におけるビークルである TMKお よび J―REITは法人格を有

し (SPC法 14条 ,投信法61条)法人税課税の対象である。TMKそ して J―REIT

投資法人が含まれる投資法人法上の投資法人からの配当については,配当可能

利益の90%超 を配当するなど,一定の要件を充たすことによつて,投資家に対

する配当を損金算入することができるという「支払配当損金算入方式」がとら

れている (租税特別措置法―
以下「租特法」-67条の14,67条 の15)。 これが認

められる一定の要件は,証券化に供されるビークルであることという「ビーク

ル要件」と課税対象となる事業年度中の事業内容や配当割合等に関する「事業

年度要件」に分けられる。TMKお よび J―REIT投資法人に係る両要件は次の

とおりである。

ビークル要件 ① 特定目的会社名簿への登載

② 以下のいずれかに該当するもの



証券化ビークルの課税実態に関する会計的分析

1)特定社債の発行が公募であり発行価格の総額が 1億円以上

2)特定社債が機関投資家のみによって引き受けられたもの

3)優先出資が 50以上の者によって引き受けられたもの

4)優先出資が機関投資家のみによつて引き受けられたもの

③ 資産流動化計画において,特定社債又は優先出資の発行価額の総額のうちに

国内において募集される特定社債又は優先出資の発行価額の占める割合がそれ

ぞれ 50%を 超える旨の記載又は記録があること

④ 会計期間が 1年 を超えないものであること

このように法人側で配当税額が控除されるので,当該 TMKや J―REIT投資

法人から配当を受け取った側での配当所得控除は認められていない (租特法9

条l項 5号 )。

事業年度要件 資産の流動化に係る業務及びその附帯業務を資産流動化計画に従って行って

いること

他の業務を営んでいる事実がないこと

特定資産を信託財産として信託していること又は当該特定資産の管理及び処

分に係る業務を他の者に委託していること

当該事業年度終了の時において同族会社でないこと (ビ ークル要件②の1)

又は2)に 該当するものを除く。)

当該事業年度に係る配当等の額の支払額が当該事業年度の配当可能利益の金

額の90%に相当する金額を超えていること

合名会社又は合資会社の無限責任社員となっていないこと

次に掲げるすべての要件を満たすこと

1)資産流動化計画に記載された特定資産以外の資産 (資 産の流動化に係る業

務及びその附帯業務を行うために必要と認められる資産並びに余裕金の運用

に係る資産を除く。)を 保有していないこと

2)特定目的借入を行っている場合には,そ の特定目的借入が機関投資家から

のものであり,かつ.当 該特定目的会社に対して特定出資をした者からのも

のでないこと

①

④

⑤

②

③

⑥

⑦

投資法人

ビークル要件 ① 投資法人の登録

② 以下のいずれかを満たす

1)設立時に発行した投資回公募発行総額が1億円以上

2)事業年度終了時に発行済投資口が50人以上に所有又は機関投資家のみに

所有されている

③ 規約に投資国の募集が50%超 国内である旨記載されている

④ 会計期間が 1年以下である

事業年度要件 ① 投信法第63条 (能力規定)を遵守している

② 資産運用業務を資産運用会社へ委託している

CI 資産保管業務を資産保管会社へ委託している

④ 期末に同族会社に該当していないこと

c)配当可能利益の90%超の配当支払い

⑥ 他法人の株式又は出資の50%以上を保有していないこと

⑦ 借入が機関投資家からのみであること
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2008年 2009年 2010年

前 期 後 期 前 期 後 期 前 期

当期純利益 (百万円) 12,221 12,060 11,801 10,662 9,281

分配総額  (百万円) 12,221 12,060 11.802 10,662 9,281

配当性向    (%) 999 999 1000 1000 1000

Ⅲ 一般報告

図表 3 REIT(日 本ビルファン ド投資法人)の配当性向

図表 4 TMK(特定目的会社 レオパレス・ リー ト)の 配当性向

(出所)図表 3は ,日本ビルファンド投資法人有価証券報告書より作成。図表 4は ,

特定目的会社レオパレス・リー ト有価証券報告書より作成 (配当性向は分
配総額/当期純利益× 100)。

Ⅱ 証券化ビークルによる配当の現状

実際にビークルがどの程度利益を配当として分配 しているのかということに

ついて,TMKと して「特定 目的会社 レオパ レス・リー ト」 とJ―REIT投資法

人として日本ビルファンド投資法人の分配金額および配当性向についてみてみ

る。

両法人ともに当期純利益の99～ 100%を 配当して分配 してお り,課税所得が

無い状況になっている。租特法上は90%超 という規定でありながら,実際にビー

クルの配当性向をみると100%に近い数字になっている根拠について,不動産

証券化事業の業界団体である社団法人不動産証券化協会 (THE Association fOr

Real Estate SecuritizatiOn―以下 ARES)は ,90%超の配当を「満た した場合で

も投資家に配当 しない利益が所得 として課税 されるため,一般に投資法人では

利益のほぼ全てを投資家に配当し,課税発生による投資家利益の毀損を回避し

ている」と述べている。

2005年 度 2∞6年度 2007年 度

当期純利益 (千 円) 289,440 343,867 253,901

分配総額  (千円) 285,235 343,219 251,712

250.000

35,235

250,000

93.219

250,000

1,712

配当性向  (%) 98.5 99 8 99 1
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Ⅲ 支払配当損金算入規定の考察

: 二重課税回避の根拠

内国法人が他の内国法人から配当を受け取った場合には,法人税法上,確定

申告書における明細の記載を条件として,原則 としてその配当等の全部または

一部を益金の額に算入 しないこととされている (法 人税法23条 1,2,3)。 そ

もそも法人税を所得税の前取 りとする場合,法人が行う利益の配当はすでに課

税された法人所得の分配であり,それを受け取った個人の側で個人所得として

課税すると,二重に課税することになるので,こ れを避けるため個人の段階で

一定の割合または一定額を所得から控除する規定が設けられている。つまり

シャウプ勧告以来日本の税法上では,「法人税は所得税の前取 りである」とい

う考えに基づき,法人と個人での二重課税を回避するため,「①個人の段階で
,

②配当所得税額控除方式」がとられているのである。

2 ビークルにおける支払配当損金算入規定の根拠

一方,TMKや J―REIT投資法人については「①法人の側で,②支払配当損

金参入方式」が採用されている。このように法人の側で支払配当を損金算入す

ることにより二重課税を回避する方法を「ペイ・スルー」という。日本への不

動産証券化導入期にTMKがベイ・スルー型のビークルとなるよう税制改革も

行われた結果,SPC法成立と合わせて租税特別措置法による規定を設けるこ

とによってこれを実現した。ではなぜ TMKお よび J―REIT投資法人に対し,

このような措置がとられているのか。

その根拠は不動産証券化の仕組みから説明できる。不動産証券化は,対象不

動産から生ずる経済的便益とリスクを証券の発行を通じ,第三者に移転するも

のである。つまり証券化においてTMKお よび J―REITが投資家と不動産をつ

なぐ導管体としての機能のみが与えられた特殊な事業体であり,証券化対象不

動産および投資家から募った投資の「器」に徹しているという特質が存在する。

すなわち不動産証券化から生じる利益は, ビークルからの配当を通じて投資家
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に帰属することになり,証券化事業による所得は分配を通 じ,投資家に帰属 し,

配当を受け取る側の所得が課税所得となる。ゆえにビークルでは課税せず,配

当を受け取る側 (投資家等の受取配当)で課税するものと解せられる。不動産証

券化の仕組みにおいては, シヤウプ勧告における「法人税を所得税の前取 り」

すなわち法人は個人の集合体であるという法人擬制説が適応されているものと

推察される。

しかしながら法人擬制説的な論拠は,「現行法上この理論をもって統一的・

首尾一貫した説明を行うことは極めて困難である」という批判や,「法人個人

一体説に立脚する考え方を基調としてスタートしたシャウプ税制を原形とした

ものではあるが,そ の後,そ の時々の政策的措置により,いわば便宜的に修正
lo)

され,変容せしめられ」ているという批判, さらに「法人所得税制の本質は
,

そのような (引 用者注 :法人擬制説的仮説,法人実在説的仮説)抽象的な方法論だ

けによっては十分に解明し得られない限界の存することを指摘しなければなら

ない」といった批判がある。先に推察した不動産証券化の仕組みに基づく二重

課税回避についての法人擬制説的な根拠では不十分であるといえる。以下では
,

不動産証券化の実態から二重課税回避措置の根拠を考察する。

Ⅳ 不動産証券化事業の実態と支払配当損金算入規定

7 不動産証券化事業の実態

まず不動産証券化事業において,資産から生じる経済的便益とリスクのみを

投資家に転嫁しているといえるのかということについて考察する。

不動産証券化事業の実態をみると制度上の欠陥が指摘できる。会計基準等で

は,不完全な倒産隔離を補完するためのSPC連結除外規定。継続的関与の実

態がありながらも,完全なオフバランスを実現しようとする対象不動産のオフ

バランス基準。包括的な情報のみであり,個別具体的な情報が開示されていな

い非連結 SPCに 関する情報開示規定,な どが挙げられる。

このような不完全な制度の下,不動産証券化事業が営まれているのはなぜか。

ひとつは日本への不動産証券化事業の導入には,「不良債権等担保不動産の処
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理」という目的があったということが挙げられる。さらに証券化市場が拡大す

る中,資金調達手段としての役割から,資産のオフバランスを主目的とした「手

段的証券化」へと変貌し,同事業に係る諸制度もこの手段的証券化を助長する

よう整備されてきたのである。つまり現行制度による不動産証券化事業では
,

投資家に本来負うべき範囲以上のリスクが転嫁されているといえる。このよう

な不動産証券化事業の実態を踏まえると,すべての経済的便益とリスクの投資

家への転嫁を根拠として,法人擬制説的な二重課税回避措置を講ずることは不

適当であるといえる。

2 ビークルの独立性

次に不動産証券化ビークルに二重課税回避措置の根拠は成り立つかというこ

とについて考察する。不動産証券化はその定義上,証券化対象不動産のみが生

み出すキャッシュ・フローに裏付けされた資金調達手段であるため,他の影響

から証券化対象不動産を隔離する必要がある。そのため根拠法である SPC法

70条七では,取締役の欠格事由として「資産流動化計画に定められた特定資産

の譲渡人 (当 該譲渡人が法人であるときは,その役員)」 を挙げるなど, ビークル

の事業内容,資本関係,人事関係等を制限し,そ の独立性を確保する規定が設

けられている。このような措置が根拠法上設けられているということは,不動

産証券化においてはビークルの所有と経営は分離しているものと解され,所得

税の前取りとしての法人税という法人擬制説的または個人法人一体説的な根拠

は成り立たず,む しろ法人実在説が成り立つものといえる。

V 支払配当損金算入規定の意味

このように事業の実態および事業上のビークルの位置づけと,現行の法人擬

制説的な二重課税回避措置には乖離が生じているといえる。では実際にこの支

払配当損金算入による二重課税回避措置が不動産証券化事業上,どのような位

置づけになっているか,ARESに よる課税に係る要望を取 り上げ考察する。
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: ARESか らの課税に係 る要望

2010年 7月 13日 に ARESか ら公表された『平成23年度「制度改善要望」お

よび「税制改正要望」』 (以下「ARES要 望」)の 中で,投資法人等への課税に係

る要望として「投資法人等において一定程度の内部留保を可能とするため,一

定の要件を満たした場合における積立金の損金算入を可能とする措置等の導

入」が挙げられている。

その理由として,「投資法人では恒常的に内部留保金が少ない傾向に」あり,

諸外国のように財務戦略の柔軟性を高めたり再投資資金を確保することができ

ないこと,「今後も投資法人が経済環境の変化に対応 し投資家利益に貢献して

いくためには,投資法人にも一定の範囲で内部留保を可能とし,LTV(引用者

注 :不動産の価格に対する社債発行額の割合。)引下げなどの財務体質改善等を行

うことを可能とする必要がある。」ことが挙げられている。

こうした要請に対し,当時の国交省副大臣馬淵氏は「 Jリ ートの仕組みに問

題意識を持っていた」と語り,利益を手元に残しにくい制度が不動産市場低迷

や信用収縮の中でリー ト経営を圧迫している可能性を指摘 した。これを受け,

国土交通省の不動産投資市場戦略会議は「分配の安定性確保のために売却益の

内部留保を認めるなど,配当の弾力化が必要。」と見解を示 しているが,制度

見直しの具体的議論は2012年現在なされていない。

2 ARES要望の背景と不動産証券化市場の状況

同要請の背景は世界的金融危機による経営悪化である。不動産証券化市場は

サブプライムローンの破綻や,米国大手投資銀行の破綻に端を発する世界的金

融危機の影響で,不動産証券化市場への資金の流入が激減 した結果,2008年 度 ,

証券化対象不動産の資産総額は 3兆700億 円にまで下落 した。同年度の総資産

額は過去最高であった2007年度の 8兆8800億 円に対 し,約346%ま で縮小 し
,

市場の基本形が完成 し急激な成長を始めた2003年度の 3兆9900億 円に対 しても

76■ %の規模 となった。2008年 度は J―REITお よび J―REIT以外が前年度の約

37%に 落ち込んでいるが,特に激しかったのはリファイナンスおよび転売の部

分であり,前年度比273%の 6600億 円にまで落ち込んでいる。
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図表 5 不動産証券化の実績の推移
(単 位 :10億円,件 )

９９
度

１９
年

2000

年度

2001

年度
2002

年度

2003

年度
2004

年度

2005

年度

2006

年度
2007

年度

2008

年度

Jリ ー ト 610 300 680 900 1,770 2,030 1.680 630

Jリ ー ト以外 1,167 1,867 2,170 2,240 2.890 3.330 3.990 4.330 4,780 1,780

Jリ ー ト以外のうち
リファイナンスまた
は転売されたもの

420 1,110 1,170 1,910 2,420 660

資産額合計 1,167 1.867 2.780 2.540 3,990 5,340 6,930 8.270 8.880 3.070

件 数 74 161 269 343 420 1,119 1.582 1.642 1.523 470

(出所)国土交通省「平成 20年度不動産証券化の実態調査」。

世界的金融危機および市場崩壊による影響が不動産証券化ビークルに著 しく

かつ等 しく起こっているかどうか,J―REIT投資法人について近時の動向の分

析を通 じてみてい く。図表 6は金融危機以後の J―REIT 5法 人の当期純利益 と

一口当たり分配金金額を示 したものである。分析の対象は,オ フイスビルを主

要投資物件とする日本ビルファンド投資法人 (以下「日本ビルファンド」),ジ ャ

パンリアルエステイ ト投資法人 (以下「ジャパンリアルエステイト」),グ ローバル・

ワン投資法人 (以下「グローバル・ワン」),野村証券オフィスファンド投資法人 (以

下「野村証券オフイスファンド」),大和証券オフイス投資法人 (以下「大和証券オフィ

ス」)の 5法人である。

当期純利益の推移をみると,市場崩壊後の2008年度,2009年度前期は, 日本

ビルファンド,ジ ャパンリアルエステイト,グ ローバル・ワン,野村証券オフィ

スファンドはほぼ横ばいで推移 してお り,大和証券の2008年度後期が前期比

35%と 大 きく減少 している。2010年度前期は日本ビルファンド,ジ ャパンリア

ルエステイ ト,野村証券オフィスファンドが13～ 10%減少し,グローバル・ワ

ンおよび大和証券オフイスは前年比60%台 と金融危機・市場崩壊によって大 き

な影響を受けていることがわかる。

一口当たり分配 (配 当)総額 も市場崩壊以後大和証券が30%程度のペースで

減少 してお り,2010年 度には野村オフィスファンドが30%減少 している。ほか

の 3法人はほぼ横ばいか10%程度の減少である。このように J―REIT全体に等

しく著 しく金融危機による市場崩壊の影響が出ているとはいえず,法人ごとに
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図表 6 J― REl丁 5法人の当期純利益及び一口当たり分配金額の推移

(出所)各 J―REIT投資法人有価証券報告書より作成。なお.J―REIT投 資法人は会計期間が 6か 月とされて
いるため,各年前期・後期での集計とした。

影響の度合いは異なっているのである。

3 ARES要望にみる二重課税回避の位置づけ

このことから世界的金融危機による市場崩壊の影響が,J―REIT投資法人に

全体的かつ等 しく著 しく出ているとはいえず,法人ごとに影響の度合いは異

なっている。すなわち金融危機による経営悪化,そのための内部留保確保とい

う要請が J―REIT法人の共通事項として成 り立っていないといえる。またこの

ような状況下で要請のとおり損金算入を認めることは,大 きな影響を受けるこ

17。

年度・期 06・ 前 06・ 後 07・ 前 07・ 後 08・ 前 08・ 後 09・ 前 09・ 後 10・ 前 10・ 後

日本ビル

ファンド

投資法人

当期純利益

(百万円)

7.205 9.851 9,765 10.062 10,225 12.221 12.060 11,801 10,662 9,281

前期比 1367% 991% 103096 1016% 1195% 987% 979% 903% 870%
一口当たり分
配金額(円 )

17,046 19,391 19,224 19,809 20.129 22.549 22.252 21,775 19,672 17,125

前期比 l13.8% 991% 1030% 101600 1120% 987% 979% ∝)3% 871%

ジャパン
リアルエ

ステイト
投資法人

当期純利益

(百万円)

5.585 5,976 7.183 7.585 12.945 8,448 8.425 8.504 8.875 8.134

前期比 107000 1202% 1056% 170.7% 653% 997% 1009% 104400 917%
一口当たり分
配金額(円 )

16.172 17.302 17.521 18.500 29.223 19,072 19,020 19,198 18.043 16,628

前期比 1070% 1013% 1056% 1580% 653% 997% 1009% 940% 922%

グローバ

,レ・ワン

投資法人

当期純利益

(百万円)

1.541 1,370

前期比 972% 977% 1298% 2975% 377% 951% 982% 1017% 678%
一日当たり分
配金額(円 )

20.180 19,613 19,163 20,053 58,347 21,981 20,917 20.536 20,874 14.141

前期比 972% 977% 1046% 2910% 377% 952% 982% 1016% 677%

野村証券
オフイス
ファンド
投資法人

当期純利益
(百万円)

3,596 4,229 4,466 4.486 4,499 5,255 5,392 5,338 5,034 4,479

前期比 1176% 1056% 1∞ 400 l∞ 3% 1168% 1026% 990% 943% 890%
一口当たり分
配金額(円 )

15,638 15,905 16,750 16.918 16,923 17,225 17.673 17.496 16.500 14.681

前期比 1017% 1053% 1010% 100096 1018% 1026% 990% 943% 890%

大和証券
オフイス

投資法人

当期純利益

(百万円)

1.590 2.019 2.937 4,355 3.951 9,342 3.156 2,709 2.076 1.282

前期比 1270% 1455% 1483% 907% 2364% 338% 858% 766% 618%
一口当たり分
配金額(円 )

15,901 20,196 29,374 21.245 19,277 9179 6.847 6,847 5,246 3.240

前期比 1207% 1454% 723% 9()7% 476% 746% 1000% 766% 618%

1.4e8 r.4641 r e00l s.6il1 2.1301 2,026l r.e8el z.o2zl



証券化ビークルの課税実態に関する会計的分析

とがなかった J―REIT法人においては租税回避,優遇税制につながるものと思

われる。

さらに ARES要望にある内部留保のために新たな損金算入の枠組みを創設

しつつ利益はすべて配当として分配することと,同 じく内部留保のために利益

を留保することは,投資家にとってみればどちらも配当に回る利益は減少する

ことになる。また要請によって積み立てられた内部留保を取 り崩 し,配当とし

て分配することは,現行制度と本質的に変わらないものである。内部留保が積

立金によるものか,利益によるものかはビークル側が税金を払うか支払わない

かということであり,いずれそれが取り崩され配当されるとしても,課税時点

が遅れることになり,その分だけ課税延期が生じ,租税回避,優遇税制につな

がるものと思われる。

Ⅳ おわりに

証券化ビークルに対する支払配当損金算入規定における法人擬制説的な二重

課税回避は,今 日の不動産証券化事業上の問題点から,制度上の不備が指摘で

きる。不動産証券化事業はオリジネーターのメリットを助長するため,つ まり

証券化を利用しやすくするための制度であると指摘でき,こ のような制度の下

では,投資家が負うべき範囲以上のリスクが投資家に転嫁されているといえる。

そのため,ビークルの独立性やすべての経済的便益とリスクの投資家への転嫁

を法人擬制説的な二重課税回避措置の根拠とするには不十分であるといえる。

さらに不動産証券化の定義に則るならば, ビークルの所有と経営は分離してい

なければならず,そ うであるならば,法人個人一体説を前提とする二重課税回

避措置論理は当てはまらない。

以上のように不動産証券化事業の実態は,本来の定義には当てはまっておら

ず,本来の定義に立脚した課税制度とは乖離している。このことから二重課税

の回避は投資家の利益保護を建前とする,単なる租税回避措置ではないかとい

う疑間が生じる。ARES協会からの要請も損金算入額の拡大を求めるものであ

り,同 じく租税回避措置の要請に過ぎない。すなわち証券化を行おうとする側
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は租税回避を求めているものと解せられる。不動産証券化事業におけるビーク

ル課税の問題点は,「支払配当損金算入」による二重課税回避措置が,実際に

は投資家保護,特に投資家の利益保護を建前とする租税回避措置となっている

ことと結論付けられる。

注

平成10年 6月 15日 法律第105号。

昭和26年 6月 4日 法律第198号。

平成17年 7月 26日 法律第86号。

金子宏『租税法』 (弘文堂,第 12版,2011)256頁。

社団法人不動産証券化協会「平成23年度『制度改善要望』および『税制改正要望』」(2010

年 7月 )15頁。

金子宏,前掲書,257頁 。

同上書,258頁 。

日村幸太郎・片山さつき『不動産証券化のための最新 SPC法解説』 (大成出版社 ,

2000)4頁以下。

富岡幸雄『税務会計学原理』 (中央大学出版部,2003)1642頁。

同上書,1643頁 。
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商学研究論集第31号 (2009)125頁 以下を参照。
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日本租税理論学会規約

〔1989年 12月 9日

〔2002年 11月 16日

〔2011年 11月 12日

制定〕

改正〕

改正〕

第 1条

る。

第 2条

第 1章 総 則

本会は, 日本租税理論学会 (Japan Association of Science of Taxation)と 称す

本会の事務所は,東京都に置く。

第 2章  目的及び事業

第 3条 本会は,租税民主主義の理念に立脚し,租税問題を関連諸科学の協力を得て総

合的・科学的に研究することを目的とする。

第 4条 本会は,前条の目的を達成するために,左の事業を行う。

1 1研究者の連絡及び協力促進

2 研究会,講演会及び講習会の開催

3 機関誌その他図書の刊行

4 外国の学会との連絡及び協力

5 その他理事会において適当と認めた事業

第 3章 会員及び総会

第 5条 本会は,租税問題の研究にたずさわる者によって組織される。

第 6条 会員になろうとする者は,会員 2人の推薦を得て理事会の承認を受けなければ

ならない。

第 7条 会員は,総会の定めるところにより,会費を納めなければならない。 3年の期

間を超えて会費を納めない場合は,当該会員は退会したものとみなす。

第 8条 本会は,会員によって構成され,少なくとも毎年 1回総会を開催する。

第 4章 理事会等

第 9条 本会の運営及び会務の執行のために,理事会を置く。

理事会は,理事長及び若千人の理事をもって構成する。

第10条  理事長は,理事会において互選する。
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理事は,総会において互選する。

第11条 理事長及び理事の任期は,3年 とする。但し,再任を妨げない。

第12条 理事長は,会務を総理し,本会を代表する。

第12条 の2 理事会内に若千人の常任理事で構成する常任理事会を置く。任期は 3年 と

する。但し,再任を妨げない。

第13条  本会に,事務局長を置く。

事務局長は,理事長が委嘱する。

第14条  本会に,会計及び会務執行の状況を監査するために,若千人の監事を置く。

監事は,総会において互選し,任期は3年 とする。但し,再任を妨げない。

第14条 の2 理事会は,本会のために顕著な業績のあった者を,顧問,名誉会員とする

ことができる。

第 5章 会 計

第15条 本会の会計年度は,毎年 1月 1日 に始まり,その年の12月 31日 に終わるものと

する。

第16条 理事長は,毎会計年度の終了後遅滞なく決算報告書を作り,監事の監査を経て

総会に提出して,その承認を得なければならない。

第 6章 改 正

第17条  本規約を改正するには,総会出席者の 3分の 2以上の同意を得なければならな

い。

附 則

第 1条 本規約は,1989年 12月 9日 から施行する。
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17 消費税増税なしでの財政健全化 ●4515円

財政改革が進められるなか,本当に消費税の引き上げは避けられないのか。特

定財源の一般化や不当歳出の削減等,応能負担原則に基づく税制の見直しを,

これにかわる方策として学会の総力を結集して提言する。

18 グローバリゼーションと税制    ●4620円

法人税減税の財源確保のため,そ の方策とされる消費税増税。日本の法人税

は,本当に高いのか。法人課税・個人所得課税・減価償却制度など税制をめぐ

る様々な課題についての国際的比較・分析から税制のあるべき姿を説く。

19 税制の新しい潮流と法人税 ●4410円

戦後最大のL界同時不況のもと,国民生活を守るべく,経済危機対策を見据え

た税制措置が求められている。各国の税制,国際協調の動きを視野に入れなが

ら,公平かつわが国に適した法人税制の進むべき道を探求する。
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20 社会保障と税制 ●3780円

消費税引き上げ論議や最小不幸社会論が喧伝されるなか, これからの日本の社

会像にとって不可欠のテーマである社会保障と税制のあり方を検討。年金財源

論からべ~ン ツク・インカム論まで,総合的に考察する。

21 市民公益税制の検討 03885円

税制の改正および公益法人制度改革関連 3法 による新制度移行にともない,財
政学・税法学・税務会計学の 3分野から総合的にアプローチする。「税制調査

会納税環境整備 PT報告書に対する意見書」も採録。

22 大震災と税制 ●4410円

税財政による災害復興制度は,震災被害からの復旧・復興をどのように支え,

またどのような課題を抱えているのか。その現状と課題を示し,今後の展望を

理論的・実証的に検討する。
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